
芦屋市議会における個人情報の保護に関する条例整備について 

 

１ 新個人情報保護法（デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律第５１条の

規定による改正後の個人情報の保護に関する法律）施行に伴う対応について 

 

  現在、芦屋市議会における個人情報の保護に関する制度については、芦屋市個人情報保護条例

第２条第１号の実施機関のひとつとして規定され、同条例により執行機関と同様に規律されて

いる。 

  令和５年４月１日以後は、執行機関の個人情報の保護に関する制度については、新個人情報保

護法により直接規律されることとなるが、議会は同法による規律の対象外となっているため、

芦屋市議会においては、現行の芦屋市個人情報保護条例に代わる新条例を制定し、同条例によ

り規律することとする。 

 

２ 条例案作成に当たっての考え方 

(1) １に記載のとおり、現在の個人情報の保護に関する制度は、市のいずれの機関であるかにか

かわらず同一の制度となっているが、新個人情報保護法施行後についても執行機関と議会にお

ける個人情報保護が基本的に同一の制度となるよう整合性を図る(基本的に新個人情報保護法

と同一の規定内容とする。)。 

(2) 執行機関との違いから議会特有の規定として必要となるものについては加えて規定する。 

  

３ 条例案について 

(1) 条例案作成に当たっては、新個人情報保護法中の関係規定を基本的には引き写しつつ、執行

機関の個人情報の保護に関する制度との整合性を図る必要がある規定については、必要な修正

を加えるなどを行いながら作成した。 

なお、全国市議会議長会が示した「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関す

る法律第５１条の規定による改正後の個人情報の保護に関する法律等との対照表」を参考とし

た。 

   

(2) 執行機関の個人情報の保護に対する考え方と整合性を図った規定 

  ア 条例案第１７条第２項(個人情報ファイル簿を作成する対象となる個人情報ファイルの本

人数に係る規定) 

  イ 条例案第２５条、第２６条(開示決定の期限、開示決定等の期限の特例) 

  ウ 条例案第３０条(開示請求の手数料) 

  エ 条例案第４５条(審査請求があった場合の審査会への諮問) 

  オ 条例案第５０条(専門的知見に基づく意見を聴く場合の審査会への諮問) 

  カ 条例案第５１条(議会における条例の施行状況の公表)  

  キ 条例案第２０条(情報公開条例との整合性) 

 

(3) 議会独自の規定 

  ア 条例案第２条第１０項、第１１項(特定個人情報、保有特定個人情報に係る定義規定) 

補足資料 



イ 条例案第２６条第２項、第３６条第２項、第４３条第２項(改選後などの議長、副議長がと

もにかけている期間は開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等までの期間に算入しない旨

の規定) 

 

(4) 情報公開・個人情報保護審査会への諮問事項 

条例の規定による開示決定等に対する審査請求や個人情報の適正な取扱いを確保するため

専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であるときは、現行条例同様審査会に諮問で

きるよう規定(第４５条、第５０条)するとともに、議会の個人情報の保護に関する条例制定の

際には、関係条例(芦屋市附属機関の設置に関する条例又は芦屋市情報公開・個人情報保護審

査会に関する条例)の規定を整備する。 

 

 



執行機関の個人情報保護に対する考え方と整合性を図った規定 

 

項目 議会条例案 市の考え方（方向性）  ※「制度見直し検討項目」より抜粋 

ア 個人情報

ファイル簿

を作成する

対象となる

個人情報フ

ァイルの本

人数に係る

規定 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第１７条 議長は、その定めるところにより、議会が保有している個人情報ファイルについて、それぞれ次に掲げる事項

その他議長が定める事項を記載した帳簿（以下「個人情報ファイル簿」という。）を作成し、公表しなければならない。 

(1)～(9) 略 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 

(1) 次に掲げる個人情報ファイル 

  ア 議会の議員若しくは議員であった者又は職員若しくは職員であった者に係る個人情報ファイルであって、専らそ

の人事、議員報酬、給与又は報酬、福利厚生に関する事項その他これらに準ずる事項を記録するもの 

  イ 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル 

  ウ １年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報ファイル 

  エ 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記録情報を記録した個人情報ファ

イルであって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所その他の送付又は連絡に必要な事項のみを記録するもの 

  オ 職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する個人情報ファイルであって、記録情報

を専ら   当該学術研究の目的のために利用するもの 

  カ アからオまでに掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして議長が定める個人情報ファイル 

(2) 前項の規定による公表に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又は一部を記録した個人情報ファ

イル   であって、その利用目的、記録項目及び記録範囲が当該公表に係るこれらの事項の範囲内のもの 

(3) 前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして議長が定める個人情報ファイル 

 

※ 1,000 人未満の個人情報ファイル簿を作成しないこととする場合は、第 2 項第 1 号オの次に「本人の数が議長が定め

る数に 満たない個人情報ファイル」を規定しなければならないが、1,000 人未満についても作成・公表するため規定

しない。 

 

※ 個人情報ファイル簿とは別の帳簿（個人情報取扱事務登録簿）の作成・公表は行わないため規定しない。 

 

【制度見直し検討項目３】 

① 本人が自己に関する個人情報の利用の実態をより的確に認識するこ

とができるようにするという「個人情報ファイル簿」の目的は、自己の

個人情報の開示請求等に資するための「個人情報取扱事務登録簿」の目

的に類似する。また、「個人情報取扱事務登録簿」に登録している項目

は、法において必要とされていない項目を除き、概ね「個人情報ファイ

ル簿」においても登録が行われるため、その存在及び利用実態を明確に

市民に公表できる。 

よって、「個人情報ファイル簿」と「個人情報取扱事務登録簿」の両

方を作成する意義は乏しく、行政事務の効率化の観点からも望ましく

なく、「個人情報取扱事務登録簿」は廃止する。 

② 「個人情報取扱事務登録簿」を廃止した場合に、本人数が 1,000 人未

満の「個人情報ファイル簿」を作成しないとなると、これまで本人数に

制限がなく「個人情報取扱事務登録簿」として公表できていた情報が

公表できなくなる。よって、これまでと同様に本人数の制限を設けず、

1,000人未満の個人情報ファイル簿についても作成・公表する。 

イ 開示決定

の期限、開示

決定等の期

限の特例 

（開示決定等の期間） 

第２５条 開示決定等は、開示請求があった日から１５日以内にしなければならない。ただし、第１９条第３項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に規定する期間を３０日

以内に限り延長することができる。この場合において、議長は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長

の理由を書面により通知しなければならない。 

 

（開示決定等の期限の特例） 

第２６条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から４５日以内にその全てについ

て開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、議

長は、開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの保有個人情報につ

いては相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、議長は、同条第１項に規定する期間内に、開示

請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

２ 前条の規定による開示決定等をしなければならない期間に、議長及び副議長がともに欠けている期間があるときは、

当該期間の日数は、同条の期間に算入しない。 

【制度見直し検討項目２】 

・ 現行の市民の利便性（市民サービス）を維持するため、開示決定等の

期限を現行の条例の期限と同じ１５日以内とする。なお、延長後の期

限は最大４５日となるが、これまで延長決定を行った理由は、開示請

求に係る保有個人情報が著しく大量のためであり、この場合は、改正

法の特例で開示請求があった日から４５日以内に開示決定等をするこ

とにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、開

示決定等ができなかった残りの保有個人情報については、相当の期間

内に開示決定等をすることができる。よって、事務の負担の増加は一

定程度に制限され、開示決定等の事務そのものの遂行が困難になる事

態は生じないと考えられる。 



項目 議会条例案 市の考え方（方向性）  ※「制度見直し検討項目」より抜粋 

ウ 開示請求

の手数料 

（開示請求の手数料） 

第３０条 開示請求に係る手数料は、無料とする。 

２ 第２８条の規定により、写しの交付を受ける者は、議長が定めるところにより、当該写しの作成その他の交付に要す

る費用を負担しなければならない。 

【制度見直し検討項目１】 

・現在の市民の制度利用にあたっての負担等が増大するような変更は望

ましくなく、また、個人情報の開示制度が、個人の権利利益を保護する

ための制度であり、特定個人の便宜に供するものではないとの観点か

らすれば、手数料の額は引き続き無料とすることが適切であると考え

る。 

・一方で、負担の公平性の観点から、写しの作成に要する費用及び送付に

要する郵送料は、引き続き実費負担とすることが適切であると考える。 

エ 審査請求

があった場

合の審査会

への諮問 

 （審査会への諮問） 

第４５条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為につい

て審査請求があったときは、議長は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、芦屋市附属機関の設置に関する条例

（平成１８年芦屋市条例第５号）第２条の表に規定する芦屋市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）

に諮問しなければならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場合 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の全部を開示することとする場合 

  （当該保有個人情報の開示について反対意見書が提出されている場合を除く。） 

(3) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の訂正をすることとする場合 

(4) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の利用停止をすることとする場合 

２ 前項の規定により諮問した場合には、議長は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人をいう。以下この項及び次条第２号にお

いて同じ。） 

(2) 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

(3) 当該審査請求に係る保有個人情報の開示について反対意見書を提出した第三者（当該第三者が審査請求人又は参加

人である場合を除く。） 

 

【制度見直し検討項目７】 

① 現行の個人情報保護の水準を確保するという今回の制度改正の趣旨か

らも、市議会の意向を確認した上で、現行どおり芦屋市情報公開・個人

情報保護審査会が議会の諮問を受けることとする。 

 

オ 専門的知

見に基づく

意見を聴く

場合の審査

会への諮問 

（審査会への諮問） 

第５０条 議長は、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認

めるときは、審査会に諮問することができる。 

カ 議会にお

ける条例の

施行状況の

公表 

 （施行の状況の公表） 

第５１条 議長は、毎年度、この条例の施行の状況を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 

【制度見直し検討項目９】 

現行条例の事業者に関する規定（「事業者の責務（第４条）」を除く）に

ついて、事業者への指導・助言から勧告・公表までの制度は、法において

規定され、国の個人情報保護委員会が行うこととされており、現行の制度

を維持する意義は乏しいため規定しないこととする。 

その他については、個人情報の主体は市民であること、現行の個人情報

保護の水準を維持することを踏まえ、「（仮称）芦屋市個人情報保護法施行

条例案」に記載のとおり、規定する方向とする。 



項目 議会条例案 市の考え方（方向性）  ※「制度見直し検討項目」より抜粋 

キ 情報公開

条例との整

合性 

（保有個人情報の開示義務） 

第２０条 議長は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」

という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 

(1) 開示請求者（第１８条第 2 項の規定により代理人が本人に代わって開示請求をする場合にあっては、当該本人をい

う。次号及び第３号、次条第２項並びに第２７条第１項において同じ。）の生命、健康、生活又は財産を害するおそれ

がある情報 

(2) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に含ま

れる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照

合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）若しくは個人識別

符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示することにより、なお開示

請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

  ア 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されている情報 

  イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報 

  ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行

政法人通則法第２条第4項に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等の役員及び職員、地

方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人の役員及び職員を

いう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等

の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

(3) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下この号において「法人

等」という。）に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。

ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報を除く。 

  ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるも

の 

  イ 議会の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は個人における通例とし

て開示しないこととされているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合

理的であると認められるもの 

(4) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に

関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、

不当に住民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるも

の 

(5) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、開示

することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあるもの 

  ア 議長が第２４条各項の決定（以下「開示決定等」という。）をする場合において、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ 

  イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそ

れ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

  ウ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人の財産上の利

益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

  エ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

  オ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

  カ 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関し、その企業経営上の正当

な利益を害するおそれ 

 

※ 改正法第７８条第２項に基づき、情報公開条例との整合性を確保する必要があるものとして次の①②については条例

【制度見直し検討項目８】 

・情報公開条例の不開示情報と大きな齟齬はみられないことから、新条例

での調整規定は不要とする。 

・法令秘情報は、法第７８条各号のいずれかに該当するものとして引き続

き不開示となり、実質的には、現行条例の不開示の範囲の同等のもの

になると考えられ、条例での規定は要さない。 



項目 議会条例案 市の考え方（方向性）  ※「制度見直し検討項目」より抜粋 

で定めることができる。  

 

① 法が定める不開示情報に該当するものであっても、情報公開条例の規定により開示することとされている情報とし

て、本条例で定めるものは不開示情報から除外する（開示情報とする）。  

② 不開示情報とされていない情報であっても、行政機関情報公開法第５条に規定する不開示情報に準ずる情報であっ

て情報公開条例において開示しないこととされているもののうち、当該情報公開条例との整合性を確保するために

不開示とする必要があるものとして条例で定めるものは不開示情報とする。 

 

  整合性を確保するための調整規定を条例で定める場合は、条例案第２０条第１項本文の規定を 

「･･････開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報（情報公開条例第〇〇条に規

定する情報を除く。）又は情報公開条例第△△条に規定する情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれ

ている場合を除き、･･････開示しなければならない」とする必要があるが、 

市の考え方により、法と情報公開条例の不開示情報に大きな齟齬はないため、調整規定は規定しない。 

 



 



議会独自の規定 ア について 

独
自
規
定 

特定個人情報、保有特定個人情報に係る定義 

条
例
（
案
） 

第２条 

第１０項 

この条例において「特定個人情報」とは、行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２

７号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人情報

をいう。 

第２条 

第１１項 

この条例において「保有特定個人情報」とは、職員が職務上作成し、

又は取得した特定個人情報であって、職員が組織的に利用するものと

して、議会が保有しているものをいう。ただし、公文書に記録されて

いるものに限る。 

第１２条 

第５項 

保有特定個人情報に関しては、第２項第２号から第４号まで及び第２

９条の規定は適用しないものとし、次の表の左欄に掲げる規定の適用

については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄

に掲げる字句とする。 

関
係
法
等 

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用

等
に
関
す
る
法
律 

第２条 

第８項 

この法律において「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応

し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であ

って、住民票コード以外のものを含む。第七条第一項及び第二項、第

八条並びに第四十八条並びに附則第三条第一項から第三項まで及び第

五項を除き、以下同じ。）をその内容に含む個人情報をいう。 

第３２条 

地方公共団体は、個人情報保護法及びこの法律の規定により行政機関

の長、独立行政法人等及び個人情報保護法第十六条第二項に規定する

個人情報取扱事業者が講ずることとされている措置の趣旨を踏まえ、

当該地方公共団体及びその設立に係る地方独立行政法人が保有する特

定個人情報の適正な取扱いが確保され、並びに当該地方公共団体及び

その設立に係る地方独立行政法人が保有する特定個人情報の開示、訂

正、利用の停止、消去及び提供の停止（第二十三条第一項及び第二項

に規定する記録に記録された特定個人情報にあっては、その開示及び

訂正）を実施するために必要な措置を講ずるものとする。 

 

１ 全国市議会議長会の考え方 

特定個人情報については番号法が特別法として適用され、同法の規定により利用制限及び提供制限

がかかる。しかし、提供制限の例外は同法で規定されるのに対し、利用制限の例外は読み替えて適用さ

れる個人情報保護法の規定による。したがって、個人情報保護法の対象外である議会については、個人

情報保護法の読替え適用が及ばないため、番号法第３２条の趣旨に鑑み、条例で規定する必要がある。 

もっとも、議会が特定個人情報を利用することは、番号法上規定されておらず、いわゆる独自利用事



務においても長その他の執行機関の事務について条例で規定できるのみとされている。 

したがって、議会が独自利用事務として特定個人情報を取得することはない。しかし、委任又は法令

の規定等により、個人情報を取得すること自体は想定されるため、特定個人情報に係る規定のみは残

す（当該特定個人情報については、番号法により情報提供ネットワークシステムを使用して提供する

ことはできないため、情報提供等記録については、規定が不要）。 

 

２ 議会の考え方・方向性 

全国市議会議長会の考え方を踏まえ、条例案第１２条（利用及び提供の制限）第５項において、保有特

定個人情報に関する規定を設けることから、第２条第１０項で特定個人情報、同条第１１項で保有特

定個人情報に係る定義を規定する。 

 
  



 

議会独自の規定 イ について 

独
自
規
定 

改選後などの議長、副議長がともに欠けている期間は、開示決定等、訂正決定等、利用停止決

定等までの期間に算入しない旨の規定 

条
例
（
案
） 

第２６条 

第２項 

前条の規定による開示決定等をしなければならない期間に、議長及び副

議長がともに欠けている期間があるときは、当該期間の日数は、同条の

期間に算入しない。 

第３６条 

第２項 

前条の規定による訂正決定等をしなければならない期間に、議長及び副

議長がともに欠けている期間があるときは、当該期間の日数は、同条の

期間に算入しない。 

第４３条 

第２項 

前条の規定による利用停止決定等をしなければならない期間に、議長及

び副議長がともに欠けている期間があるときは、当該期間の日数は、同

条の期間に算入しない。 

 

１ 全国市議会議長会の考え方 

 議長及び副議長がともに欠けている（具体的には、任期満了、議会の解散等を想定）期間中は、処分

庁が存在せず、処分をすることが不可能なため、当該期間の日数は、標準処理期間に算定しない（議長

のみが欠けているときは、地方自治法第 106 条第 1項の規定により副議長が処分庁となる。）。 

 なお、議長に事故がある場合は、処分庁は存在しており、処分をすることが不可能とはいえないた

め、標準処理期間に算入する。 

 

２ 議会の考え方・方向性 

全国市議会議長会の考え方を踏まえ、議長及び副議長がともに欠けている期間中は、当該期間の日数

は開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等の標準処理期間に算定しない規定とする。 
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芦屋市議会個人情報の保護に関する条例（案）とデジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律第五十一条の規定による改
正後の個人情報の保護に関する法律。以下「改正後個人情報保護法」という。）等との対照表 

 

 

※表中下線部分は、条例案と改正後個人情報保護法で規定が異なる部分 

 改正後個人情報保護法の欄で条文が斜体になっている部分は条文の順番が前後する部分、又は、改正後個人情報保護法以外の法の規定を記載 

 芦屋市議会個人情報の保護に関する条例(案)及び備考欄の赤字部分は、全国市議会議長会作成の条例例に修正を加えた部分 

 芦屋市議会個人情報の保護に関する条例(案)の欄の網掛け部分は、執行機関の個人情報保護法施行条例案等と整合性を図る必要がある部分 

  

芦屋市議会個人情報の保護に関する条例(案) 改正後個人情報保護法 

目次 
第１章 総 則（第１条―第３ 条） 
 
 
 
第２章 個 人情報等の取扱い （第４条―第１６条 ） 
 
第３章 個 人情報ファイル（ 第１７条） 
第４章 開 示、訂正及び利用 停止 

第１節 開 示（第１８条―第３ ０条） 
第２節 訂 正（第３１条―第３ ７条） 
第３節 利 用停止（第３８条― 第４３条） 
第４節 審 査請求（第４４条― 第４６条） 

 
 
第 5 章 雑則（第４７ 条―第５２条） 
 
 
第６章 罰 則（第５３条―第 ５７条） 
附則 

目次 
第一章 総 則（第一条―第三条 ） 
第二章～第 四章 略 
第五章 行 政機関等の義務等 

第一節 総 則（第六十条） 
第二節 行 政機関等における個 人情報等の取扱い （第六十一条

―第七十三 条） 
第三節 個 人情報ファイル（第 七十四条・第七十 五条） 
第四節 開 示、訂正及び利用停 止 

第一款 開 示（第七十六条―第 八十九条） 
第二款 訂 正（第九十条―第九 十七条） 
第三款 利 用停止（第九十八条 ―第百三条） 
第四款 審 査請求（第百四条― 第百七条） 

 第五款 (略) 
第五節 (略 ) 
第六節 雑 則（第百二十四条― 第百二十九条） 

  第六章 (略) 
第七章 雑 則（第百七十一条― 第百七十五条） 
第八章 罰 則（第百七十六条― 第百八十五条） 
附則 

全国市議会議長会をはじめ三議⾧会が、各議会の参考に供するため、総務省及び個人情報保護委員会と協議し、作成した条例（例）に、赤字で
修正を加えて本市議会条例案としたもの(左欄) 
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芦屋市議会個人情報の保護に関する条例(案) 改正後個人情報保護法 備考(全国市議会議⾧会コメント) 

第１章 総則 第一章 総則 (赤 字 ) は 本 市 議会 事 務 局が 記 載 

（目的） （目的）  

第１条 この条例 は、芦屋市議会（以下「議会 」とい

う。）における 個人情 報の適正な 取扱いに関し必要

な 事 項 を 定 め る と と も に 、 議 会 が 保 有 す る 個 人 情

報 の 開 示 、 訂 正 及 び 利 用 停 止 を 求 め る 個 人 の 権 利

を 明 ら か に す る こ と に よ り 、 議 会 の 事 務 の 適 正 か

つ 円 滑 な 運 営 を 図 り つ つ 、 個 人 の 権 利 利 益 を 保 護

することを 目的とする。 

第一条 こ の 法 律 は 、 デ ジ タ ル 社 会 の 進 展 に 伴 い 個

人 情 報 の 利 用 が 著 し く 拡 大 し て い る こ と に 鑑 み 、

個 人 情 報 の 適 正 な 取 扱 い に 関 し 、 基 本 理 念 及 び 政

府 に よ る 基 本 方 針 の 作 成 そ の 他 の 個 人 情 報 の 保 護

に 関 す る 施 策 の 基 本 と な る 事 項 を 定 め 、 国 及 び 地

方 公 共 団 体 の 責 務 等 を 明 ら か に し 、 個 人 情 報 を 取

り 扱 う 事 業 者 及 び 行 政 機 関 等 に つ い て こ れ ら の 特

性 に 応 じ て 遵 守 す べ き 義 務 等 を 定 め る と と も に 、

個 人 情 報 保 護 委 員 会 を 設 置 す る こ と に よ り 、 行 政

機 関 等 の 事 務 及 び 事 業 の 適 正 か つ 円 滑 な 運 営 を 図

り 、 並 び に 個 人 情 報 の 適 正 か つ 効 果 的 な 活 用 が 新

た な 産 業 の 創 出 並 び に 活 力 あ る 経 済 社 会 及 び 豊 か

な 国 民 生 活 の 実 現 に 資 す る も の で あ る こ と そ の 他

の 個 人 情 報 の 有 用 性 に 配 慮 し つ つ 、 個 人 の 権 利 利

益を保護す ることを目的とす る。 

・ 各 議 会 に 共 通 す る 最 小 限 の
目的を規定 したもの。 

・各 議会において、必 要に応 じ
て修正され たい。 

（定義） （定義）  

第 2 条 この条例に おいて「個人情報 」とは、生存

する個人に 関する情報であって 、次の各号のいず

れかに該当 するものをいう。 

第二条 この法律に おいて「個人情報」 とは、生存

する個人に 関する情報であっ て、次の各号のいず

れかに該当 するものをいう。  

(参考：現行 条例第２条) 

(1) 当該情報 に含まれる氏名、生 年月日そ の他の

記述等（文書、図画若 しくは 電磁的記録（電 磁的

方 式 （ 電 子 的 方 式 、 磁 気 的 方 式 そ の 他 人 の 知 覚

一  当 該 情 報 に 含 ま れ る 氏 名 、 生 年 月 日 そ の 他 の

記述等（文書、図画若 しくは 電磁的記録（電 磁的

方 式 （ 電 子 的 方 式 、 磁 気 的 方 式 そ の 他 人 の 知 覚

(参考：現行 条例第２条) 
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に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 を い

う。次項第２号にお い て同じ。）で作 られる 記録

をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録

さ れ 、 又 は 音 声 、 動 作 そ の 他 の 方 法 を 用 い て 表

された一切 の事項（ 個 人識別符号を除 く。）をい

う。以下同じ。）によ り特定の個人 を識別するこ

と が で き る も の （ 他 の 情 報 と 容 易 に 照 合 す る こ

と が で き 、 そ れ に よ り 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ

とができる こととなるものを含 む。）  

に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 を い

う。次項第二号にお い て同じ。）で作 られる 記録

をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録

さ れ 、 又 は 音 声 、 動 作 そ の 他 の 方 法 を 用 い て 表

された一切 の事項（ 個 人識別符号を除 く。）をい

う。以下同じ。）によ り特定の個人 を識別するこ

と が で き る も の （ 他 の 情 報 と 容 易 に 照 合 す る こ

と が で き 、 そ れ に よ り 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ

とができる こととなるものを含 む。）  

(2) 個人識別 符号が含まれるもの  二  個人識別符号が含 まれるもの (参考：現行 条例第２条) 

２ この条例に おい て「個人識別 符号」とは、次の

各号のいず れかに該当する文字 、番号、記号その

他の符号の うち、議⾧が定める ものをいう。 

２ この法律に おいて「個人識別符 号」とは、次の

各号のいず れかに該当する文 字、番号、記号その

他の符号の うち、政令で定め るものをいう。 

・法 において、政省令 で定め る
こ と と さ れ て い る 事 項 に つ
い て は 、 執 行 機 関 で あ れ ば
規 則 に 定 め る の が 通 例 だ
が 、 議 会 又 は 議 ⾧ に は 会 議
規 則 （  地 方 自 治 法 第 120 
条）、傍聴規則（地方 自治法
第 130 条第 3 項）以外に規
則 を 制 定 す る 権 限 が な い た
め 、 議 ⾧ が 定 め る こ と と す
る（ 以下同じ。）。  

・ 条 例 の 施 行 規 程 (例 )に つ い
ては、後日 、送付。 

(参考：現行条例第２条) 

(1)  特 定 の 個 人 の 身 体 の 一 部 の 特 徴 を 電 子 計 算

機 の 用 に 供 す る た め に 変 換 し た 文 字 、 番 号 、 記

号 そ の 他 の 符 号 で あ っ て 、 当 該 特 定 の 個 人 を 識

別すること ができるもの 

一 特定の 個人の身体の一部の 特徴を電子計算機

の用に供す るために変換した文 字、番号、記号

その他の符 号であって、当該特 定の個人を識別

することが できるもの 

(参考：現行 条例第２条) 
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(2)  個 人 に 提 供 さ れ る 役 務 の 利 用 若 し く は 個 人

に 販 売 さ れ る 商 品 の 購 入 に 関 し 割 り 当 て ら れ 、

又 は 個 人 に 発 行 さ れ る カ ー ド そ の 他 の 書 類 に 記

載 さ れ 、 若 し く は 電 磁 的 方 式 に よ り 記 録 さ れ た

文字、番号、記号その 他の符 号であって、そ の利

用 者 若 し く は 購 入 者 又 は 発 行 を 受 け る 者 ご と に

異 な る も の と な る よ う に 割 り 当 て ら れ 、 又 は 記

載 さ れ 、 若 し く は 記 録 さ れ る こ と に よ り 、 特 定

の 利 用 者 若 し く は 購 入 者 又 は 発 行 を 受 け る 者 を

識別するこ とができるもの 

二 個人に 提供される役務の利 用若しくは個人に

販売される 商品の購入に関し割 り当てられ、又

は個人に発 行されるカードその 他の書類に記載

され、若し くは電磁的方式によ り記録された文

字、番号、 記号その他の符号で あって、その利

用者若しく は購入者又は発行を 受ける者ごとに

異なるもの となるように割り当 てられ、又は記

載され、若 しくは記録されるこ とにより、特定

の利用者若 しくは購入者又は発 行を受ける者を

識別するこ とができるもの 

・マイナンバ ー含む（ 政令 第
１条第６号 ）。  

(参考：現行 条例第２条) 

３ この条例に おい て「要配慮個人情報 」とは、本人

の人種、信条、社会的身分 、病歴、犯罪の経 歴、犯

罪 に よ り 害 を 被 っ た 事 実 そ の 他 本 人 に 対 す る 不 当

な 差 別 、 偏 見 そ の 他 の 不 利 益 が 生 じ な い よ う に そ

の 取 扱 い に 特 に 配 慮 を 要 す る も の と し て 議 ⾧ が 定

める記述等 が含まれる個人情報 をいう。 

３ この法律に おい て「要配慮個人情報 」とは、本人

の人種、信条、社会的身分 、病歴、犯罪の経 歴、犯

罪 に よ り 害 を 被 っ た 事 実 そ の 他 本 人 に 対 す る 不 当

な 差 別 、 偏 見 そ の 他 の 不 利 益 が 生 じ な い よ う に そ

の 取 扱 い に 特 に 配 慮 を 要 す る も の と し て 政 令 で 定

める記述等 が含まれる個人情 報をいう。 

(参考：現行 条例第２条) 

４ この条例に おい て「保有個人情報」とは、議会の

事 務 局 の 職 員 （ 以 下 こ の 章 か ら 第 ３ 章 ま で 及 び 第

６章におい て「職員」という。）が職務上 作成し、

又 は 取 得 し た 個 人 情 報 で あ っ て 、 職 員 が 組 織 的 に

利 用 す る も の と し て 、 議 会 が 保 有 し て い る も の を

いう。ただし、芦屋市情報公開条 例（平成１４年 芦

屋市条例第 １５号。以下「情報公開条例」という。）

第２条第２ 号に規定する公文書（以下「公文書」と

いう。）に記録されて いるものに限る。  

第六十条 こ の 章 及 び 第 八 章 に お い て 「 保 有 個 人 情

報」とは、行政機関等の 職員（独 立行政法人等及び

地 方 独 立 行 政 法 人 に あ っ て は 、 そ の 役 員 を 含 む 。

以下この章 及び第八章におい て同じ。）が 職務上作

成 し 、 又 は 取 得 し た 個 人 情 報 で あ っ て 、 当 該 行 政

機 関 等 の 職 員 が 組 織 的 に 利 用 す る も の と し て 、 当

該行政機関 等が保有している ものをいう。ただし、

行 政 文 書 （ 行 政 機 関 の 保 有 す る 情 報 の 公 開 に 関 す

る 法 律 （ 平 成 十 一 年 法 律 第 四 十 二 号 。 以 下 こ の 章

において「行政機関情報公 開法」という。）第二条

・ ① 事 務 局 職 員 が 関 わ ら ず 議
員 単 独 で 職 務 上 作 成 し 、 又
は 取 得 す る 個 人 情 報 は 考 え
にくいこと 、 
②  議 員 の 職 務 の 範 囲 は 広

汎 か つ 法 令 上 明 確 で な い こ
と か ら 、 議 員 が 職 務 上 作 成
し 、 又 は 取 得 し た 個 人 情 報
を 保 有 個 人 情 報 に 含 め る
と 、 過 度 に 広 汎 な 規 制 と な
る 恐 れ が あ る こ と 等 か ら 、
議 員 が 職 務 上 作 成 し 、 又 は
取 得 し た 個 人 情 報 は 、 保 有
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第二項に規 定する行政文書を いう。）、法人 文書（独

立 行 政 法 人 等 の 保 有 す る 情 報 の 公 開 に 関 す る 法 律

（ 平 成 十 三 年 法 律 第 百 四 十 号 。 以 下 こ の 章 に お い

て「独立 行政法人等情報公 開法」という。）第二条

第 二 項 に 規 定 す る 法 人 文 書 （ 同 項 第 四 号 に 掲 げ る

も の を 含 む 。） を い う 。） 又 は 地 方 公 共 団 体 等 行 政

文 書 （ 地 方 公 共 団 体 の 機 関 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人

の 職 員 が 職 務 上 作 成 し 、 又 は 取 得 し た 文 書 、 図 画

及 び 電 磁 的 記 録 で あ っ て 、 当 該 地 方 公 共 団 体 の 機

関 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人 の 職 員 が 組 織 的 に 用 い る

も の と し て 、 当 該 地 方 公 共 団 体 の 機 関 又 は 地 方 独

立 行 政 法 人 が 保 有 し て い る も の （ 行 政 機 関 情 報 公

開 法 第 二 条 第 二 項 各 号 に 掲 げ る も の に 相 当 す る も

のとして政 令で定めるものを 除く。）をい う。）（以

下この章に おいて「行政文 書等」という。）に記録

されている ものに限る。 

個 人 情 報 か ら 除 外 し て い
る。 

・議 ⾧については、事 務統理 権
を 有 し （ 地 方 自 治 法 第 104 
条）、事 務局が保有す る全て
の 個 人 情 報 に 触 れ る 立 場 に
あ る こ と 等 か ら 、 議 ⾧ が 職
務 上 作 成 し 、 又 は 取 得 し た
個 人 情 報 も 、 保 有 個 人 情 報
に 含 め る べ き と も 思 え る
が 、 ① 議 ⾧ と い え ど も 議 員
の 一 員 で あ る こ と ② 議 員 の
職 務 の 範 囲 は 広 汎 か つ 法 令
上 明 確 で な く 、 議 ⾧ の 職 務
と 明 確 に 区 別 で き な い 場 合
も あ り う る こ と 等 か ら 、 議
員 と 同 様 に 、 保 有 個 人 情 報
から除外す ることとした。 

・情 報公開条例の規定 が「公 文
書」である場合は、「 公文書」
とする。 

・行政機関（ 地方公共団体 含
む。）の義務等は 第 5 章（ 第
60 条以 下）に規定が あるた
め 、 定 義 も 同 章 か ら ひ い て
くる（ 以下同じ。））。 

参 考  地 方 自 治 法 第 １ ３ ８  条
第 ２ 項 の 規 定 に よ る 事 務 局
を 置 い て な い 市 町 村 の 議 会
に お い て は 、 同 条 第 ４ 項 の
規定による 議会の職員。 

(参考：現行条例第２条) 
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５ この条例に おい て「個人情報ファイ ル」とは 、保

有 個 人 情 報 を 含 む 情 報 の 集 合 物 で あ っ て 、 次 に 掲

げるものを いう。 

第六十条 

２ この章及び 第八 章において「個人情報 フ ァイル」

とは、保有個人情報を 含む情報の集合物 であって、

次に掲げる ものをいう。 

 

(1)  一 定 の 事 務 の 目 的 を 達 成 す る た め に 特 定 の

保 有 個 人 情 報 を 電 子 計 算 機 を 用 い て 検 索 す る こ

とができる ように体系的に構成 したもの 

一  一 定 の 事 務 の 目 的 を 達 成 す る た め に 特 定 の 保

有 個 人 情 報 を 電 子 計 算 機 を 用 い て 検 索 す る こ と

ができるよ うに体系的に構成し たもの 

 

(2) 前号に掲 げるもののほか、一 定の事務 の目的

を 達 成 す る た め に 氏 名 、 生 年 月 日 、 そ の 他 の 記

述 等 に よ り 特 定 の 保 有 個 人 情 報 を 容 易 に 検 索 す

ることがで きるように体系的に 構成したもの 

二  前 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 一 定 の 事 務 の 目 的

を 達 成 す る た め に 氏 名 、 生 年 月 日 、 そ の 他 の 記

述 等 に よ り 特 定 の 保 有 個 人 情 報 を 容 易 に 検 索 す

ることがで きるように体系的に 構成したもの 

 

６ こ の 条 例 に お い て 個 人 情 報 に つ い て 「 本 人 」 と

は 、 個 人 情 報 に よ っ て 識 別 さ れ る 特 定 の 個 人 を い

う。 

４ こ の 法 律 に お い て 個 人 情 報 に つ い て 「 本 人 」 と

は 、 個 人 情 報 に よ っ て 識 別 さ れ る 特 定 の 個 人 を い

う。 

(参考：現行 条例第２条) 

７ この条例に おい て「仮名加工情報」とは、次の各

号 に 掲 げ る 個 人 情 報 の 区 分 に 応 じ て 当 該 各 号 に 定

め る 措 置 を 講 じ て 他 の 情 報 と 照 合 し な い 限 り 特 定

の 個 人 を 識 別 す る こ と が で き な い よ う に 個 人 情 報

を加工して 得られる個人に関す る情報をいう。 

５ この法律に おい て「仮名加工情報」とは、次の各

号 に 掲 げ る 個 人 情 報 の 区 分 に 応 じ て 当 該 各 号 に 定

め る 措 置 を 講 じ て 他 の 情 報 と 照 合 し な い 限 り 特 定

の 個 人 を 識 別 す る こ と が で き な い よ う に 個 人 情 報

を加工して 得られる個人に関 する情報をいう。 

・ 仮 名 加 工 情 報 を 議 会 が 作 出
することは 、想定 し難いが、
議 会 が 受 け 取 る こ と は 想 定
さ れ る 。 こ の 場 合 の 仮 名 加
工 情 報 の 取 扱 い 等 に つ い
て 、 規 定 を 設 け る 必 要 が あ
るため、定義規定 を設ける。 

(1) 第 1 項第 1 号に該当する個 人情報 当該個

人 情 報 に 含 ま れ る 記 述 等 の 一 部 を 削 除 す る こ と

（ 当 該 一 部 の 記 述 等 を 復 元 す る こ と の で き る 規

則 性 を 有 し な い 方 法 に よ り 他 の 記 述 等 に 置 き 換

えることを 含む。）。  

一  第 一 項 第 一 号 に 該 当 す る 個 人 情 報  当 該 個 人

情 報 に 含 ま れ る 記 述 等 の 一 部 を 削 除 す る こ と

（ 当 該 一 部 の 記 述 等 を 復 元 す る こ と の で き る 規

則 性 を 有 し な い 方 法 に よ り 他 の 記 述 等 に 置 き 換

えることを 含む。）。  

 



                                                            

7 

 

(2) 第 1 項第 2 号に該当する個 人情報 当該個

人 情 報 に 含 ま れ る 個 人 識 別 符 号 の 全 部 を 削 除 す

る こ と （ 当 該 個 人 識 別 符 号 を 復 元 す る こ と の で

き る 規 則 性 を 有 し な い 方 法 に よ り 他 の 記 述 等 に

置き換える ことを含む。）。  

二  第 一 項 第 二 号 に 該 当 す る 個 人 情 報  当 該 個 人

情 報 に 含 ま れ る 個 人 識 別 符 号 の 全 部 を 削 除 す る

こ と （ 当 該 個 人 識 別 符 号 を 復 元 す る こ と の で き

る 規 則 性 を 有 し な い 方 法 に よ り 他 の 記 述 等 に 置

き換えるこ とを含む。）。  

 

８ この条例にお いて「匿名加工情報」とは、次の各

号 に 掲 げ る 個 人 情 報 の 区 分 に 応 じ て 当 該 各 号 に 定

め る 措 置 を 講 じ て 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が で

き な い よ う に 個 人 情 報 を 加 工 し て 得 ら れ る 個 人 に

関 す る 情 報 で あ っ て 、 当 該 個 人 情 報 を 復 元 す る こ

とができな いようにしたものを いう。 

６ この法律に おいて「匿名加工情報」とは、次の各

号 に 掲 げ る 個 人 情 報 の 区 分 に 応 じ て 当 該 各 号 に 定

め る 措 置 を 講 じ て 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が で

き な い よ う に 個 人 情 報 を 加 工 し て 得 ら れ る 個 人 に

関 す る 情 報 で あ っ て 、 当 該 個 人 情 報 を 復 元 す る こ

とができな いようにしたもの をいう。 

・ 匿 名 加 工 情 報 を 議 会 が 作 出
することは 、想定 し難いが、
議 会 が 受 け 取 る こ と は 想 定
さ れ る 。 こ の 場 合 の 匿 名 加
工 情 報 の 取 扱 い 等 に つ い
て 、 規 定 を 設 け る 必 要 が あ
るため、定義規定 を設ける。 

(1) 第 1 項第 1 号に該当する個 人情報 当該個人

情 報 に 含 ま れ る 記 述 等 の 一 部 を 削 除 す る こ と

（ 当 該 一 部 の 記 述 等 を 復 元 す る こ と の で き る 規

則 性 を 有 し な い 方 法 に よ り 他 の 記 述 等 に 置 き 換

えることを 含む。）。  

一 第一 項 第 一 号 に 該 当 す る 個 人 情 報  当 該 個 人

情 報 に 含 ま れ る 記 述 等 の 一 部 を 削 除 す る こ と

（ 当 該 一 部 の 記 述 等 を 復 元 す る こ と の で き る 規

則 性 を 有 し な い 方 法 に よ り 他 の 記 述 等 に 置 き 換

えることを 含む。）。  

 

(2) 第 1 項第 2 号に該当する個 人情報 当該個

人 情 報 に 含 ま れ る 個 人 識 別 符 号 の 全 部 を 削 除 す

る こ と （ 当 該 個 人 識 別 符 号 を 復 元 す る こ と の で

き る 規 則 性 を 有 し な い 方 法 に よ り 他 の 記 述 等 に

置き換える ことを含む。）。  

二 第一 項 第 二 号 に 該 当 す る 個 人 情 報  当 該 個 人

情 報 に 含 ま れ る 個 人 識 別 符 号 の 全 部 を 削 除 す る

こ と （ 当 該 個 人 識 別 符 号 を 復 元 す る こ と の で き

る 規 則 性 を 有 し な い 方 法 に よ り 他 の 記 述 等 に 置

き換えるこ とを含む。）。  

 

 第六十条 

５ この章にお いて「 条例要配慮個人情報 」とは、地

方 公 共 団 体 の 機 関 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人 が 保 有 す

る個人情報（要配慮個人情 報を除く。）のう ち、地

・ 条 例 要 配 慮 個 人 情 報 を 執 行
機 関 が 制 定 す る 個 人 情 報 保
護 法 の 施 行 条 例 中 に 規 定 し
た場合は、 本条第 3 項の規
定 に 基 づ き 議 ⾧ が 定 め る 規
程に追加で きるため、「条例
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域 の 特 性 そ の 他 の 事 情 に 応 じ て 、 本 人 に 対 す る 不

当 な 差 別 、 偏 見 そ の 他 の 不 利 益 が 生 じ な い よ う に

そ の 取 扱 い に 特 に 配 慮 を 要 す る も の と し て 地 方 公

共 団 体 が 条 例 で 定 め る 記 述 等 が 含 ま れ る 個 人 情 報

をいう。 

要 配 慮 個 人 情 報 」 は 本 条 例
中には規定 しない。 

９ この条例に おい て「個人関連情報」とは、生存す

る 個 人 に 関 す る 情 報 で あ っ て 、 個 人 情 報 、 仮 名 加

工 情 報 及 び 匿 名 加 工 情 報 の い ず れ に も 該 当 し な い

ものをいう 。 

７ この法律に おい て「個人関連情報」とは、生存す

る 個 人 に 関 す る 情 報 で あ っ て 、 個 人 情 報 、 仮 名 加

工 情 報 及 び 匿 名 加 工 情 報 の い ず れ に も 該 当 し な い

ものをいう 。 

【 個 人 関 連  情 報 に 該 当 す る
事例】 

1 Cookie 等の端末識 別子を 通
じ て 収 集 さ れ た 、 あ る 個 人
の ウ ェ ブ サ イ ト の 閲 覧 履 歴
事例 

2 メ ー ル ア ド レ ス に 結 び 付 い
た、ある個 人の年齢・性別・
家族構成等 事例 

3 あ る 個 人 の 商 品 購 買 履 歴 ・
サービス利 用履歴事例 

4 あ る個人の位置情報事 例 
5 あ る 個 人 の 興 味 ・ 関 心 を 示

す情報 
・個 人関連情報は、今 後デジ タ

ル 化 に よ っ て 、 増 加 す る 可
能 性 が あ る 。 各 議 会 に お い
て は 、 議 会 に お け る タ ブ レ
ットの所有 者、管理 者 、費用
（政務活動 費か否か）、アク
セ ス 範 囲 、 ア ク セ ス 記 録 の
管 理 、 位 置 情 報 の 管 理 等 に
ついて、確認する 必要あり。 
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１０ この条例に おいて「特定個人情報」とは、行政

手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の

利 用 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ７ 号 。

以下「番号利用 法」と いう。）第２条 第８項 に規定

する特定個 人情報をいう。 

行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号

の利用等に関する法律（番号利用法） 第二条 

８ この法律に おい て「特定個人情報」とは、個人番

号 （ 個 人 番 号 に 対 応 し 、 当 該 個 人 番 号 に 代 わ っ て

用 い ら れ る 番 号 、 記 号 そ の 他 の 符 号 で あ っ て 、 住

民 票 コ ー ド 以 外 の も の を 含 む 。 第 七 条 第 一 項 及 び

第 二 項 、 第 八 条 並 び に 第 四 十 八 条 並 び に 附 則 第 三

条 第 一 項 か ら 第 三 項 ま で 及 び 第 五 項 を 除 き 、 以 下

同じ。）をその内容に 含む個人情報をい う。 

 

・ 特 定 個 人 情 報 に つ い て は 番
号 利 用 法 が 特 別 法 と し て 適
用され、同法の規 定により利
用制限（同法 第９条）及び提
供制限（ 同法第１ ９ 条）が
かかる。 

・し かし、提供制限の 例外は 同
法 第 １ ９ 条 第 １ ５ 号 で 規 定
されるのに 対し、利用制限の
例 外 は 同 法 第 ３ ０ 条 第 １ 項
の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適
用 さ れ る 個 人 情 報 保 護 法 第
６９条第２ 項の規定による。 

・し たがって、個人情 報保護 法
の 対 象 外 で あ る 議 会 に つ い
ては、個人情報保 護法第６９
条 第 ２ 項 の 読 替 え 適 用 が 及
ばないため 、マイ ナンバー法
第３２条の 趣旨に鑑み、条例
で規定する 必要がある。 

・も っとも、議会が特 定個人 情
報を利用す ることは、番号利
用 法 上 規 定 さ れ て お ら ず
（ 同法第９条（第 ２ 項を除
く。））、いわゆる独 自 利用事
務 に お い て も ⾧ そ の 他 の 執
行 機 関 の 事 務 に つ い て 条 例
で 規 定 で き る の み と さ れ て
いる（同条 第２項） 

・し たがって、議会が 独自利 用
事 務 と し て 特 定 個 人 情 報 を
取得するこ とはない。 

・し かし、委任又は法 令の規 定
等により、個人情 報を取得す
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る こ と 自 体 は 想 定 さ れ る
（ 旧共済組合法第 １ ７２条
の ２ 及 び 同 法 施 行 令 第 ７ ２
条）ため、特定個 人情 報に係
る規定のみ は残す（当該特定
個人情報に ついては、情報提
供 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム を
使 用 し て 提 供 す る こ と は で
きないため （ 番号 利 用法第
１９条）、情報提供 等 記録に
ついては、 規定が不要）。  

・な お、番号利用法第 ９条第 ２
項の規定が 、⾧そ の他の執行
機 関 に 独 自 利 用 事 務 を 限 定
しているこ とから、議会事務
局 職 員 が 執 行 機 関 の 職 員 と
し て 併 任 発 令 を 受 け て 処 理
している事 務は、議会事務局
の事務では ないと、同法は想
定している と解される。 
し た が っ て 、 同 事 務 に つ い
て、開示請求等 があった場合
は、議会事務局 に写し等の情
報 が 残 っ て い る の で は な い
限り、執行機関 に対して請求
をすべきこ とになる。 

・ま た、議会が特定個 人情報 を
提供するこ とは、番号利用法
上 規 定 さ れ て い な い た め
（ 同法第１９条）、特定個人
情 報 の 情 報 提 供 等 を す る こ
ともできな い。 
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・なお、マイナン バー自体は、
個人識別符 号に当たる（第２
条第２項第２号参照） 

 番号利用法 

（情報提供等の記録） 

第二十三条 情 報 照 会 者 及 び 情 報 提 供 者 は 、 第 十 九

条 第 七 号 の 規 定 に よ り 特 定 個 人 情 報 の 提 供 の 求 め

又 は 提 供 が あ っ た と き は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 情 報

提 供 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム に 接 続 さ れ た そ の 者 の

使 用 す る 電 子 計 算 機 に 記 録 し 、 当 該 記 録 を 政 令 で

定める期間 保存しなければな らない。 

一 情報照 会者及び情報提供者 の名称 

二  提 供 の 求 め の 日 時 及 び 提 供 が あ っ た と き は そ

の日時 

三 特定個 人情報の項目 

四  前 三 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 総 務 省 令 で 定 め

る事項 

２ 前項 に 規 定 す る 事 項 の ほ か 、 情 報 照 会 者 及 び 情

報 提 供 者 は 、 当 該 特 定 個 人 情 報 の 提 供 の 求 め 又 は

提 供 の 事 実 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合

に は 、 そ の 旨 を 情 報 提 供 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム に

接 続 さ れ た そ の 者 の 使 用 す る 電 子 計 算 機 に 記 録

し 、 当 該 記 録 を 同 項 に 規 定 す る 期 間 保 存 し な け れ

ばならない 。 

一  個 人 情 報 保 護 法 第 七 十 八 条 (個 人 情 報 保 護 法

第 百 二 十 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ り み な し て 適 用

・情 報提供等記録とは 、情報 提
供ネットワ ークシステム（番
号利用法第 ２条第 １ ４ 項）
を 使 用 し た （ 特 定 個 人 情 報
の）提供の求め 又は提供の記
録をいう（  同 法第 ２ ３条第
１項及び第 ２項）。  

・特 定個人情報につい ては、情
報 提 供 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ
ム を 使 用 し て 提 供 す る こ と
はできない ため（同法第１９
条）、情報提供 等記 録 につい
ては、規定 が不要。 

・番 号利用法の略称は 、現行 条
例及び「芦屋市 行政手続にお
け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る
た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す
る 法 律 に 基 づ く 個 人 番 号 の
利用に関す る条例」での用い
ている略称「番号法 」とす る。 

(参考：現行 条例第２条) 



                                                            

12 

 

する場合を 含む。第三 号にお いて同じ。)に規定

する不開示 情報に該当すると 認めるとき。 

二  条 例 で 定 め る と こ ろ に よ り 地 方 公 共 団 体 又 は

地 方 独 立 行 政 法 人 が 開 示 す る 義 務 を 負 わ な い 個

人情報に該 当すると認めるとき 。 

１１ この条例に おいて「保有特定個人情 報」とは、

職 員 が 職 務 上 作 成 し 、 又 は 取 得 し た 特 定 個 人 情 報

で あ っ て 、 職 員 が 組 織 的 に 利 用 す る も の と し て 、

議 会 が 保 有 し て い る も の を い う 。 た だ し 、 公 文 書

に記録され ているものに限る。  

 (参考：現行 条例第２条) 

１２ この条例に おいて「独立行政法人等」とは 、独

立 行 政 法 人 通 則 法 （ 平 成 １ １ 年 法 律 第 １ ０ ３ 号 ）

第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 独 立 行 政 法 人 及 び 個 人 情

報の保護に 関する法律（ 平成１５年法律第 ５７号。

以下「法」という。）別 表第１に掲げる法人 をいう。 

９ この法律に おい て「独立行政法人等 」とは、独立

行 政 法 人 通 則 法 （ 平 成 十 一 年 法 律 第 百 三 号 ） 第 二

条 第 一 項 に 規 定 す る 独 立 行 政 法 人 及 び 別 表 第 一 に

掲げる法人 をいう。 

 

１３ この条例に おいて「地方独立行政 法人」とは、

地方独立行 政法人法（ 平成１５年法律第１ １８号）

第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 地 方 独 立 行 政 法 人 を い

う。 

１０ この法律 において「地方独立行政 法人」とは、

地方独立行 政法人法（ 平成十五年法律第 百十八号）

第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 地 方 独 立 行 政 法 人 を い

う。 

 

（議会の責務） （ 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 が 保 有 す る 個 人 情 報 の 保

護） 

 

第３条 議 会 は 、 そ の 保 有 す る 個 人 情 報 の 適 正 な 取

扱 い が 確 保 さ れ る よ う 必 要 な 措 置 を 講 ず る も の と

する。 

第十二条 地 方 公 共 団 体 は 、 そ の 機 関 が 保 有 す る 個

人 情 報 の 適 正 な 取 扱 い が 確 保 さ れ る よ う 必 要 な 措

置を講ずる ものとする。 

・法では、「保有する 個人情 報
の保護」とされてい る が、地
方 公 共 団 体 の 個 人 情 報 保 護
条例では、同様の内 容 が「責
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務 」 と し て 規 定 さ れ て い る
ため、これ を維持する。 

(参考：現行 条例第３条) 

第２章 個人情報等の取扱い 第五章 行政機関等の義務等  

（個人情報の保有の制限等） （個人情報の保有の制限等）  

第４条 議会は、 個人情報を保有する に当たって

は、法令（ 条例を含む。第１２ 条第２項第２号及

び第３号並 びに第４章において 同じ。）の 規定に

よりその権 限に属する事務を遂 行するため必要な

場合に限り 、かつ、その利用の 目的をできる限り

特定しなけ ればならない。 

第六十一条 行政機関 等は、個人情報を保 有するに

当たっては 、法令（条例を含 む。第六十六条第二

項第三号及 び第四号、第六十 九条第二項第二号及

び第三号並 びに第四節におい て同じ。）の 定める

所掌事務又 は業務を遂行する ため必要な場合に限

り、かつ、 その利用目的をで きる限り特定しなけ

ればならな い。 

・「 所掌事務」は国家 行政組 織
法 上 の 表 現 。 議 会 に つ い て
は、地方自 治法第 96 条及び
個 人 情 報 保 護 法 第 69 条 第
２ 項 第 ３ 号 の 規 定 ぶ り を 踏
ま え 、 議 会 「 の 権 限 に 属 す
る」「事務の遂行」と する。 

・利用「 の」目的は行政機関 個
人 情 報 保 護 法 に 合 わ せ た 表
現。 

(参考：現行 条例第８条) 

２ 議会は、前 項の 規定により特 定された利用の目

的（以下「 利用目的」という。）の達成に 必要な

範囲を超え て、個人情報を保有 してはならない。  

２ 行政機関等 は、 前項の規定に より特定された利

用目的の達 成に必要な範囲を 超えて、個人情報を

保有しては ならない。 

(参考：現行 条例第８条) 

３ 議会は、利 用目 的を変更する 場合には、変更前

の利用目的 と相当の関連性を有 すると合理的に認

められる範 囲を超えて行っては ならない。 

３ 行 政 機 関 等 は 、 利 用 目 的 を 変 更 す る 場 合 に は 、

変 更 前 の 利 用 目 的 と 相 当 の 関 連 性 を 有 す る と 合 理

的に認めら れる範囲を超えて 行ってはならない。  

(参考：現行 条例第８条) 

（利用目的の明示） （利用目的の明示）  

第５条 議 会 は 、 本 人 か ら 直 接 書 面 （ 電 磁 的 記 録 を

含む。）に記録 された 当該本人の 個人情報を取得す

るときは、次に掲 げる場合を除き、あらかじめ 、本

人 に 対 し 、 そ の 利 用 目 的 を 明 示 し な け れ ば な ら な

い。 

第六十二条 行政機関 等は、本人から直接書面（電 磁

的記録を含 む。）に記 録された当 該本人の個人情報

を 取 得 す る と き は 、 次 に 掲 げ る 場 合 を 除 き 、 あ ら

か じ め 、 本 人 に 対 し 、 そ の 利 用 目 的 を 明 示 し な け

ればならな い。 

(参考：現行 条例第９条) 
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(1) 人の生命 、身体又は財産の保 護のために緊急

に必要があ るとき。 

一  人 の 生 命 、 身 体 又 は 財 産 の 保 護 の た め に 緊 急

に必要があ るとき。 

(参考：現行 条例第９条) 

(2) 利用目的 を本人に明示するこ とにより、本人

又 は 第 三 者 の 生 命 、 身 体 、 財 産 そ の 他 の 権 利 利

益を害する おそれがあるとき。  

二  利 用 目 的 を 本 人 に 明 示 す る こ と に よ り 、 本 人

又 は 第 三 者 の 生 命 、 身 体 、 財 産 そ の 他 の 権 利 利

益を害する おそれがあるとき。  

(参考：現行 条例第９条) 

(3) 利用目的 を本人に明示するこ とにより、国の

機 関 、 独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方

独 立 行 政 法 人 が 行 う 事 務 又 は 事 業 の 適 正 な 遂 行

に支障を及 ぼすおそれがあると き。 

三  利 用 目 的 を 本 人 に 明 示 す る こ と に よ り 、 国 の

機 関 、 独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方

独 立 行 政 法 人 が 行 う 事 務 又 は 事 業 の 適 正 な 遂 行

に支障を及 ぼすおそれがあると き。 

(参考：現行 条例第９条) 

(4)  取 得 の 状 況 か ら み て 利 用 目 的 が 明 ら か で あ

ると認めら れるとき。 

四  取 得 の 状 況 か ら み て 利 用 目 的 が 明 ら か で あ る

と認められ るとき。 

(参考：現行 条例第９条) 

（不適正な利用の禁止） （不適正な利用の禁止）  

第６条 議会は、 違法又は不当な行為 を助⾧し、又

は誘発する おそれがある方法に より個人情報を利

用してはな らない。 

第六十三条 行政機関 の⾧（第二条第八項 第四号及

び第五号の 政令で定める機関 にあっては、その機

関ごとに政 令で定める者をい う。以下この章及び

第百七十四 条において同じ。）、 地方公共 団体の機

関、独立行 政法人等及び地方 独立行政法人（以下

この章及び 次章において「行 政機関の⾧等」とい

う。）は、違法又は不 当な行為を助⾧し 、又は誘

発するおそ れがある方法によ り個人情報を利用し

てはならな い。 

・個人情報保 護法上は、「行 政
機 関 」 及 び 「 行 政 機 関 の ⾧
等 」 と の 文 言 の 使 い 分 け が
さ れ て い る が 、 地 方 公 共 団
体 で は 、 い ず れ の 文 言 に お
いても、「地方公共団 体の機
関」を指す 。 

・ 個 人 情 報 保 護 委 員 会 と し て
は、「権 限行使の主体 や具体
的 義 務 の 対 象 に つ い て は 、
「 行 政 機 関 の ⾧ 」 を そ の 他
の も の に つ い て は 「 行 政 機
関」の用語を用いて い る」と
の こ と で あ り 、 議 会 に お い
て も 、 基 本 的 に 同 様 の 整 理
と し て い る が 、 主 に 次 の ２
点について 配慮している。 
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①  具 体 的 な 義 務 を 課 さ れ る
場 合 は 、 機 関 と し て 負 う べ
きものであ るため、「 議会」
とする。 

②  処 分 等 の 具 体 的 な 行 為 を
行 う 場 合 は 、 議 決 に よ る 決
定 を 要 す る と す る と 、 過 大
な 手 続 を 要 し 、 か え っ て 住
民 の 利 益 を 害 す る こ と 等 か
ら、「議⾧」とする。  

 （適正な取得） （適正な取得）  

第７条 議会は、 偽りその他不正の手 段により個人

情報を取得 してはならない。 

第六十四条 行政機関 の⾧等は、偽りその 他不正の

手段により 個人情報を取得し てはならない。 

(参考：現行 条例第７条) 

（正確性の確保） （正確性の確保）  

第８条 議会は、利用目 的の達成に必要な範 囲内で、

保 有 個 人 情 報 が 過 去 又 は 現 在 の 事 実 と 合 致 す る よ

う努めなけ ればならない。 

第六十五条 行政機関 の⾧等は、利用目的 の達成に

必要な範囲 内で、保有個人情 報が過去又は現在の

事実と合致 するよう努めなけ ればならない。 

(参考：現行 条例第１０条) 

（安全管理措置） （安全管理措置）  

第９条 議⾧は、 保有個人情報の漏え い、滅失又は

毀損の防止 その他の保有個人情 報の安全管理のた

めに必要か つ適切な措置を講じ なければならな

い。 

第六十六条 行政機関 の⾧等は、保有個人 情報の漏

えい、滅失 又は毀損の防止そ の他の保有個人情報

の安全管理 のために必要かつ 適切な措置を講じな

ければなら ない。 

(参考：現行 条例第１０条) 

２ 前 項 の 規 定 は 、 議 会 に 係 る 個 人 情 報 の 取 扱 い の

委託（２以上の段 階にわたる委託を含 む。）を受け

た 者 が 受 託 し た 業 務 を 行 う 場 合 に お け る 個 人 情 報

の取扱いに ついて準用する。 

２ 前項の規定 は、 次の各号に掲 げる者が当該各号

に定める業 務を行う場合にお ける個人情報の取扱

いについて 準用する。 

一 行政機 関等から個人情報の 取扱いの委託を受

けた者 当 該委託を受けた業務  

・「議会 に係る個人情 報の取 扱
い」とは、「議会に係 る個人
情報」の「取扱 い」の趣旨。 

(参考：現行 条例第１２条) 
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二  指 定 管 理 者 （ 地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律

第 六 十 七 号 ） 第 二 百 四 十 四 条 の 二 第 三 項 に 規 定

する指定管 理者をいう。） 公 の施設（同 法第二

百四十四条 第一項に規定する公 の施設をいう。）

の管理の業 務 

三  第 五 十 八 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 者  法 令 に 基

づき行う業 務であって政令で定 めるもの 

四  第 五 十 八 条 第 二 項 各 号 に 掲 げ る 者  同 項 各 号

に 定 め る 業 務 の う ち 法 令 に 基 づ き 行 う 業 務 で あ

って政令で 定めるもの 

五  前 各 号 に 掲 げ る 者 か ら 当 該 各 号 に 定 め る 業 務

の委託（二以上の段 階 にわたる委託を 含む。）を

受けた者 当該委託を受けた業 務 

（従事者の義務） （従事者の義務）  

第１０条 個 人 情 報 の 取 扱 い に 従 事 す る 職 員 若 し く

は 職 員 で あ っ た 者 、 前 条 第 ２ 項 の 業 務 に 従 事 し て

い る 者 若 し く は 従 事 し て い た 者 又 は 議 会 に お い て

個 人 情 報 の 取 扱 い に 従 事 し て い る 派 遣 労 働 者 （ 労

働 者 派 遣 事 業 の 適 正 な 運 営 の 確 保 及 び 派 遣 労 働 者

の保護等に 関する法律（ 昭和６０年法律第 ８８号）

第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 派 遣 労 働 者 を い う 。 以 下

この条及び 第５３条において同 じ。）若し くは従事

し て い た 派 遣 労 働 者 は 、 そ の 業 務 に 関 し て 知 り 得

た 個 人 情 報 の 内 容 を み だ り に 他 人 に 知 ら せ 、 又 は

不当な目的 に利用してはならな い。 

第六十七条 個 人 情 報 の 取 扱 い に 従 事 す る 行 政 機 関

等 の 職 員 若 し く は 職 員 で あ っ た 者 、 前 条 第 二 項 各

号 に 定 め る 業 務 に 従 事 し て い る 者 若 し く は 従 事 し

て い た 者 又 は 行 政 機 関 等 に お い て 個 人 情 報 の 取 扱

い に 従 事 し て い る 派 遣 労 働 者 （ 労 働 者 派 遣 事 業 の

適 正 な 運 営 の 確 保 及 び 派 遣 労 働 者 の 保 護 等 に 関 す

る 法 律 （ 昭 和 六 十 年 法 律 第 八 十 八 号 ） 第 二 条 第 二

号 に 規 定 す る 派 遣 労 働 者 を い う 。 以 下 こ の 章 及 び

第百七十六 条において同じ。）若し くは従 事してい

た 派 遣 労 働 者 は 、 そ の 業 務 に 関 し て 知 り 得 た 個 人

情 報 の 内 容 を み だ り に 他 人 に 知 ら せ 、 又 は 不 当 な

目的に利用 してはならない。  

・ここでい う職員は第 2 条第
4 項に規 定する「職員」で
あり、議員 を含まない（趣
旨としては 同様）。  

・議⾧につ いては、議会の事
務を統理す ることから（地
方自治法第 104 条）、 本条
の義務を課 すべきとの考え
もありうる が、本条は、
（ 保有個人情報に 限らな
い）個人情 報全般を対象と
しているた め、組織共用さ
れていない 個人情報に対し
ても、義務 を課すものであ
る。当該義 務を議⾧に課し
た場合、議 ⾧は、議⾧とし
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ての職務上 取得・作成した
個人情報で なく、一議員と
して取得し た個人情報であ
っても、業 務に関して知り
得た個人情 報に当たりさえ
すれば、義 務を課されるこ
とになって しまい、議⾧に
対してのみ 、過大な義務を
課すことと なるため、議⾧
にも本条の 義務は課さない
ものとする 。 

(参考：現行条例第１３条) 

（漏えい等の通知） （漏えい等の報告等）  

第１１条 第六十八条 行政機関 の⾧等は、保有個人 情報の漏

えい、滅失 、毀損その他の保 有個人情報の安全の

確保に係る 事態であって個人 の権利利益を害する

おそれが大 きいものとして個 人情報保護委員会規

則で定める ものが生じたとき は、個人情報保護委

員会規則で 定めるところによ り、当該事態が生じ

た旨を個人 情報保護委員会に 報告しなければなら

ない。 

・ 個 人 情 報 保 護 委 員 会 へ の 報
告 義 務 は 個 人 情 報 保 護 法 の
規 定 に よ る も の で あ る た
め、議会には観念 しえない。 

議⾧は、保 有個人情報の漏えい 、滅失、毀損そ

の他の保有 個人情報の安全の 確保に係る事態であ

って個人の 権利利益を害する おそれが大きいもの

としてその 定めるものが生じ たときは、本人に対

し、その定 めるところにより 、当該事態が生じた

旨を通知し なければならない 。ただし、次の各号

のいずれか に該当するときは 、この限りでない。  

２ 前 項 に 規 定 す る 場 合 に は 、 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、

本 人 に 対 し 、 個 人 情 報 保 護 委 員 会 規 則 で 定 め る と

こ ろ に よ り 、 当 該 事 態 が 生 じ た 旨 を 通 知 し な け れ

ば な ら な い 。 た だ し 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当

するときは 、この限りでない 。 
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(1) 本人への通 知が困難な場合で あって、本人の

権利利益を 保護するため必要な これに代わるべ

き措置をと るとき。 

一 本人へ の通知が困難な場合 であって、本人の 権

利利益を保 護するため必要なこ れに代わるべき措

置をとると き。 

 

(2) 当該保有 個人情報に第２０条 各号に掲げる情

報のいずれ かが含まれるとき。  

二 当該保 有個人情報に第七十 八条第一項各号に

掲げる情報 のいずれかが含まれ るとき。 

 

（利用及び提供の制限） （利用及び提供の制限）  

第１２条 議会は、法 令に基づく場合を 除き、利用

目的以外の 目的のために保有個 人情報を自ら利用

し、又は提 供してはならない。  

第六十九条 行政機関 の⾧等は、法令に基 づく場合

を除き、利 用目的以外の目的 のために保有個人情

報を自ら利 用し、又は提供し てはならない。 

(参考：現行 条例第１４条) 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 議 会 は 、 議 ⾧ が 次 の

各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め る と き は 、 利 用

目 的 以 外 の 目 的 の た め に 保 有 個 人 情 報 を 自 ら 利 用

し、又は提供する ことができる。ただし、保有個人

情 報 を 利 用 目 的 以 外 の 目 的 の た め に 自 ら 利 用 し 、

又 は 提 供 す る こ と に よ っ て 、 本 人 又 は 第 三 者 の 権

利 利 益 を 不 当 に 侵 害 す る お そ れ が あ る と 認 め ら れ

るときは、 この限りでない。 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、

次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め る と き は 、

利 用 目 的 以 外 の 目 的 の た め に 保 有 個 人 情 報 を 自 ら

利用し、又は提供 することができる。ただし、保有

個 人 情 報 を 利 用 目 的 以 外 の 目 的 の た め に 自 ら 利 用

し 、 又 は 提 供 す る こ と に よ っ て 、 本 人 又 は 第 三 者

の 権 利 利 益 を 不 当 に 侵 害 す る お そ れ が あ る と 認 め

られるとき は、この限りでな い。 

・ 議 会 が 該 当 性 を 判 断 す る と
す る と 、 機 関 意 思 決 定 が 必
要 と な る た め 、 議 ⾧ が 該 当
性を判断す ることとする。 

(参考：現行 条例第１４条) 

(1) 本人の同意 があるとき、又は 本人に提供する

とき。 

一 本人の 同意があるとき、又 は本人に提供する

とき。 

(参考：現行 条例第１４条) 

(2) 議 会が 法令の 規 定によ りそ の権 限に 属する事

務 の 遂 行 に 必 要 な 限 度 で 保 有 個 人 情 報 を 内 部 で

利 用 す る 場 合 で あ っ て 、 当 該 保 有 個 人 情 報 を 利

用すること について相当の理由 があるとき。 

二  行 政 機 関 等 が 法 令 の 定 め る 所 掌 事務 又 は 業 務 の

遂 行 に 必 要 な 限 度 で 保 有 個 人 情 報 を 内 部 で 利 用 す

る 場 合 で あ っ て 、 当 該 保 有 個 人 情 報 を 利 用 す る こ

とについて 相当の理由があると き。 

・第４条第 １項参照。 

(参考：現行 条例第１４条) 
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(3) 市⾧、教育 委員会、選挙管理 委員会、監査委

員、公平委 員会（人事委員 会）、農業委員 会、

固定資産評 価審査委員会、公 営企業管理者若し

くは消防⾧ 、市が設立した地方 独立行政法人、

他の地方公 共団体の機関、他の 地方公共団体が

設立した地 方独立行政法人、法 第 2 条第８項 に

規定する行 政機関又は独立行政 法人等に保有個

人情報を提 供する場合において 、保有個人情報

の提供を受 ける者が、法令の定 める事務又は業

務の遂行に 必要な限度で提供に 係る個人情報を

利用し、か つ、当該個人情報を 利用することに

ついて相当 の理由があるとき。  

三 他の行 政機関、独立行政法 人等、地方公共団

体の機関又 は地方独立行政法人 に保有個人情報

を提供する 場合において、保有 個人情報の提供

を受ける者 が、法令の定める事 務又は業務の遂

行に必要な 限度で提供に係る個 人情報を利用

し、かつ、 当該個人情報を利用 することについ

て相当の理 由があるとき。 

・ 当 該 地 方 公 共 団 体 の 機 関 及
び地方独立 行政法人、他の地
方 公 共 団 体 の 機 関 及 び 地 方
独立行政法 人、国 の機関及び
独立行政法 人の順とする。 

・ 当 該 地 方 公 共 団 体 の 機 関 の
並び順は、地方自 治法第七章
第三節の規 定順とする（各団
体内の通例 に従うこと。）。  

(参考：現行 条例第１４条) 

(4) 前３号に掲 げる場合のほか、 専ら統計の作成

又は学術研 究の目的のために保 有個人情報を提

供するとき 、本人以外の者に提 供することが明

らかに本人 の利益になるとき、 その他保有個人

情報を提供 することについて特 別の理由がある

とき。 

四 前三号 に掲げる場合のほか 、専ら統計の作成

又は学術研 究の目的のために保 有個人情報を提

供するとき 、本人以外の者に提 供することが明

らかに本人 の利益になるとき、 その他保有個人

情報を提供 することについて特 別の理由がある

とき。 

 

３ 前項の規定 は、 保有個人情報 の利用又は提供を

制限する他 の条例の規定の適用 を妨げるものでは

ない。 

３ 前項の規定 は、 保有個人情報 の利用又は提供を

制限する他 の法令の規定の適 用を妨げるものでは

ない。 

・改正後個 人情報保護法第 69
条第 3 項は、法令間の調整
規 定 だ が 、 条 例 に お い て は
条 例 間 の 調 整 規 定 と す る べ
き （ 条 例 が 法 令 に 劣 後 す る
の は 当 然 で あ る た め 、 こ の
点 に つ い て の 規 定 は 不
要。）。  

(参考：現行条例第１４条) 
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４ 議⾧は、個 人の 権利利益を保 護するため特に必

要があると 認めるときは、保有 個人情報の利用目

的以外の目 的のための議会の内 部における利用を

議会の事務 局の特定の課又は職員に 限るものとす

る。 

４ 行政機関の ⾧等 は、個人の権 利利益を保護する

ため特に必 要があると認める ときは、保有個人情

報の利用目 的以外の目的のた めの行政機関等の内

部における 利用を特定の部局 若しくは機関又は職

員に限るも のとする。 

・ 議 会 の 事 務 局 の 内 部 組 織 が
ない議会に おいては、「議会
の 事 務 局 の 特 定 の 職 員 」 と
なる。 

・ 議 会 の 事 務 局 を 置 い て い な
い議会にお いては、「 議会の
特定の職員 」となる。 

(参考：現行条例第１４条) 

５ 保有 特 定 個 人 情 報 に 関 し て は 、 第 ２ 項 第 ２ 号 か

ら 第 ４ 号 ま で 及 び 第 ２ ９ 条 の 規 定 は 適 用 し な い も

の と し 、 次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 規 定 の 適 用 に つ い

ては、これらの規定中 同表の中欄に掲げる 字句は、

同表の右欄 に掲げる字句とする 。 

番号利用法（附則第五十四条改正後） 

第三十条 行 政 機 関 等 （ 個 人 情 報 保 護 法 第 百 二 十 五

条 第 二 項 の 規 定 に よ り 個 人 情 報 保 護 法 第 二 条 第 十

一 項 第 三 号 に 規 定 す る 独 立 行 政 法 人 等 又 は 同 項 第

四 号 に 規 定 す る 地 方 独 立 行 政 法 人 と み な さ れ る 個

人 情 報 保 護 法 第 五 十 八 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 者

（ 次 条 第 一 項 に お い て 「 み な し 独 立 行 政 法 人 等 」

という。）を含む。）が 保 有し、又 は保有しようとす

る 特 定 個 人 情 報 （ 第 二 十 三 条 （ 第 二 十 六 条 に お い

て準用する 場合を含む。）に規定す る記録 に記録さ

れたものを 除く。）に 関し ては、個人情報保護法第

六 十 九 条 第 二 項 第 二 号 か ら 第 四 号 ま で 及 び 第 八 十

八 条 の 規 定 は 適 用 し な い も の と し 、 個 人 情 報 保 護

法 の 他 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 次 の 表 の 上 欄 に

掲 げ る 個 人 情 報 保 護 法 の 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ

る字句は、 同表の下欄に掲げ る字句とする。 

・ 議 会 が 情 報 提 供 ネ ッ ト ワ ー
クを用いた 情報連携を行い、
情 報 提 供 の 記 録 を 保 有 す る
ことは想定 されないが、議会
が マ イ ナ ン バ ー 付 き の 情 報
を 持 つ こ と が 完 全 に 否 定 さ
れる訳では ないため、本規定
自体は、存 置するのが適当。 

・ 第 29 条 の 読 替 え に つ い て
は、第 29 条参照。 

・読替後の第 30 条の規 定（ 手
数料に係る 規定） につい て、
議⾧が認め るときに、（⾧ が）
手 数 料 を 減 免 で き る 旨 の 規
定とする。 
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第１２条第
１項 

法令に基づ く
場合を除き 、
利用目的以 外
の目的 

利用目的以 外の
目的 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 自 ら利用し、
又は提供し て
はならない  
 

自ら利用し ては
ならない 

第１２条第
２項 

自ら利用し 、
又は提供す る 

自ら利用す る 

第１２条第
２項第１号  

本人の同意 が
あるとき、 又
は本人に提 供
するとき 

人の生命、 身体
又は財産の 保護
のために必 要が
ある場合で あっ

読み替えら
れる個人情
報保護法の
規定 

読み替えら れ
る字句 

読み替える 字句 

第六十九条
第一項 

法令に基づ く
場合を除き 、
利用目的以 外
の目的 

利用目的以 外の
目的（独立 行政
法人等にあ って
は、行政手 続に
おける特定 の個
人を識別す るた
めの番号の 利用
等に関する 法律
（平成二十 五年
法律第二十 七
号）第九条 第五
項の規定に 基づ
く場合を除 き、
利用目的以 外の
目的） 
 

 自 ら利用し、
又は提供し て
はならない  

自ら利用し ては
ならない 

第六十九条
第二項 

自ら利用し 、
又は提供す る 

自ら利用す る 

第六十九条
第二項第一
号 

本人の同意 が
あるとき、 又
は本人に提 供
するとき 

人の生命、 身体
又は財産の 保護
のために必 要が
ある場合で あっ
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て、本人の 同意
があり、又 は本
人の同意を 得る
ことが困難 であ
るとき 

第３０条 納めなけれ ば
ならない 

納めなけれ ばな
らない。こ の場
合において 、議
⾧が経済的 困難
その他特別 の理
由があると 認め
るときは、 手数
料を減額し 、又
は免除する こと
ができる 
 
 
 
 
 

第３８条第
１項第１号  

又は第１２ 条
第１項及び 第
２項の規定 に
違反して利 用
されている と
き 

第１２条第 ５項
の規定によ り読
み替えて適 用す
る同条第１ 項及
び第２項（ 第１
号に係る部 分に
限る。）の規定
に違反して 利用
されている と
き、番号利用法
第２０条の 規定
に違反して 収集

て、本人の 同意
があり、又 は本
人の同意を 得る
ことが困難 であ
るとき 

第八十九条
第三項 

配慮しなけ れ
ばならない  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配 慮 し な け れ ば
な ら な い 。 こ の
場 合 に お い て 、
行 政 機 関 の ⾧ 及
び 地 方 公 共 団 体
の 機 関 は 、 経 済
的 困 難 そ の 他 特
別 の 理 由 が あ る
と 認 め る と き
は 、 政 令 及 び 条
例 で 定 め る と こ
ろ に よ り 、 当 該
手 数 料 を 減 額
し 、 又 は 免 除 す
ることがで きる 

第九十八条
第一項第一
号 

又は第六十 九
条第一項及 び
第二項の規 定
に違反して 利
用されてい る
とき 

行政手続に おけ
る特定の個 人を
識別するた めの
番号の利用 等に
関する法律 第三
十条第一項 の規
定により読 み替
えて適用す る第
六十九条第 一項
及び第二項 （第
一号に係る 部分
に限る。）の規

 

 

 

・手数料は 無料とするため、

３０条の読 替えは削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・番 号利用法の略称は 、現行 条

例及び「芦屋市 行政手続にお
け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る
た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す
る 法 律 に 基 づ く 個 人 番 号 の
利用に関す る条例」での用い
ている略称「番号法 」とす る。 
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され、若し くは
保管されて いる
とき、又は番号
利用法第２９条
の規定に違 反し
て作成され た特
定個人情報 ファ
イル（番号利用
法第２条第９ 項
に規定する 特定
個人情報フ ァイ
ルをいう。）に
記録されて いる
とき 
 
 
 
 

第３８条第
１項第２号  

第１２条第 １
項及び第２ 項 

番号利用法第１
９条 
 
 
 
 

 

定に違反し て利
用されてい ると
き、同法第 二十
条の規定に 違反
して収集さ れ、
若しくは保 管さ
れていると き、
又は同法第 二十
九条の規定 に違
反して作成 され
た特定個人 情報
ファイル（ 同法
第二条第九 項に
規定する特 定個
人情報ファ イル
をいう。）に記
録されてい ると
き 

第九十八条
第一項第二
号 

第六十九条 第
一項及び第 二
項又は第七 十
一条第一項  

行政手続に おけ
る特定の個 人を
識別するた めの
番号の利用 等に
関する法律 第十
九条 

 

（保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要

求） 

（保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要

求） 

 

第１３条 議⾧は、利 用目的のために又 は前条第２

項第３号若 しくは第４号の規定 に基づき、保有個

人情報を提 供する場合において 、必要があると認

めるときは 、保有個人情報の提 供を受ける者に対

第七十条 行政機関 の⾧等は、利用目的 のために又

は前条第二 項第三号若しくは 第四号の規定に基づ

き、保有個 人情報を提供する 場合において、必要

があると認 めるときは、保有 個人情報の提供を受

(参考：現行 条例第１６条) 
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し、提供に 係る個人情報につい て、その利用の目

的若しくは 方法の制限その他必 要な制限を付し、

又はその漏 えいの防止その他の 個人情報の適切な

管理のため に必要な措置を講ず ることを求めるも

のとする。  

ける者に対 し、提供に係る個 人情報について、そ

の利用の目 的若しくは方法の 制限その他必要な制

限を付し、 又はその漏えいの 防止その他の個人情

報の適切な 管理のために必要 な措置を講ずること

を求めるも のとする。 

 （外国にある第三者への提供の制限） 

第七十一条 行政機関 の⾧等は、外国（本邦の域外 に

あ る 国 又 は 地 域 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同

じ 。）（ 個 人 の 権 利 利 益 を 保 護 す る 上 で 我 が 国 と 同

等 の 水 準 に あ る と 認 め ら れ る 個 人 情 報 の 保 護 に 関

す る 制 度 を 有 し て い る 外 国 と し て 個 人 情 報 保 護 委

員 会 規 則 で 定 め る も の を 除 く 。 以 下 こ の 条 に お い

て同じ。）にある第三 者（第十六 条第三項に規定す

る 個 人 デ ー タ の 取 扱 い に つ い て 前 章 第 二 節 の 規 定

に よ り 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 個 人 情 報 取 扱 事 業 者

が 講 ず べ き こ と と さ れ て い る 措 置 に 相 当 す る 措 置

（第三項に おいて「相当措 置」という。）を 継続的

に 講 ず る た め に 必 要 な も の と し て 個 人 情 報 保 護 委

員 会 規 則 で 定 め る 基 準 に 適 合 す る 体 制 を 整 備 し て

い る 者 を 除 く 。 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 同

じ。）に利用目 的以外 の目的のた めに保有個人情報

を 提 供 す る 場 合 に は 、 法 令 に 基 づ く 場 合 及 び 第 六

十 九 条 第 二 項 第 四 号 に 掲 げ る 場 合 を 除 く ほ か 、 あ

ら か じ め 外 国 に あ る 第 三 者 へ の 提 供 を 認 め る 旨 の

本人の同意 を得なければなら ない。 

・外国への 提供は想定しない
ため規定を 設けない。 

・法第７１条の 規定は、GDPR 
の十分性認 定のような、他国
との関係に おいて、相互に提
供 制 限 を 緩 和 す る 認 定 を す
る よ う な 場 合 に 意 義 が あ る
が、議会において はそのよう
な関係は想 定しづらい。 
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２ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 本 人 の 同

意 を 得 よ う と す る 場 合 に は 、 個 人 情 報 保 護 委 員 会

規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 あ ら か じ め 、 当 該 外

国 に お け る 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 制 度 、 当 該 第

三 者 が 講 ず る 個 人 情 報 の 保 護 の た め の 措 置 そ の 他

当 該 本 人 に 参 考 と な る べ き 情 報 を 当 該 本 人 に 提 供

しなければ ならない。 

３ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 保 有 個 人 情 報 を 外 国 に あ る

第 三 者 （ 第 一 項 に 規 定 す る 体 制 を 整 備 し て い る 者

に限る。）に利 用目的 以外の目的 のために提供した

場 合 に は 、 法 令 に 基 づ く 場 合 及 び 第 六 十 九 条 第 二

項 第 四 号 に 掲 げ る 場 合 を 除 く ほ か 、 個 人 情 報 保 護

委 員 会 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 第 三 者 に

よ る 相 当 措 置 の 継 続 的 な 実 施 を 確 保 す る た め に 必

要 な 措 置 を 講 ず る と と も に 、 本 人 の 求 め に 応 じ て

当 該 必 要 な 措 置 に 関 す る 情 報 を 当 該 本 人 に 提 供 し

なければな らない。 

（個人関連情報の提供を受ける者に対する措置要

求） 

（個人関連情報の提供を受ける者に対する措置要

求） 

 

第１４条 議 ⾧ は 、 第 三 者 に 個 人 関 連 情 報 を 提 供 す

る 場 合 （ 当 該 第 三 者 が 当 該 個 人 関 連 情 報 を 個 人 情

報として取 得することが想定さ れる場合に限る。）

に お い て 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 当 該 第 三

者 に 対 し 、 提 供 に 係 る 個 人 関 連 情 報 に つ い て 、 そ

の 利 用 の 目 的 若 し く は 方 法 の 制 限 そ の 他 必 要 な 制

限 を 付 し 、 又 は そ の 漏 え い の 防 止 そ の 他 の 個 人 関

第七十二条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 第 三 者 に 個 人 関 連

情 報 を 提 供 す る 場 合 （ 当 該 第 三 者 が 当 該 個 人 関 連

情 報 を 個 人 情 報 と し て 取 得 す る こ と が 想 定 さ れ る

場合に限る 。）におい て、必要が あると認めるとき

は 、 当 該 第 三 者 に 対 し 、 提 供 に 係 る 個 人 関 連 情 報

に つ い て 、 そ の 利 用 の 目 的 若 し く は 方 法 の 制 限 そ

の 他 必 要 な 制 限 を 付 し 、 又 は そ の 漏 え い の 防 止 そ

 



                                                            

26 

 

連 情 報 の 適 切 な 管 理 の た め に 必 要 な 措 置 を 講 ず る

ことを求め るものとする。 

の 他 の 個 人 関 連 情 報 の 適 切 な 管 理 の た め に 必 要 な

措置を講ず ることを求めるも のとする。 

（仮名加工情報の取扱いに係る義務） （仮名加工情報の取扱いに係る義務）  

第１５条 議会は、法令に基 づく場合を除くほか 、仮

名 加 工 情 報 （ 個 人 情 報 で あ る も の を 除 く 。 以 下 こ

の条及び第 ４９条において同じ 。）を第三 者（当該

仮名加工情 報の取扱いの委託を 受けた者を除く。）

に提供して はならない。 

第七十三条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 法 令 に 基 づ く 場 合

を 除 く ほ か 、 仮 名 加 工 情 報 （ 個 人 情 報 で あ る も の

を 除 く 。 以 下 こ の 条 及 び 第 百 二 十 八 条 に お い て 同

じ。）を 第三者（当該 仮名加工情 報の取扱いの委託

を受けた者 を除く。） に提供してはなら ない。 

 

２ 議 ⾧ は 、 そ の 取 り 扱 う 仮 名 加 工 情 報 の 漏 え い の

防 止 そ の 他 仮 名 加 工 情 報 の 安 全 管 理 の た め に 必 要

かつ適切な 措置を講じなければ ならない。 

２ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 そ の 取 り 扱 う 仮 名 加 工 情 報

の 漏 え い の 防 止 そ の 他 仮 名 加 工 情 報 の 安 全 管 理 の

た め に 必 要 か つ 適 切 な 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な

い。 

 

３ 議会は、仮名加工 情報 を取り扱うに当た っては、

法 令 に 基 づ く 場 合 を 除 き 、 当 該 仮 名 加 工 情 報 の 作

成 に 用 い ら れ た 個 人 情 報 に 係 る 本 人 を 識 別 す る た

め に 、 削 除 情 報 等 （ 仮 名 加 工 情 報 の 作 成 に 用 い ら

れ た 個 人 情 報 か ら 削 除 さ れ た 記 述 等 及 び 個 人 識 別

符 号 並 び に 法 第 ４ １ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 行 わ れ

た加工の方 法に関する情報をい う。）を取 得し 、又

は 当 該 仮 名 加 工 情 報 を 他 の 情 報 と 照 合 し て は な ら

ない。 

３ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 仮 名 加 工 情 報 を 取 り 扱 う に

当 た っ て は 、 法 令 に 基 づ く 場 合 を 除 き 、 当 該 仮 名

加 工 情 報 の 作 成 に 用 い ら れ た 個 人 情 報 に 係 る 本 人

を 識 別 す る た め に 、 削 除 情 報 等 （ 仮 名 加 工 情 報 の

作 成 に 用 い ら れ た 個 人 情 報 か ら 削 除 さ れ た 記 述 等

及 び 個 人 識 別 符 号 並 び に 第 四 十 一 条 第 一 項 の 規 定

により行わ れた加工の方法に 関する情報をいう。）

を 取 得 し 、 又 は 当 該 仮 名 加 工 情 報 を 他 の 情 報 と 照

合してはな らない。 

 

４ 議会は、仮名加工 情報 を取り扱うに当た っては、

法 令 に 基 づ く 場 合 を 除 き 、 電 話 を か け 、 郵 便 若 し

く は 民 間 事 業 者 に よ る 信 書 の 送 達 に 関 す る 法 律

（ 平 成 １ ４ 年 法 律 第 ９ ９ 号 ） 第 ２ 条 第 ６ 項 に 規 定

４ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 仮 名 加 工 情 報 を 取 り 扱 う に

当 た っ て は 、 法 令 に 基 づ く 場 合 を 除 き 、 電 話 を か

け 、 郵 便 若 し く は 民 間 事 業 者 に よ る 信 書 の 送 達 に

関 す る 法 律 第 二 条 第 六 項 に 規 定 す る 一 般 信 書 便 事
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す る 一 般 信 書 便 事 業 者 若 し く は 同 条 第 ９ 項 に 規 定

す る 特 定 信 書 便 事 業 者 に よ る 同 条 第 ２ 項 に 規 定 す

る 信 書 便 に よ り 送 付 し 、 電 報 を 送 達 し 、 フ ァ ク シ

ミ リ 装 置 若 し く は 電 磁 的 方 法 （ 電 子 情 報 処 理 組 織

を 使 用 す る 方 法 そ の 他 の 情 報 通 信 の 技 術 を 利 用 す

る方法であ って議⾧が定めるも のをいう。）を用い

て 送 信 し 、 又 は 住 居 を 訪 問 す る た め に 、 当 該 仮 名

加 工 情 報 に 含 ま れ る 連 絡 先 そ の 他 の 情 報 を 利 用 し

てはならな い。 

業 者 若 し く は 同 条 第 九 項 に 規 定 す る 特 定 信 書 便 事

業 者 に よ る 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 信 書 便 に よ り 送

付 し 、 電 報 を 送 達 し 、 フ ァ ク シ ミ リ 装 置 若 し く は

電 磁 的 方 法 （ 電 子 情 報 処 理 組 織 を 使 用 す る 方 法 そ

の 他 の 情 報 通 信 の 技 術 を 利 用 す る 方 法 で あ っ て 個

人情報保護 委員会規則で定め るものをいう。）を用

い て 送 信 し 、 又 は 住 居 を 訪 問 す る た め に 、 当 該 仮

名 加 工 情 報 に 含 ま れ る 連 絡 先 そ の 他 の 情 報 を 利 用

してはなら ない。 

５ 前 各 項 の 規 定 は 、 議 会 に 係 る 仮 名 加 工 情 報 の 取

扱いの委託 （2 以上の段階に わたる委託を含む。）

を 受 け た 者 が 受 託 し た 業 務 を 行 う 場 合 に つ い て 準

用する。 

５ 前 各 項 の 規 定 は 、 行 政 機 関 の ⾧ 等 か ら 仮 名 加 工

情 報 の 取 扱 い の 委 託 （ 二 以 上 の 段 階 に わ た る 委 託

を含む。）を受 けた者 が受託した 業務を行う場合に

ついて準用 する。 

 

（匿名加工情報の取扱いに係る義務） （匿名加工情報の取扱いに係る義務）  

第１６条  第百二十三条 行政機関等は 、匿名加工情報（行政 機

関 等 匿 名 加 工 情 報 を 除 く 。 以 下 こ の 条 に お い て 同

じ。）を 第三者に提供 する ときは、法令に基づく場

合 を 除 き 、 個 人 情 報 保 護 委 員 会 規 則 で 定 め る と こ

ろ に よ り 、 あ ら か じ め 、 第 三 者 に 提 供 さ れ る 匿 名

加 工 情 報 に 含 ま れ る 個 人 に 関 す る 情 報 の 項 目 及 び

そ の 提 供 の 方 法 に つ い て 公 表 す る と と も に 、 当 該

第 三 者 に 対 し て 、 当 該 提 供 に 係 る 情 報 が 匿 名 加 工

情報である 旨を明示しなけれ ばならない。 

・匿 名加工情報につい ては、議
会が取得す ること（ 執行機
関 が 提 供 し た 匿 名 加 工 情 報
の 提 供 を 受 け る 場 合 ） が 想
定 さ れ る た め 、 取 扱 い の 規
定は設ける 。 

・ 法 は 第 １ ２ １ 条 で 行 政 機 関
等 匿 名 加 工 情 報 に つ い て 、
第 １ ２ ３ 条 第 １ 項 で そ れ 以
外 の 匿 名 加 工 情 報 に つ い
て、取扱い を定めている。 

・しかし、議会においては、行
政 機 関 等 匿 名 加 工 情 報 に 相
当 す る 情 報 は 想 定 さ れ な い
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た め 、 合 わ せ て 匿 名 加 工 情
報 の 取 扱 い に 係 る 規 定 と す
る。 

・もっとも、第１ ２３ 条第 １
項 に つ い て 、 単 に 匿 名 加 工
情 報 と し て し ま う と 、 執 行
機 関 の 第 １ ２ １ 条 第 １ 項 に
比 べ て 、 厳 格 な 規 制 と な っ
てしまう。  

・ 第 １ ２ ３ 条 第 １ 項 に つ い て
は 、 地 方 公 共 団 体 の 意 思 決
定 機 関 で あ る 議 会 が 匿 名 加
工 情 報 を 第 三 者 に 提 供 す る
こ と は 想 定 さ れ な い こ と か
ら 、 相 当 す る 規 定 は 設 け な
いこととす る。 

  議会は 、匿名加工情 報を取り扱うに当た っては、

法 令 に 基 づ く 場 合 を 除 き 、 当 該 匿 名 加 工 情 報 の 作

成 に 用 い ら れ た 個 人 情 報 に 係 る 本 人 を 識 別 す る た

め に 、 当 該 個 人 情 報 か ら 削 除 さ れ た 記 述 等 若 し く

は個人識別 符号若しくは法第 ４３条第 1 項の規定

に よ り 行 わ れ た 加 工 の 方 法 に 関 す る 情 報 を 取 得

し 、 又 は 当 該 匿 名 加 工 情 報 を 他 の 情 報 と 照 合 し て

はならない 。 

２ 行政 機 関 等 は 、 匿 名 加 工 情 報 を 取 り 扱 う に 当 た

っ て は 、 法 令 に 基 づ く 場 合 を 除 き 、 当 該 匿 名 加 工

情 報 の 作 成 に 用 い ら れ た 個 人 情 報 に 係 る 本 人 を 識

別 す る た め に 、 当 該 個 人 情 報 か ら 削 除 さ れ た 記 述

等 若 し く は 個 人 識 別 符 号 若 し く は 第 四 十 三 条 第 一

項 の 規 定 に よ り 行 わ れ た 加 工 の 方 法 に 関 す る 情 報

を 取 得 し 、 又 は 当 該 匿 名 加 工 情 報 を 他 の 情 報 と 照

合してはな らない。 

 

２ 議会 は 、 匿 名 加 工 情 報 の 漏 え い を 防 止 す る た め

に 必 要 な も の と し て 議 ⾧ が 定 め る 基 準 に 従 い 、 匿

名 加 工 情 報 の 適 切 な 管 理 の た め に 必 要 な 措 置 を 講

じなければ ならない。 

３ 行政 機 関 等 は 、 匿 名 加 工 情 報 の 漏 え い を 防 止 す

る た め に 必 要 な も の と し て 個 人 情 報 保 護 委 員 会 規

則 で 定 め る 基 準 に 従 い 、 匿 名 加 工 情 報 の 適 切 な 管

理のために 必要な措置を講じ なければならない。 

・具体的な 作為義務を定める
ものであり 、議⾧に義務を
課すことと することも考え
られるが、 議⾧が定める基
準に従うこ ととしているた
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め、法の規 定に合わせて主
語を議会と した。 

３ 前２ 項 の 規 定 は 、 議 会 に 係 る 匿 名 加 工 情 報 の 取

扱いの委託 （２以上の段階にわ たる委託を含む。）

を 受 け た 者 が 受 託 し た 業 務 を 行 う 場 合 に つ い て 準

用する。 

４ 前二 項 の 規 定 は 、 行 政 機 関 等 か ら 匿 名 加 工 情 報

の 取 扱 い の 委 託 （ 二 以 上 の 段 階 に わ た る 委 託 を 含

む。）を受けた 者が受 託した業務 を行う場合につい

て準用する 。 

 

第３章 個人情報ファイル 第三節 個人情報ファイル  

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） （個人情報ファイル簿の作成及び公表）  

第１７条 議⾧は、その定め るところにより、議会が

保 有 し て い る 個 人 情 報 フ ァ イ ル に つ い て 、 そ れ ぞ

れ 次 に 掲 げ る 事 項 そ の 他 議 ⾧ が 定 め る 事 項 を 記 載

した帳簿（ 以下「個人情報ファ イル簿」という。）

を作成し、 公表しなければなら ない。 

第七十五条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 政 令 で 定 め る と こ

ろ に よ り 、 当 該 行 政 機 関 の ⾧ 等 の 属 す る 行 政 機 関

等 が 保 有 し て い る 個 人 情 報 フ ァ イ ル に つ い て 、 そ

れ ぞ れ 前 条 第 一 項 第 一 号 か ら 第 七 号 ま で 、 第 九 号

及 び 第 十 号 に 掲 げ る 事 項 そ の 他 政 令 で 定 め る 事 項

を 記 載 し た 帳 簿 （ 以 下 こ の 章 に お い て 「 個 人 情 報

ファイル簿 」という。）を作成し、公表しな ければ

ならない。  

(参考：現行 条例第６条) 

(1) 個人情報 ファイルの名称 改正後個人情報保護法第七十四条 

一 個人情 報ファイルの名称 

(参考：現行 条例第６条)  

(2)  個 人 情 報 フ ァ イ ル が 利 用 に 供 さ れ る 事 務 を

つかさどる 組織の名称 

二  当 該 機 関 の 名 称 及 び 個 人 情 報 フ ァ イ ル が 利 用

に供される 事務をつかさどる組 織の名称 

・「組織」とは所 管課 室を指す
（ 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る
法 律 に つ い て の 事 務 対 応 ガ
イド（令和 3 年 11 月時点版 ）
5-1-1）。 

（参考） 内部 組織がない事務
局は事務局 となり、事 務局を
設 置 し て い な い 市 町 村 議 会
の 場 合 は こ の 号 は 不 要 と な
る。 

(参考：現行条例第６条) 
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(3) 個人情報 ファイルの利用目的  三 個人情 報ファイルの利用目 的 (参考：現行 条例第６条) 

(4) 個人情報 ファイルに記録され る項目（ 以下こ

の条におい て「記録項 目」と いう。）及 び本人（他

の 個 人 の 氏 名 、 生 年 月 日 そ の 他 の 記 述 等 に よ ら

ないで検索 し得る者に限る。次項第 1 号カ にお

いて同じ。）とし て個 人情報ファイ ルに記録され

る個人の範 囲（次項 第 ２号において「記録範 囲」

という。）  

四  個 人 情 報 フ ァ イ ル に 記 録 さ れ る 項 目 （ 以 下 こ

の節におい て「記録項 目」と いう。）及 び本人（他

の 個 人 の 氏 名 、 生 年 月 日 そ の 他 の 記 述 等 に よ ら

な い で 検 索 し 得 る 者 に 限 る 。 次 項 第 九 号 に お い

て同じ。）として 個人 情報ファイル に記録される

個人の範囲（以下こ の 節において「記録範囲 」と

いう。）  

(参考：現行 条例第６条) 

 

第２項第１ 号カの規定を設け

ないため、 赤字部分を削除 

(5) 個人情報 ファイルに記録され る個人情報（以

下この条に おいて「記録情報 」という。）の収集

方法 

五  個 人 情 報 フ ァ イ ル に 記 録 さ れ る 個 人 情 報 （ 以

下この節に おいて「記録情報 」という。）の収集

方法 

 

(6)  記 録 情 報 に 要 配 慮 個 人 情 報 が 含 ま れ る と き

は、その旨  

六  記 録 情 報 に 要 配 慮 個 人 情 報 が 含 ま れ る と き

は、その旨  

(参考：現行 条例第６条) 

(7)  記 録 情 報 を 議 会 以 外 の 者 に 経 常 的 に 提 供 す

る場合には 、その提供先 

七  記 録 情 報 を 当 該 機 関 以 外 の 者 に 経 常 的 に 提 供

する場合に は、その提供先 

(参考：現行 条例第６条) 

(8) 次条第１ 項、第３１条第１項 又は第３８条第

１ 項 の 規 定 に よ る 請 求 を 受 理 す る 組 織 の 名 称 及

び所在地 

九  第 七 十 六 条 第 一 項 、 第 九 十 条 第 一 項 又 は 第 九

十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 請 求 を 受 理 す る 組 織

の名称及び 所在地 

・「 組織」とは所管課 室を指 す
（ 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る
法 律 に つ い て の 事 務 対 応 ガ
イド（令和 3 年 11 月時点 版）
5-1-1）。 

(9) 第 ３ １ 条 第 １ 項 た だ し 書 又 は 第 ３ ８ 条 第 １

項ただし書 に該当するときは、 その旨 

十  第 九 十 条 第 一 項 た だ し 書 又 は 第 九 十 八 条 第 一

項ただし書 に該当するときは、 その旨 

 

 十一 その 他政令で定める事項  ・第 1 項の本文中 に規定。 

２ 前 項 の 規 定 は 、 次 に 掲 げ る 個 人 情 報 フ ァ イ ル に

ついては、 適用しない。 

第七十五条 

２ 前 項 の 規 定 は 、 次 に 掲 げ る 個 人 情 報 フ ァ イ ル に

ついては、 適用しない。 

(参考：現行 条例第６条) 



                                                            

31 

 

 (1) 次に掲げ る個人情報ファイ ル 一  前 条 第 二 項 第 一 号 か ら 第 十 号 ま で に 掲 げ る 個

人情報ファ イル 

 

 改正後個人情報保護法第七十四条 

一  国 の 安 全 、 外 交 上 の 秘 密 そ の 他 の 国 の 重 大 な

利益に関す る事項を記録する個 人情報ファイル 

・地方議会 は該当しない。 

 二  犯 罪 の 捜 査 、 租 税 に 関 す る 法 律 の 規 定 に 基 づ

く 犯 則 事 件 の 調 査 又 は 公 訴 の 提 起 若 し く は 維 持

の た め に 作 成 し 、 又 は 取 得 す る 個 人 情 報 フ ァ イ

ル 

・地方議会 は該当しない。 

ア  議 会 の 議 員 若 し く は 議 員 で あ っ た 者 又 は 職

員 若 し く は 職 員 で あ っ た 者 に 係 る 個 人 情 報 フ

ァイルであ って、専 ら その人事、議員報酬、給

与 又 は 報 酬 、 福 利 厚 生 に 関 す る 事 項 そ の 他 こ

れ ら に 準 ず る 事 項 を 記 録 す る も の （ 議 ⾧ が 行

う 職 員 の 採 用 試 験 に 関 す る 個 人 情 報 フ ァ イ ル

を含む。）  

三  当 該 機 関 の 職 員 又 は 職 員 で あ っ た 者 に 係 る 個

人 情 報 フ ァ イ ル で あ っ て 、 専 ら そ の 人 事 、 給 与

若 し く は 福 利 厚 生 に 関 す る 事 項 又 は こ れ ら に 準

ず る 事 項 を 記 録 す る も の （ 当 該 機 関 が 行 う 職 員

の採用試験 に関する個人情報フ ァイルを含む。） 

・「 賃金」は平成三十 二年（ 令
和二年）四月一日 から削除さ
れているた め（地 方自治法施
行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省
令（平成 31 年 総務省令第 37 
号））、規定しな い（過 去のも
の に つ い て は 、「 そ の 他 こ れ
ら に 準 ず る 事 項 」 に 当 た
る。）。  

(参考：現行 条例第６条) 

イ  専 ら 試 験 的 な 電 子 計 算 機 処 理 の 用 に 供 す る

ための個人 情報ファイル 

四  専 ら 試 験 的 な 電 子 計 算 機 処 理 の 用 に 供 す る た

めの個人情 報ファイル 

 

 五  前 項 の 規 定 に よ る 通 知 に 係 る 個 人 情 報 フ ァ イ

ル に 記 録 さ れ て い る 記 録 情 報 の 全 部 又 は 一 部 を

記 録 し た 個 人 情 報 フ ァ イ ル で あ っ て 、 そ の 利 用

目 的 、 記 録 項 目 及 び 記 録 範 囲 が 当 該 通 知 に 係 る

これらの事 項の範囲内のもの 

・条例（例 ）第 17 条 第 2 項
第 2 号参照。 

ウ  １ 年 以 内 に 消 去 す る こ と と な る 記 録 情 報 の

みを記録す る個人情報ファイル  

六  一 年 以 内 に 消 去 す る こ と と な る 記 録 情 報 の み

を記録する 個人情報ファイル 

(参考：現行 条例第６条) 
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エ 資料そ の他の物品若しくは 金銭の送付又は

業務上必要 な連絡のために利用 する記録情報

を記録した 個人情報ファイルで あって、送付

又は連絡の 相手方の氏名、住所 その他の送付

又は連絡に 必要な事項のみを記 録するもの 

七 資料そ の他の物品若しくは 金銭の送付又は業

務上必要な 連絡のために利用す る記録情報を記

録した個人 情報ファイルであっ て、送付又は連

絡の相手方 の氏名、住所その他 の送付又は連絡

に必要な事 項のみを記録するも の 

・「 金銭の送付」とは 、個人 情
報保護法で は、謝 金等を支払
う た め の 口 座 番 号 等 を 記 載
し た リ ス ト 等 を 意 味 す る
（  個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る
法 律 に つ い て の 事 務 対 応 ガ
イド（ 令和 3 年 11 月時点
版）5-1-2） が、特定物とし
て 金 銭 を 送 付 す る 場 合 も 想
定 し え な い と は 言 え な い た
め、規定と しては維持。 

オ 職員が 学術研究の用に供す るためその発意

に基づき作 成し、又は取得する 個人情報ファ

イルであっ て、記録情報を専ら 当該学術研究

の目的のた めに利用するもの 

八 職員が 学術研究の用に供す るためその発意に

基づき作成 し、又は取得する個 人情報ファイル

であって、 記録情報を専ら当該 学術研究の目的

のために利 用するもの 

(参考：現行 条例第６条) 

カ 本人の 数が議⾧が定める数 に満たない個人

情報ファイ ル 

九 本人の 数が政令で定める数 に満たない個人情

報ファイル  

・「 政令で定める数」は、現 行
の 行 政 機 関 個 人 情 報 保 護 法
施 行 令 で は 1,000 人 と さ れ
ている。 

・現 行条例どおり、1,000 人 未
満 で も 作 成 す る こ と と す る
ため、削る 。 

カキ アからオカまでに掲げ る個人情報ファイ

ルに準ずる ものとして議⾧が定 める個人情報

ファイル 

十 第三号 から前号までに掲げ る個人情報ファイ

ルに準ずる ものとして政令で定 める個人情報フ

ァイル 

 

(2)  前 項 の 規 定 に よ る 公 表 に 係 る 個 人 情 報 フ ァ

イ ル に 記 録 さ れ て い る 記 録 情 報 の 全 部 又 は 一 部

を 記 録 し た 個 人 情 報 フ ァ イ ル で あ っ て 、 そ の 利

用 目 的 、 記 録 項 目 及 び 記 録 範 囲 が 当 該 公 表 に 係

るこれらの 事項の範囲内のもの  

第七十五条 

二 前項の 規定による公表に係 る個人情報ファイ

ルに記録さ れている記録情報の 全部又は一部を

記録した個 人情報ファイルであ って、その利用
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目的、記録 項目及び記録範囲が 当該公表に係る

これらの事 項の範囲内のもの 

(3) 前 号 に 掲 げ る 個 人 情 報 フ ァ イ ル に 準 ず る も

のとして議 ⾧が定める個人情報 ファイル 

三 前号に 掲げる個人情報ファ イルに準ずるもの

として政令 で定める個人情報フ ァイル 

 

３ 第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 議 ⾧ は 、 記 録 項 目

の 一 部 若 し く は 同 項 第 ５ 号 若 し く は 第 ７ 号 に 掲 げ

る 事 項 を 個 人 情 報 フ ァ イ ル 簿 に 記 載 し 、 又 は 個 人

情 報 フ ァ イ ル を 個 人 情 報 フ ァ イ ル 簿 に 掲 載 す る こ

とにより、利用目的に 係る事務又は事業の 性質上、

当 該 事 務 又 は 事 業 の 適 正 な 遂 行 に 著 し い 支 障 を 及

ぼ す お そ れ が あ る と 認 め る と き は 、 そ の 記 録 項 目

の 一 部 若 し く は 事 項 を 記 載 せ ず 、 又 は そ の 個 人 情

報 フ ァ イ ル を 個 人 情 報 フ ァ イ ル 簿 に 掲 載 し な い こ

とができる 。 

３ 第一項の規 定に かかわらず、行政機関 の ⾧等は、

記 録 項 目 の 一 部 若 し く は 前 条 第 一 項 第 五 号 若 し く

は 第 七 号 に 掲 げ る 事 項 を 個 人 情 報 フ ァ イ ル 簿 に 記

載 し 、 又 は 個 人 情 報 フ ァ イ ル を 個 人 情 報 フ ァ イ ル

簿 に 掲 載 す る こ と に よ り 、 利 用 目 的 に 係 る 事 務 又

は 事 業 の 性 質 上 、 当 該 事 務 又 は 事 業 の 適 正 な 遂 行

に 著 し い 支 障 を 及 ぼ す お そ れ が あ る と 認 め る と き

は、その記録項目の一 部若しくは事項を 記載せず、

又 は そ の 個 人 情 報 フ ァ イ ル を 個 人 情 報 フ ァ イ ル 簿

に掲載しな いことができる。  

 

 ５ 前各項の規 定は 、地方公共団 体の機関又は地方

独立行政法 人が、条例で定め るところにより、個

人情報ファ イル簿とは別の個 人情報の保有の状況

に関する事 項を記載した帳簿 を作成し、公表する

ことを妨げ るものではない。  

・ 執 行 機 関 が 定 め る 個 人 情 報
保 護 法 の 施 行 条 例 中 に い わ
ゆる「登録簿」を規定 する場
合 は 、 本 条 例 に 規 定 す る か
ど う か の 調 整 が 必 要 と な
る。 

・ 登 録 簿 を 規 定 す る 場 合 は 、
「第 2 章の個人情報の取扱
い 」 中 に 規 定 す る こ と が 考
えられる。 

第４章 開示、訂正及び利用停止 第四節 開示、訂正及び利用停止  

    第１節 開示     第一款 開示  

（開示請求権） （開示請求権）  
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第１８条 何人も、こ の条例の定めると ころによ

り、議⾧に 対し、議会の保有す る自己を本人とす

る保有個人 情報の開示を請求す ることができる。  

第七十六条 何人も、 この法律の定めると ころによ

り、行政機 関の⾧等に対し、 当該行政機関の⾧等

の属する行 政機関等の保有す る自己を本人とする

保有個人情 報の開示を請求す ることができる。 

(参考：現行 条例第１７条) 

２ 未成年者若し くは成年被後見人 の法定代理人又

は本人の委 任による代理人（以 下この章において

「代理人」 と総称する。）は、本人に代わ って前

項の規定に よる開示の請求（以 下この章及び第４

８条におい て「開示請求」とい う。）をす ること

ができる。  

２ 未成年者若 しく は成年被後見 人の法定代理人又

は本人の委 任による代理人（ 以下この節において

「代理人」 と総称する。）は、本人に代わ って前

項の規定に よる開示の請求（ 以下この節及び第百

二十七条に おいて「開示請求 」という。） をする

ことができ る。 

(参考：現行 条例第１７条) 

（開示請求の手続） （開示請求の手続）  

第１９条 開示請求は 、次に掲げる事項 を記載した

書面（第３ 項において「開示請 求書」という。）

を議⾧に提 出してしなければな らない。 

第七十七条 開示請求 は、次に掲げる事項 を記載し

た書面（第 三項において「開 示請求書」とい

う。）を行政機関の⾧ 等に提出してしな ければな

らない 

(参考：現行 条例第１８条) 

(1) 開示請求 をする者の氏名及び 住所又は居所 一 開 示請求をする者の氏 名及び住所又は居所  (参考：現行 条例第１８条) 

(2) 開示 請求 に係 る 保有個 人情 報が記 録 されてい

る 公 文 書 の 名 称 そ の 他 の 開 示 請 求 に 係 る 保 有

個人情報を 特定するに足りる事 項 

二  開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 が 記 録 さ れ て い

る 行 政 文 書 等 の 名 称 そ の 他 の 開 示 請 求 に 係 る 保

有個人情報 を特定するに足りる 事項 

(参考：現行 条例第１８条) 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 開 示 請 求 を す る 者 は 、 議

⾧ が 定 め る と こ ろ に よ り 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個

人 情 報 の 本 人 で あ る こ と （ 前 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ

る 開 示 請 求 に あ っ て は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人

情 報 の 本 人 の 代 理 人 で あ る こ と ） を 示 す 書 類 を 提

示し、又は 提出しなければなら ない。 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 開 示 請 求 を す る 者 は 、 政

令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個

人 情 報 の 本 人 で あ る こ と （ 前 条 第 二 項 の 規 定 に よ

る 開 示 請 求 に あ っ て は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人

情 報 の 本 人 の 代 理 人 で あ る こ と ） を 示 す 書 類 を 提

示し、又は 提出しなければな らない。 

(参考：現行 条例第１８条) 
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３ 議 ⾧ は 、 開 示 請 求 書 に 形 式 上 の 不 備 が あ る と 認

め る と き は 、 開 示 請 求 を し た 者 （ 以 下 「 開 示 請 求

者」という。）に対し、相当の期間を定 めて、その

補 正 を 求 め る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、

議 ⾧ は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 補 正 の 参 考 と な る 情

報を提供す るよう努めなければ ならない。 

３ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 開 示 請 求 書 に 形 式 上 の 不 備

が あ る と 認 め る と き は 、 開 示 請 求 を し た 者 （ 以 下

この節にお いて「開示請求者 」という。） に対し、

相 当 の 期 間 を 定 め て 、 そ の 補 正 を 求 め る こ と が で

きる。この場合に おいて、行政機関の⾧等は、開示

請 求 者 に 対 し 、 補 正 の 参 考 と な る 情 報 を 提 供 す る

よう努めな ければならない。  

 

(参考：現行 条例第１８条) 

（保有個人情報の開示義務） （保有個人情報の開示義務）  

第２０条 議⾧は、開示請求 があったときは、開示請

求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 に 次 の 各 号 に 掲 げ る 情 報

（情報公開 条例〇〇条に規定す る情報を除く。）又

は 情 報 公 開 条 例 第 〇 条 に 規 定 す る 情 報 （ 以 下 「 不

開示情報」という 。）のいずれか が含まれている場

合 を 除 き 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 当 該 保 有 個 人 情 報

を開示しな ければならない。 

第七十八条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 開 示 請 求 が あ っ た

と き は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 に 次 の 各 号

に掲げる情 報（ 以下この節において「不開 示情報」

という。）のいずれか が含まれている場 合を除き、

開 示 請 求 者 に 対 し 、 当 該 保 有 個 人 情 報 を 開 示 し な

ければなら ない。 

・ 議 会 保 有 個 人 情 報 の 開 示 決
定 等 の 処 分 権 者 、 即 ち 処 分
庁 は 議 会 事 務 統 理 権 ・ 代 表
権 を 有 す る 議 ⾧ と し 、 行 政
不 服 審 査 法 第 ４ 条 第 １ 号 に
基づき、審 査庁とする。 

※ 地方自治法上の「機 関」で
は な い 議 ⾧ に 対 し て 、 条 例
の 規 定 に よ り （ 講 学 上 の ）  
行 政 庁 と し て の 地 位 を 与 え
る創設的規 定。 

・「（ 情 報 公 開 条 例 第 ○ ○ 条 に
規 定 す る 情 報 を 除 く 。）  又
は 情 報 公 開 条 例 第 〇 ○ 条 に
規定する情 報」は、法 第七十
八 条 第 二 項 に 対 応 す る 条
文。 

・ 情 報 公 開 条 例 と の 整 合 性 を
確認する必 要がある。 

・ 法 律 で 規 定 し て い る 不 開 示
情 報 と 情 報 公 開 条 例 の 非 公
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開 情 報 と に 大 き な 齟 齬 は な
いため、調 整規定は不要 

(参考：現行 条例第１９条) 

(1) 開示請求 者（第 １８条第 2 項 の規定により代

理 人 が 本 人 に 代 わ っ て 開 示 請 求 を す る 場 合 に あ

っては、当該本人を い う。次 号及び第３号、次条

第２項並び に第２７条第１項に おいて同じ。）の

生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 を 害 す る お そ れ が あ

る情報 

一  開 示 請 求 者 （ 第 七 十 六 条 第 二 項 の 規 定 に よ り

代 理 人 が 本 人 に 代 わ っ て 開 示 請 求 を す る 場 合 に

あっては、当該本人 を いう。次号及び第三号 、次

条 第 二 項 並 び に 第 八 十 六 条 第 一 項 に お い て 同

じ。）の生命、健 康、生活又は財産 を害するおそ

れがある情 報 

(参考：現行 条例第１９条) 

(2) 開示請求 者以外の個人に関す る情報（ 事業を

営む個人の 当該事業に関する情 報を除く。）であ

っ て 、 当 該 情 報 に 含 ま れ る 氏 名 、 生 年 月 日 そ の

他 の 記 述 等 に よ り 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人

を 識 別 す る こ と が で き る も の （ 他 の 情 報 と 照 合

す る こ と に よ り 、 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人

を 識 別 す る こ と が で き る こ と と な る も の を 含

む。）若しくは個 人識 別符号が含ま れるもの又は

開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と は

で き な い が 、 開 示 す る こ と に よ り 、 な お 開 示 請

求 者 以 外 の 個 人 の 権 利 利 益 を 害 す る お そ れ が あ

るもの。た だし、次に掲げる情 報を除く。 

二  開 示 請 求 者 以 外 の 個 人 に 関 す る 情 報 （ 事 業 を

営む個人の 当該事業に関する情 報を除く。）であ

っ て 、 当 該 情 報 に 含 ま れ る 氏 名 、 生 年 月 日 そ の

他 の 記 述 等 に よ り 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人

を 識 別 す る こ と が で き る も の （ 他 の 情 報 と 照 合

す る こ と に よ り 、 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人

を 識 別 す る こ と が で き る こ と と な る も の を 含

む。）若しくは個 人識 別符号が含ま れるもの又は

開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と は

で き な い が 、 開 示 す る こ と に よ り 、 な お 開 示 請

求 者 以 外 の 個 人 の 権 利 利 益 を 害 す る お そ れ が あ

るもの。た だし、次に掲げる情 報を除く。 

(参考：現行 条例第１９条) 

ア 法令の 規定により又は慣行 として開示請求

者が知るこ とができ、又は知る ことが予定さ

れている情 報 

イ 法令の 規定により又は慣行 として開示請求

者が知るこ とができ、又は知る ことが予定さ

れている情 報 

(参考：現行 条例第１９条) 
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イ 人の生 命、健康、生活又は 財産を保護する

ため、開示 することが必要であ ると認められ

る情報 

ロ 人の生 命、健康、生活又は 財産を保護する

ため、開示 することが必要であ ると認められ

る情報 

(参考：現行 条例第１９条) 

ウ  当 該 個 人 が 公 務 員 等 （ 国 家 公 務 員 法 （ 昭 和

２ ２ 年 法 律 第 １ ２ ０ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定

す る 国 家 公 務 員 （ 独 立 行 政 法 人 通 則 法 第 ２ 条

第 4 項に規定す る行政執行法人の役 員及び職

員を除く。）、独立行政 法 人等の役員及び職員、

地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ６ １ 号 ）

第 ２ 条 に 規 定 す る 地 方 公 務 員 並 び に 地 方 独 立

行政法人の 役員及び職員をいう 。）で ある 場合

に お い て 、 当 該 情 報 が そ の 職 務 の 遂 行 に 係 る

情 報 で あ る と き は 、 当 該 情 報 の う ち 、 当 該 公

務 員 等 の 職 及 び 当 該 職 務 遂 行 の 内 容 に 係 る 部

分 

ハ  当 該 個 人 が 公 務 員 等 （ 国 家 公 務 員 法 （ 昭 和

二 十 二 年 法 律 第 百 二 十 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規

定 す る 国 家 公 務 員 （ 独 立 行 政 法 人 通 則 法 第 二

条 第 四 項 に 規 定 す る 行 政 執 行 法 人 の 職 員 を 除

く 。）、 独 立 行 政 法 人 等 の 職 員 、 地 方 公 務 員 法

（ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 二 条

に 規 定 す る 地 方 公 務 員 及 び 地 方 独 立 行 政 法 人

の職員をい う。）であ る場合 において、当該 情

報 が そ の 職 務 の 遂 行 に 係 る 情 報 で あ る と き

は 、 当 該 情 報 の う ち 、 当 該 公 務 員 等 の 職 及 び

当該職務遂 行の内容に係る部分  

(参考：現行 条例第１９条) 

(3) 法人その 他の団体（国、独立行政法人 等、地

方 公 共 団 体 及 び 地 方 独 立 行 政 法 人 を 除 く 。 以 下

この号にお いて「法人等」という。）に関する情

報 又 は 開 示 請 求 者 以 外 の 事 業 を 営 む 個 人 の 当 該

事 業 に 関 す る 情 報 で あ っ て 、 次 に 掲 げ る も の 。

ただし、人の生命、健 康、生活又は財 産を保 護す

る た め 、 開 示 す る こ と が 必 要 で あ る と 認 め ら れ

る情報を除 く。 

三 法人そ の他の団体（国、独立行政法人 等、地方

公 共 団 体 及 び 地 方 独 立 行 政 法 人 を 除 く 。 以 下 こ

の号におい て「法人等」と いう。）に関する情報

又 は 開 示 請 求 者 以 外 の 事 業 を 営 む 個 人 の 当 該 事

業 に 関 す る 情 報 で あ っ て 、 次 に 掲 げ る も の 。 た

だし、人の生命、健康 、生活又は財産 を保護 する

た め 、 開 示 す る こ と が 必 要 で あ る と 認 め ら れ る

情報を除く 。 

(参考：現行 条例第１９条) 
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ア  開 示 す る こ と に よ り 、 当 該 法 人 等 又 は 当 該

個 人 の 権 利 、 競 争 上 の 地 位 そ の 他 正 当 な 利 益

を害するお それがあるもの 

イ  開 示 す る こ と に よ り 、 当 該 法 人 等 又 は 当 該

個 人 の 権 利 、 競 争 上 の 地 位 そ の 他 正 当 な 利 益

を害するお それがあるもの 

(参考：現行 条例第１９条) 

イ  議 会 の 要 請 を 受 け て 、 開 示 し な い と の 条 件

で 任 意 に 提 供 さ れ た も の で あ っ て 、 法 人 等 又

は 個 人 に お け る 通 例 と し て 開 示 し な い こ と と

さ れ て い る も の そ の 他 の 当 該 条 件 を 付 す る こ

と が 当 該 情 報 の 性 質 、 当 時 の 状 況 等 に 照 ら し

て合理的で あると認められるも の 

ロ  行 政 機 関 等 の 要 請 を 受 け て 、 開 示 し な い と

の 条 件 で 任 意 に 提 供 さ れ た も の で あ っ て 、 法

人 等 又 は 個 人 に お け る 通 例 と し て 開 示 し な い

こ と と さ れ て い る も の そ の 他 の 当 該 条 件 を 付

す る こ と が 当 該 情 報 の 性 質 、 当 時 の 状 況 等 に

照らして合 理的であると認めら れるもの 

(参考：現行 条例第１９条) 

 四  行 政 機 関 の ⾧ が 第 八 十 二 条 各 項 の 決 定 （ 以 下

この節にお いて「開示決定等 」という。）をする

場 合 に お い て 、 開 示 す る こ と に よ り 、 国 の 安 全

が 害 さ れ る お そ れ 、 他 国 若 し く は 国 際 機 関 と の

信 頼 関 係 が 損 な わ れ る お そ れ 又 は 他 国 若 し く は

国 際 機 関 と の 交 渉 上 不 利 益 を 被 る お そ れ が あ る

と 当 該 行 政 機 関 の ⾧ が 認 め る こ と に つ き 相 当 の

理由がある 情報 

・地方議会 は該当しない。 

 五  行 政 機 関 の ⾧ 又 は 地 方 公 共 団 体 の 機 関 （ 都 道

府県の機関 に限る。）が開示決定等 をする場合に

おいて、開示するこ と により、犯罪の予防、鎮圧

又 は 捜 査 、 公 訴 の 維 持 、 刑 の 執 行 そ の 他 の 公 共

の 安 全 と 秩 序 の 維 持 に 支 障 を 及 ぼ す お そ れ が あ

る と 当 該 行 政 機 関 の ⾧ 又 は 地 方 公 共 団 体 の 機 関

が認めるこ とにつき相当の理由 がある情報 

・都道府県 に係る規定 
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(4) 国の機関 、独立行政法人等、地方公共団体及

び 地 方 独 立 行 政 法 人 の 内 部 又 は 相 互 間 に お け る

審 議 、 検 討 又 は 協 議 に 関 す る 情 報 で あ っ て 、 開

示 す る こ と に よ り 、 率 直 な 意 見 の 交 換 若 し く は

意 思 決 定 の 中 立 性 が 不 当 に 損 な わ れ る お そ れ 、

不 当 に 住 民 の 間 に 混 乱 を 生 じ さ せ る お そ れ 又 は

特 定 の 者 に 不 当 に 利 益 を 与 え 若 し く は 不 利 益 を

及ぼすおそ れがあるもの 

六  国 の 機 関 、 独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 及

び 地 方 独 立 行 政 法 人 の 内 部 又 は 相 互 間 に お け る

審 議 、 検 討 又 は 協 議 に 関 す る 情 報 で あ っ て 、 開

示 す る こ と に よ り 、 率 直 な 意 見 の 交 換 若 し く は

意 思 決 定 の 中 立 性 が 不 当 に 損 な わ れ る お そ れ 、

不 当 に 国 民 の 間 に 混 乱 を 生 じ さ せ る お そ れ 又 は

特 定 の 者 に 不 当 に 利 益 を 与 え 若 し く は 不 利 益 を

及ぼすおそ れがあるもの 

(参考：現行 条例第１９条) 

(5) 国の機関 、独立行政法人等、地方公共団体又

は 地 方 独 立 行 政 法 人 が 行 う 事 務 又 は 事 業 に 関 す

る 情 報 で あ っ て 、 開 示 す る こ と に よ り 、 次 に 掲

げ る お そ れ そ の 他 当 該 事 務 又 は 事 業 の 性 質 上 、

当 該 事 務 又 は 事 業 の 適 正 な 遂 行 に 支 障 を 及 ぼ す

おそれがあ るもの 

七  国 の 機 関 、 独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 又

は 地 方 独 立 行 政 法 人 が 行 う 事 務 又 は 事 業 に 関 す

る 情 報 で あ っ て 、 開 示 す る こ と に よ り 、 次 に 掲

げ る お そ れ そ の 他 当 該 事 務 又 は 事 業 の 性 質 上 、

当 該 事 務 又 は 事 業 の 適 正 な 遂 行 に 支 障 を 及 ぼ す

おそれがあ るもの 

(参考：現行 条例第１９条) 

 イ  独立行政法人等、 地方公共団体の機関 又は

地方独立行 政法人が開示決定等 をする場合に

おいて、国 の安全が害されるお それ、他国若

しくは国際 機関との信頼関係が 損なわれるお

それ又は他 国若しくは国際機関 との交渉上不

利益を被る おそれ 

・地方議会 は想定できない。 

ア  議 ⾧ が 第 ２ ４ 条 各 項 の 決 定 （ 以 下 「 開 示 決

定等」とい う。）を す る場合において 、犯罪 の

予 防 、 鎮 圧 又 は 捜 査 そ の 他 の 公 共 の 安 全 と 秩

序の維持に 支障を及ぼすおそれ  

 

ロ  独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 の 機 関 （ 都

道府県の機 関を除く。）又は地方独立 行政法 人

が 開 示 決 定 等 を す る 場 合 に お い て 、 犯 罪 の 予

防 、 鎮 圧 又 は 捜 査 そ の 他 の 公 共 の 安 全 と 秩 序

の維持に支 障を及ぼすおそれ 
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イ 監査、検査、取締 り、試験又は租 税の賦 課若

し く は 徴 収 に 係 る 事 務 に 関 し 、 正 確 な 事 実 の

把 握 を 困 難 に す る お そ れ 又 は 違 法 若 し く は 不

当 な 行 為 を 容 易 に し 、 若 し く は そ の 発 見 を 困

難にするお それ 

ハ 監査、検査、取締 り、試験又は租 税の賦 課若

し く は 徴 収 に 係 る 事 務 に 関 し 、 正 確 な 事 実 の

把 握 を 困 難 に す る お そ れ 又 は 違 法 若 し く は 不

当 な 行 為 を 容 易 に し 、 若 し く は そ の 発 見 を 困

難にするお それ 

(参考：現行 条例第１９条) 

ウ 契約、交渉又は 争訟に係る事務に関 し、国 、

独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立

行 政 法 人 の 財 産 上 の 利 益 又 は 当 事 者 と し て の

地位を不当 に害するおそれ 

ニ 契約、交渉又は 争訟に係る事務に 関し、国 、

独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立

行 政 法 人 の 財 産 上 の 利 益 又 は 当 事 者 と し て の

地位を不当 に害するおそれ 

(参考：現行 条例第１９条) 

エ  調 査 研 究 に 係 る 事 務 に 関 し 、 そ の 公 正 か つ

能率的な遂 行を不当に阻害する おそれ 

ホ  調 査 研 究 に 係 る 事 務 に 関 し 、 そ の 公 正 か つ

能率的な遂 行を不当に阻害する おそれ 

 

オ  人 事 管 理 に 係 る 事 務 に 関 し 、 公 正 か つ 円 滑

な人事の確 保に支障を及ぼすお それ 

ヘ  人 事 管 理 に 係 る 事 務 に 関 し 、 公 正 か つ 円 滑

な人事の確 保に支障を及ぼすお それ 

(参考：現行 条例第１９条) 

カ  独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 が 経 営 す る

企 業 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人 に 係 る 事 業 に 関

し 、 そ の 企 業 経 営 上 の 正 当 な 利 益 を 害 す る お

それ 

ト  独 立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 が 経 営 す る

企 業 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人 に 係 る 事 業 に 関

し 、 そ の 企 業 経 営 上 の 正 当 な 利 益 を 害 す る お

それ 

(参考：現行 条例第１９条) 

 ２ 地方 公 共 団 体 の 機 関 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人 に つ

い て の 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 掲

げる情報（」と あるのは、「掲げる情報（情報公開

条 例 の 規 定 に よ り 開 示 す る こ と と さ れ て い る 情 報

として条例 で定めるものを除 く。）又は行 政機関情

報 公 開 法 第 五 条 に 規 定 す る 不 開 示 情 報 に 準 ず る 情

報 で あ っ て 情 報 公 開 条 例 に お い て 開 示 し な い こ と

と さ れ て い る も の の う ち 当 該 情 報 公 開 条 例 と の 整

・２０条本 文中に規定した。 
・ 情 報 公 開 条 例 と の 整 合 性 を

確認する必 要がある。 
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合 性 を 確 保 す る た め に 不 開 示 と す る 必 要 が あ る も

のとして条 例で定めるもの（ 」とする。 

（部分開示） （部分開示）  

第２１条 議 ⾧ は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 に

不 開 示 情 報 が 含 ま れ て い る 場 合 に お い て 、 不 開 示

情 報 に 該 当 す る 部 分 を 容 易 に 区 分 し て 除 く こ と が

で き る と き は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 当 該 部 分 を 除

いた部分に つき開示しなければ ならない。 

第七十九条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 開 示 請 求 に 係 る 保

有 個 人 情 報 に 不 開 示 情 報 が 含 ま れ て い る 場 合 に お

い て 、 不 開 示 情 報 に 該 当 す る 部 分 を 容 易 に 区 分 し

て 除 く こ と が で き る と き は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、

当 該 部 分 を 除 い た 部 分 に つ き 開 示 し な け れ ば な ら

ない。 

(参考：現行 条例第２０条) 

２ 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 に 前 条 第 ２ 号 の 情

報 （ 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と

ができるも のに限る。）が含まれ ている場合 におい

て、当該情報のう ち、氏名 、生年 月日その他の開示

請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が で き る

こ と と な る 記 述 等 及 び 個 人 識 別 符 号 の 部 分 を 除 く

こ と に よ り 、 開 示 し て も 、 開 示 請 求 者 以 外 の 個 人

の 権 利 利 益 が 害 さ れ る お そ れ が な い と 認 め ら れ る

と き は 、 当 該 部 分 を 除 い た 部 分 は 、 同 号 の 情 報 に

含 ま れ な い も の と み な し て 、 前 項 の 規 定 を 適 用 す

る。 

２ 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 に 前 条 第 一 項 第 二

号 の 情 報 （ 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す

ることがで きるものに限る。）が含 まれて いる場合

において、当該情 報のうち、氏名、生年月日その他

の 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が

で き る こ と と な る 記 述 等 及 び 個 人 識 別 符 号 の 部 分

を 除 く こ と に よ り 、 開 示 し て も 、 開 示 請 求 者 以 外

の 個 人 の 権 利 利 益 が 害 さ れ る お そ れ が な い と 認 め

ら れ る と き は 、 当 該 部 分 を 除 い た 部 分 は 、 同 号 の

情 報 に 含 ま れ な い も の と み な し て 、 前 項 の 規 定 を

適用する 

(参考：現行 条例第２０条) 

（裁量的開示） （裁量的開示）  

第２２条 議 ⾧ は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 に

不 開 示 情 報 が 含 ま れ て い る 場 合 で あ っ て も 、 個 人

の 権 利 利 益 を 保 護 す る た め 特 に 必 要 が あ る と 認 め

第八十条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有

個 人 情 報 に 不 開 示 情 報 が 含 ま れ て い る 場 合 で あ っ

て も 、 個 人 の 権 利 利 益 を 保 護 す る た め 特 に 必 要 が

(参考：現行 条例第２１条) 
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る と き は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 当 該 保 有 個 人 情 報

を開示する ことができる。 

あ る と 認 め る と き は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 当 該 保

有個人情報 を開示することが できる。 

（保有個人情報の存否に関する情報） （保有個人情報の存否に関する情報）  

第２３条 開 示 請 求 に 対 し 、 当 該 開 示 請 求 に 係 る 保

有 個 人 情 報 が 存 在 し て い る か 否 か を 答 え る だ け

で 、 不 開 示 情 報 を 開 示 す る こ と と な る と き は 、 議

⾧ は 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 存 否 を 明 ら か に し な い

で、当該開 示請求を拒否するこ とができる。 

第八十一条 開 示 請 求 に 対 し 、 当 該 開 示 請 求 に 係 る

保 有 個 人 情 報 が 存 在 し て い る か 否 か を 答 え る だ け

で 、 不 開 示 情 報 を 開 示 す る こ と と な る と き は 、 行

政 機 関 の ⾧ 等 は 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 存 否 を 明 ら

か に し な い で 、 当 該 開 示 請 求 を 拒 否 す る こ と が で

きる。 

 

(参考：現行 条例第２２条) 

（開示請求に対する措置） （開示請求に対する措置）  

第２４条 議 ⾧ は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の

全 部 又 は 一 部 を 開 示 す る と き は 、 そ の 旨 の 決 定 を

し、開示請求者に 対し、そ の旨、開示する保有個人

情 報 の 利 用 目 的 及 び 開 示 の 実 施 に 関 し 議 ⾧ が 定 め

る 事 項 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば な ら な い 。 た

だ し 、 第 ５ 条 第 ２ 号 又 は 第 ３ 号 に 該 当 す る 場 合 に

おける当該 利用目的については 、この限り でない。 

第八十二条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 開 示 請 求 に 係 る 保

有 個 人 情 報 の 全 部 又 は 一 部 を 開 示 す る と き は 、 そ

の旨の決定 をし、開示請求者に対し、その旨、開示

す る 保 有 個 人 情 報 の 利 用 目 的 及 び 開 示 の 実 施 に 関

し 政 令 で 定 め る 事 項 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば

な ら な い 。 た だ し 、 第 六 十 二 条 第 二 号 又 は 第 三 号

に 該 当 す る 場 合 に お け る 当 該 利 用 目 的 に つ い て

は、この限 りでない。 

(参考：現行 条例第２３条) 

２ 議 ⾧ は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 全 部 を

開 示 し な い と き （ 前 条 の 規 定 に よ り 開 示 請 求 を 拒

否 す る と き 、 及 び 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 を

保有してい ないときを含む。）は、開示を しない旨

の 決 定 を し 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 そ の 旨 を 書 面 に

より通知し なければならない。  

２ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情

報 の 全 部 を 開 示 し な い と き （ 前 条 の 規 定 に よ り 開

示 請 求 を 拒 否 す る と き 、 及 び 開 示 請 求 に 係 る 保 有

個人情報を 保有していないと きを含む。）は、開示

を し な い 旨 の 決 定 を し 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 そ の

旨を書面に より通知しなけれ ばならない。 

(参考：現行 条例第２３条) 



                                                            

43 

 

（開示決定等の期限） （開示決定等の期限）  

第２５条 開 示 決 定 等 は 、 開 示 請 求 が あ っ た 日 か ら

１ ５ 日 以 内 に し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 第 １

９ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 補 正 を 求 め た 場 合 に あ っ

て は 、 当 該 補 正 に 要 し た 日 数 は 、 当 該 期 間 に 算 入

しない。 

第八十三条 開 示 決 定 等 は 、 開 示 請 求 が あ っ た 日 か

ら 三 十 日 以 内 に し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 第

七 十 七 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 補 正 を 求 め た 場 合 に

あ っ て は 、 当 該 補 正 に 要 し た 日 数 は 、 当 該 期 間 に

算入しない 。 

・現 行の条例では、開 示決定 の
期 限 が 15 日 以 内 と し て い
る 例 が 多 い が 、 開 示 決 定 期
限は 30 日以内であれ ば、個
人 情 報 保 護 法 の 施 行 条 例 で
各 地 方 公 共 団 体 が 定 め る こ
と が 許 容 さ れ て い る 。（  議
会 の 条 例 で 30 日 を 超 え る
期 間 と す る こ と は 可 能 だ
が 、 執 行 部 の 期 間 と 齟 齬 を
生じること となる。）。 

・現行どお り、15 日以内と す
る。 

(参考：現行 条例第２４条) 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 議 ⾧ は 、 事 務 処 理 上

の 困 難 そ の 他 正 当 な 理 由 が あ る と き は 、 同 項 に 規

定 す る 期 間 を ３ ０ 日 以 内 に 限 り 延 ⾧ す る こ と が で

きる。この場合に おいて、議⾧は、開示請求者に対

し 、 遅 滞 な く 、 延 ⾧ 後 の 期 間 及 び 延 ⾧ の 理 由 を 書

面により通 知しなければならな い。 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、

事 務 処 理 上 の 困 難 そ の 他 正 当 な 理 由 が あ る と き

は 、 同 項 に 規 定 す る 期 間 を 三 十 日 以 内 に 限 り 延 ⾧

す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 行 政 機 関

の⾧等は、開示請 求者に対し、遅滞なく、延⾧後の

期 間 及 び 延 ⾧ の 理 由 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば

ならない。  

・現行は「 開示請求があった
日から 60 日以内に限り延
⾧すること ができる」が、
第１項を「 15 日以内」とす
るため、延 ⾧後の期限は
「60 日」か ら「45 日」と
なる。 

(参考：現行 条例第２４条) 

（開示決定等の期限の特例） （開示決定等の期限の特例）  

第２６条 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 が 著 し く 大

量 で あ る た め 、 開 示 請 求 が あ っ た 日 か ら ４ ５ 日 以

内 に そ の 全 て に つ い て 開 示 決 定 等 を す る こ と に よ

り 事 務 の 遂 行 に 著 し い 支 障 が 生 ず る お そ れ が あ る

場合には、前条の 規定にかかわらず、議⾧は、開示

請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の う ち の 相 当 の 部 分 に つ

第八十四条 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 が 著 し く

大 量 で あ る た め 、 開 示 請 求 が あ っ た 日 か ら 六 十 日

以 内 に そ の 全 て に つ い て 開 示 決 定 等 を す る こ と に

よ り 事 務 の 遂 行 に 著 し い 支 障 が 生 ず る お そ れ が あ

る 場 合 に は 、 前 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 行 政 機 関

の ⾧ 等 は 、 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の う ち の

・開示決定期限の 特例 は 60 日
以 内 で あ れ ば 、 個 人 情 報 保
護 法 の 施 行 条 例 で 各 地 方 公
共 団 体 が 定 め る こ と が 許 容
されている 。（議会の 条例で
60 日 を 超 え る 期 間 と す る
こ と は 可 能 だ が 、 執 行 部 の
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き 当 該 期 間 内 に 開 示 決 定 等 を し 、 残 り の 保 有 個 人

情 報 に つ い て は 相 当 の 期 間 内 に 開 示 決 定 等 を す れ

ば足りる。この場 合において、議⾧は、同条第１項

に 規 定 す る 期 間 内 に 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 次 に 掲

げる事項を 書面により通知しな ければならない。  

相 当 の 部 分 に つ き 当 該 期 間 内 に 開 示 決 定 等 を し 、

残 り の 保 有 個 人 情 報 に つ い て は 相 当 の 期 間 内 に 開

示 決 定 等 を す れ ば 足 り る 。 こ の 場 合 に お い て 、 行

政機関の⾧ 等は、同条 第一項に規定する 期間内に、

開 示 請 求 者 に 対 し 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 書 面 に よ り

通知しなけ ればならない。 

期 間 と 齟 齬 を 生 じ る こ と と
なる。）。  

(参考：現行 条例第２４条) 

(1) この条の 規定を適用する旨及 びその理由 一  この条の規定を適 用する旨及びその 理由  

(2)  残 り の 保 有 個 人 情 報 に つ い て 開 示 決 定 等 を

する期限 

二  残 り の 保 有 個 人 情 報 に つ い て 開 示 決 定 等 を す

る期限 

 

２ 前条 の 規 定 に よ る 開 示 決 定 等 を し な け れ ば な ら

な い 期 間 に 、 議 ⾧ 及 び 副 議 ⾧ が と も に 欠 け て い る

期 間 が あ る と き は 、 当 該 期 間 の 日 数 は 、 同 条 の 期

間に算入し ない。 

 ・ 議 ⾧ 及 び 副 議 ⾧ が と も に 欠
けている（具体的に は 、任期
満了、議会の解散 等を想定） 
期 間 中 は 、 処 分 庁 が 存 在 せ
ず 、 処 分 を す る こ と が 不 可
能 な た め 、 当 該 期 間 の 日 数
は 、 標 準 処 理 期 間 に 算 定 し
ない（ 議⾧のみが欠けてい
るときは、地方自治法 第 106
条第 1 項の規定により副議
⾧が処分庁 となる。）。なお、
議 ⾧ に 事 故 が あ る 場 合 は 、
処 分 庁 は 存 在 し て お り 、 処
分 を す る こ と が 不 可 能 と は
い え な い た め 、 標 準 処 理 期
間に算入す る。 

 （事案の移送）  

 第八十五条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 開 示 請 求 に 係 る 保

有 個 人 情 報 が 当 該 行 政 機 関 の ⾧ 等 が 属 す る 行 政 機

関 等 以 外 の 行 政 機 関 等 か ら 提 供 さ れ た も の で あ る

・移 送については、執 行機関 の
条 例 に お い て 規 定 を 設 け 、
か つ 、 本 条 例 に お い て 規 定
を 設 け る こ と が 必 要 と な る
が、行政課担当者 としては、
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と き 、 そ の 他 他 の 行 政 機 関 の ⾧ 等 に お い て 開 示 決

定 等 を す る こ と に つ き 正 当 な 理 由 が あ る と き は 、

当 該 他 の 行 政 機 関 の ⾧ 等 と 協 議 の 上 、 当 該 他 の 行

政 機 関 の ⾧ 等 に 対 し 、 事 案 を 移 送 す る こ と が で き

る 。 こ の 場 合 に お い て は 、 移 送 を し た 行 政 機 関 の

⾧ 等 は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 事 案 を 移 送 し た 旨 を

書面により 通知しなければな らない。 

条 例 で 移 送 の 規 定 を 設 け る
こ と は 、 執 行 機 関 の 条 例 に
お い て も 、 法 律 上 困 難 で は
な い か と の 意 見 あ り 、 条 例
に規定しな いこととする。 

 ２ 前 項 の 規 定 に よ り 事 案 が 移 送 さ れ た と き は 、 移

送 を 受 け た 行 政 機 関 の ⾧ 等 に お い て 、 当 該 開 示 請

求 に つ い て の 開 示 決 定 等 を し な け れ ば な ら な い 。

こ の 場 合 に お い て 、 移 送 を し た 行 政 機 関 の ⾧ 等 が

移 送 前 に し た 行 為 は 、 移 送 を 受 け た 行 政 機 関 の ⾧

等がしたも のとみなす。 

 

 ３ 前 項 の 場 合 に お い て 、 移 送 を 受 け た 行 政 機 関 の

⾧ 等 が 第 八 十 二 条 第 一 項 の 決 定 （ 以 下 こ の 節 に お

いて「開示決定」という。）をしたとき は、当該行

政 機 関 の ⾧ 等 は 、 開 示 の 実 施 を し な け れ ば な ら な

い 。 こ の 場 合 に お い て 、 移 送 を し た 行 政 機 関 の ⾧

等 は 、 当 該 開 示 の 実 施 に 必 要 な 協 力 を し な け れ ば

ならない。  

 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） （第三者に対する意見書提出の機会の付与等）  

第２７条 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 に 国 、 独 立

行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 、 地 方 独 立 行 政 法 人 及

び 開 示 請 求 者 以 外 の 者 （ 以 下 こ の 条 、 第 ４ ５ 条 第

２ 項 第 ３ 号 及 び 第 ４ ６ 条 に お い て 「 第 三 者 」 と い

第八十六条 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 に 国 、 独

立 行 政 法 人 等 、 地 方 公 共 団 体 、 地 方 独 立 行 政 法 人

及 び 開 示 請 求 者 以 外 の 者 （ 以 下 こ の 条 、 第 百 五 条

第 二 項 第 三 号 及 び 第 百 七 条 第 一 項 に お い て 「 第 三

・ 情 報 公 開 条 例 の 第 三 者 意 見
提 出 の 機 会 の 付 与 等 と の 整
合性を取る 必要あり（ 個人
情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 に
つ い て の 事 務 対 応 ガ イ ド
「 情 報 公 開 条 例 の 改 正 を 行
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う。）に関する 情報が 含まれてい るときは、議⾧は、

開 示 決 定 等 を す る に 当 た っ て 、 当 該 情 報 に 係 る 第

三 者 に 対 し 、 議 ⾧ が 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 第

三 者 に 関 す る 情 報 の 内 容 そ の 他 議 ⾧ が 定 め る 事 項

を 通 知 し て 、 意 見 書 を 提 出 す る 機 会 を 与 え る こ と

ができる。  

者」という。）に関する 情報が含まれてい るときは、

行政機関の ⾧等は、開 示決定等をするに 当たって、

当 該 情 報 に 係 る 第 三 者 に 対 し 、 政 令 で 定 め る と こ

ろ に よ り 、 当 該 第 三 者 に 関 す る 情 報 の 内 容 そ の 他

政 令 で 定 め る 事 項 を 通 知 し て 、 意 見 書 を 提 出 す る

機会を与え ることができる。  

う 場 合 の 条 文 の イ メ ー ジ 」
参照）。  

(参考：現行 条例第２５条) 

２ 議⾧は、次の各号 のい ずれかに該当する ときは、

第 ２ ４ 条 第 １ 項 の 決 定 （ 以 下 こ の 章 に お い て 「 開

示決定」と いう。）に 先立ち、当該第三 者に対し、

議 ⾧ が 定 め る と こ ろ に よ り 、 開 示 請 求 に 係 る 当 該

第 三 者 に 関 す る 情 報 の 内 容 そ の 他 議 ⾧ が 定 め る 事

項 を 書 面 に よ り 通 知 し て 、 意 見 書 を 提 出 す る 機 会

を 与 え な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 当 該 第 三 者 の

所在が判明 しない場合は、この 限りでない。 

２ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当

す る と き は 、 開 示 決 定 に 先 立 ち 、 当 該 第 三 者 に 対

し 、 政 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 開 示 請 求 に 係 る

当 該 第 三 者 に 関 す る 情 報 の 内 容 そ の 他 政 令 で 定 め

る 事 項 を 書 面 に よ り 通 知 し て 、 意 見 書 を 提 出 す る

機 会 を 与 え な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 当 該 第 三

者の所在が 判明しない場合は 、この限りでない。  

 

(1)  第 三 者 に 関 す る 情 報 が 含 ま れ て い る 保 有 個

人 情 報 を 開 示 し よ う と す る 場 合 で あ っ て 、 当 該

第 三 者 に 関 す る 情 報 が 第 ２ ０ 条 第 ２ 号 イ 又 は 同

条 第 ３ 号 た だ し 書 に 規 定 す る 情 報 に 該 当 す る と

認められる とき。 

一  第 三 者 に 関 す る 情 報 が 含 ま れ て い る 保 有 個 人

情 報 を 開 示 し よ う と す る 場 合 で あ っ て 、 当 該 第

三 者 に 関 す る 情 報 が 第 七 十 八 条 第 一 項 第 二 号 ロ

又 は 同 項 第 三 号 た だ し 書 に 規 定 す る 情 報 に 該 当

すると認め られるとき。 

 

(2)  第 三 者 に 関 す る 情 報 が 含 ま れ て い る 保 有 個

人 情 報 を 第 ２ ２ 条 の 規 定 に よ り 開 示 し よ う と す

るとき。 

二  第 三 者 に 関 す る 情 報 が 含 ま れ て い る 保 有 個 人

情 報 を 第 八 十 条 の 規 定 に よ り 開 示 し よ う と す る

とき。 

 

３ 議 ⾧ は 、 前 ２ 項 の 規 定 に よ り 意 見 書 の 提 出 の 機

会 を 与 え ら れ た 第 三 者 が 当 該 第 三 者 に 関 す る 情 報

の 開 示 に 反 対 の 意 思 を 表 示 し た 意 見 書 を 提 出 し た

３ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 前 二 項 の 規 定 に よ り 意 見 書

の 提 出 の 機 会 を 与 え ら れ た 第 三 者 が 当 該 第 三 者 に

関 す る 情 報 の 開 示 に 反 対 の 意 思 を 表 示 し た 意 見 書

(参考：現行 条例第２５条) 
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場 合 に お い て 、 開 示 決 定 を す る と き は 、 開 示 決 定

の 日 と 開 示 を 実 施 す る 日 と の 間 に 少 な く と も ２ 週

間 を 置 か な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、

議⾧は、開示決定 後直ちに、当該意見書（第４５条

において「反対意見書」と いう。）を提出し た第三

者 に 対 し 、 開 示 決 定 を し た 旨 及 び そ の 理 由 並 び に

開 示 を 実 施 す る 日 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば な

らない。 

を提出した 場合において、開示決定をする ときは、

開 示 決 定 の 日 と 開 示 を 実 施 す る 日 と の 間 に 少 な く

と も 二 週 間 を 置 か な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に

おいて、行政機関 の⾧等は、開示決定後直ちに 、当

該 意 見 書 （ 第 百 五 条 に お い て 「 反 対 意 見 書 」 と い

う。）を 提出した第三 者に 対し、開示決定をした旨

及 び そ の 理 由 並 び に 開 示 を 実 施 す る 日 を 書 面 に よ

り通知しな ければならない。  

 

 

（開示の実施） （開示の実施）  

第２８条 保有個人情 報の開示は、当該 保有個人情

報が、文書 又は図画に記録され ているときは閲覧

又は写しの 交付により、電磁的 記録に記録されて

いるときは その種別、情報化の 進展状況等を勘案

して議⾧が 定める方法により行 う。ただし、閲覧

の方法によ る保有個人情報の開 示にあっては、議

⾧は、当該 保有個人情報が記録 されている文書又

は図画の保 存に支障を生ずるお それがあると認め

るとき、そ の他正当な理由があ るときは、その写

しにより、 これを行うことがで きる。 

第八十七条 保有個人 情報の開示は、当該 保有個人

情報が、文 書又は図画に記録 されているときは閲

覧又は写し の交付により、電 磁的記録に記録され

ているとき はその種別、情報 化の進展状況等を勘

案して行政 機関等が定める方 法により行う。ただ

し、閲覧の 方法による保有個 人情報の開示にあっ

ては、行政 機関の⾧等は、当 該保有個人情報が記

録されてい る文書又は図画の 保存に支障を生ずる

おそれがあ ると認めるとき、 その他正当な理由が

あるときは 、その写しにより 、これを行うことが

できる。 

(参考：現行 条例第２６条) 

２ 議⾧は、前 項の 規定に基づく 電磁的記録につい

ての開示の 方法に関する定めを 一般の閲覧に供し

なければな らない。 

２ 行政機関等 は、 前項の規定に 基づく電磁的記録

についての 開示の方法に関す る定めを一般の閲覧

に供しなけ ればならない。 
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３ 開示決定に 基づ き保有個人情 報の開示を受ける

者は、議⾧ が定めるところによ り、議⾧に対し、

その求める 開示の実施の方法等 を申し出なければ

ならない。  

３ 開示決定に 基づ き保有個人情 報の開示を受ける

者は、政令 で定めるところに より、当該開示決定

をした行政 機関の⾧等に対し 、その求める開示の

実施の方法 その他の政令で定 める事項を申し出な

ければなら ない。 

・実 施の方法その他の「政令 で
定 め る 事 項 」 に つ い て は 、
「 議 ⾧ が 定 め る と こ ろ に よ
り」「申 し出なければ ならな
い 」 の 中 に 含 ま れ る と 考 え
ら れ る た め 、 文 言 整 理 。 な
お、「政 令で定めると ころに
より」及び「政令で定 める事
項 」 が 同 じ 項 中 に 存 在 す る
条 項 は 、 他 に 第 １ ７ 条 第 １  
項 並 び に 第 ２ ７ 条 第 １ 項 及
び第２項が 存するが、「政令
で定める事 項」が、第 １７条
第 １ 項 で は 個 人 情 報 フ ァ イ
ル 簿 の 記 載 事 項 を 定 義 す る
内 容 で あ る た め 、 第 ２ ７ 条
第 １ 項 及 び 第 ２ 項 で は 「 議
⾧ が 定 め る と こ ろ に よ り 」
と 別 の 箇 所 に か か る た め 、
維持するこ ととした。 

４ 前 項 の 規 定 に よ る 申 出 は 、 第 ２ ４ 条 第 １ 項 に 規

定 す る 通 知 が あ っ た 日 か ら ３ ０ 日 以 内 に し な け れ

ば な ら な い 。 た だ し 、 当 該 期 間 内 に 当 該 申 出 を す

る こ と が で き な い こ と に つ き 正 当 な 理 由 が あ る と

きは、この 限りでない。 

４ 前 項 の 規 定 に よ る 申 出 は 、 第 八 十 二 条 第 一 項 に

規 定 す る 通 知 が あ っ た 日 か ら 三 十 日 以 内 に し な け

れ ば な ら な い 。 た だ し 、 当 該 期 間 内 に 当 該 申 出 を

す る こ と が で き な い こ と に つ き 正 当 な 理 由 が あ る

ときは、こ の限りでない。 

・申出期限は 30 日以内であ れ
ば 、 個 人 情 報 保 護 法 の 施 行
条 例 で 各 地 方 公 共 団 体 が 定
め る こ と が 許 容 さ れ て い
る。（議会の条例で 30 日を
超 え る 期 間 と す る こ と は 可
能 だ が 、 執 行 機 関 の 期 間 と
齟 齬 を 生 じ る こ と と な
る。）。  

（他の法令による開示の実施との調整） （他の法令による開示の実施との調整）  

第２９条 議⾧は、他の法令 の規定により、開示請求

者 に 対 し 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 が 前 条 第 １

項 本 文 に 規 定 す る 方 法 と 同 一 の 方 法 で 開 示 す る こ

第八十八条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 他 の 法 令 の 規 定 に

よ り 、 開 示 請 求 者 に 対 し 開 示 請 求 に 係 る 保 有 個 人

情 報 が 前 条 第 一 項 本 文 に 規 定 す る 方 法 と 同 一 の 方

(類似：現行 条例第４２条②) 
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と と さ れ て い る 場 合 （ 開 示 の 期 間 が 定 め ら れ て い

る場合にあ っては、当該期間 内に限る。）に は、同

項 本 文 の 規 定 に か か わ ら ず 、 当 該 保 有 個 人 情 報 に

ついては、当該同一の 方法による開示を行 わない。

た だ し 、 当 該 他 の 法 令 の 規 定 に 一 定 の 場 合 に は 開

示 を し な い 旨 の 定 め が あ る と き は 、 こ の 限 り で な

い。 

法 で 開 示 す る こ と と さ れ て い る 場 合 （ 開 示 の 期 間

が 定 め ら れ て い る 場 合 に あ っ て は 、 当 該 期 間 内 に

限る。）には、同 項本 文の規定にか かわらず、当該

保 有 個 人 情 報 に つ い て は 、 当 該 同 一 の 方 法 に よ る

開 示 を 行 わ な い 。 た だ し 、 当 該 他 の 法 令 の 規 定 に

一 定 の 場 合 に は 開 示 を し な い 旨 の 定 め が あ る と き

は、この限 りでない。 

２ 他の法令の 規定 に定める開示 の方法が縦覧であ

るときは、 当該縦覧を前条第１ 項本文の閲覧とみ

なして、前 項の規定を適用する 。 

２ 他の法令の 規定 に定める開示 の方法が縦覧であ

るときは、 当該縦覧を前条第 一項本文の閲覧とみ

なして、前 項の規定を適用す る。 

 

（開示請求の手数料） （手数料）  

第３０条 開示請求に 係る手数料は、無料 とする。

議⾧に対し 開示請求をする者は 、手数料として開

示請求に係 る保有個人情報が記 録されている公文

書 1 件当たり〇〇円を納 めなければならな い。 

２ 第２８ 条の規定により、 写しの交付を受ける 者

は、議⾧が 定めるところによ り、当該写しの作成

その他の交 付に要する費用を 負担しなければなら

ない。 

第八十九条 

２  地 方 公 共 団 体 の 機 関 に 対 し 開 示 請 求 を す る 者

は 、 条 例 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 実 費 の 範 囲 内 に

お い て 条 例 で 定 め る 額 の 手 数 料 を 納 め な け れ ば な

らない。 

３ 前 二 項 の 手 数 料 の 額 を 定 め る に 当 た っ て は 、 で

き る 限 り 利 用 し や す い 額 と す る よ う 配 慮 し な け れ

ばならない 。 

個 人 情 報 保 護 法 の 施 行 に 係 る 関 係 条 例 の 条 文 イ メ ー

ジ（個人情報の保護に関する法律についての事務対応

ガイド［令和３年１１月時点暫定版］） 

（開示請求に係る手数料） 

第六条 法 第 八 十 九 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 納 付 し な

け れ ば な ら な い 手 数 料 の 額 は 、 開 示 請 求 に 係 る 保

・ 執 行 機 関 側 の 手 数 料 と の 調
整が必要。  

・本条例中に規 定せず、手 数料
条 例 中 に 規 定 す る 方 法 も あ
る。 

・ 現 行 の 個 人 情 報 保 護 条 例 で
は 手 数 料 は 無 料 と し 、 写 し
の 交 付 等 に 係 る 実 費 の み 徴
収 し て い る 地 方 公 共 団 体 が
多い。無料とする場 合は、保
有 特 定 個 人 情 報 に 関 す る 読
み 替 え 規 定 第 １ ２ 条 中 の 第
３ ０ 条 の 読 み 替 え は 必 要 な
く な る （ 第 ３ ０ 条 の 規 定 を
設 け な い こ と も 考 え ら れ
る。）。  

・法第 89 条が「実費の範 囲内
に お い て 」 と 規 定 し て い る
が 、 法 の 適 用 が あ る 地 方 公
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有 個 人 情 報 が 記 録 さ れ て い る 地 方 公 共 団 体 等 行 政

文書一件当 たり〇〇円とする 。 

共 団 体 の 機 関 に お い て 、 コ
ピ ー 代 や 記 録 媒 体 の 費 用 等
の 実 費 に つ い て 、 開 示 請 求
の 手 数 料 と は 別 に 徴 収 す る
ことは可能 。 

・現行どおり、手数料は無 料と
し、写しの交付に 要す る実費
の負担に係 る規定を設ける。 

(参考：現行 条例第３９条) 

    第２節 訂正      第二款 訂正  

（訂正請求権） （訂正請求権）  

第３１条 何 人 も 、 自 己 を 本 人 と す る 保 有 個 人 情 報

（次に掲げ るものに限る。第３ ８条第 1 項におい

て同じ。）の内容が事 実でないと思料す るときは、

こ の 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 議 ⾧ に 対 し 、 当

該 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 （ 追 加 又 は 削 除 を 含 む 。 以

下 こ の 章 に お い て 同 じ 。） を 請 求 す る こ と が で き

る 。 た だ し 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 に 関 し て 他

の 法 令 の 規 定 に よ り 特 別 の 手 続 が 定 め ら れ て い る

ときは、こ の限りでない。 

第九十条 何 人 も 、 自 己 を 本 人 と す る 保 有 個 人 情 報

（ 次 に 掲 げ る も の に 限 る 。 第 九 十 八 条 第 一 項 に お

い て 同 じ 。） の 内 容 が 事 実 で な い と 思 料 す る と き

は 、 こ の 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 保 有 個

人 情 報 を 保 有 す る 行 政 機 関 の ⾧ 等 に 対 し 、 当 該 保

有 個 人 情 報 の 訂 正 （ 追 加 又 は 削 除 を 含 む 。 以 下 こ

の節におい て同じ。）を請 求することができる 。た

だ し 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 に 関 し て 他 の 法 令

の 規 定 に よ り 特 別 の 手 続 が 定 め ら れ て い る と き

は、この限 りでない。 

(参考：現行 条例第２８条) 

(1)  開 示 決 定 に 基 づ き 開 示 を 受 け た 保 有 個 人 情

報 

一 開示決 定に基づき開示を受 けた保有個人情報   

(2) 開示決定 に係る保有個人情報 であって、第２

９ 条 第 １ 項 の 他 の 法 令 の 規 定 に よ り 開 示 を 受 け

たもの 

二  開 示 決 定 に 係 る 保 有 個 人 情 報 で あ っ て 、 第 八

十 八 条 第 一 項 の 他 の 法 令 の 規 定 に よ り 開 示 を 受

けたもの 
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２ 代 理 人 は 、 本 人 に 代 わ っ て 前 項 の 規 定 に よ る 訂

正 の 請 求 （ 以 下 こ の 章 及 び 第 ４ ８ 条 に お い て 「 訂

正請求」と いう。）を することができる 。 

２ 代 理 人 は 、 本 人 に 代 わ っ て 前 項 の 規 定 に よ る 訂

正 の 請 求 （ 以 下 こ の 節 及 び 第 百 二 十 七 条 に お い て

「訂正請求 」という。）をすることがで きる。 

(参考：現行 条例第２８条) 

３ 訂 正 請 求 は 、 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 受 け た 日 か

ら９０日以 内にしなければなら ない。 

３ 訂 正 請 求 は 、 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 受 け た 日 か

ら九十日以 内にしなければな らない。 

・訂正請求期限は 90 日以内 で
あ れ ば 、 個 人 情 報 保 護 法 の
施 行 条 例 で 各 地 方 公 共 団 体
が 定 め る こ と が 許 容 さ れ て
いる。（議会の条例で 90 日
を 超 え る 期 間 と す る こ と は
可 能 だ が 、 執 行 機 関 の 期 間
と 齟 齬 を 生 じ る こ と と な
る。）。  

(参考：現行 条例第２８条) 

（訂正請求の手続） （訂正請求の手続）  

第３２条 訂 正 請 求 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た

書面（第３項において「訂正請求書」という。）を

議⾧に提出 してしなければなら ない。 

第九十一条 訂 正 請 求 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し

た書面（第 三項において「訂 正請求書」という。）

を 行 政 機 関 の ⾧ 等 に 提 出 し て し な け れ ば な ら な

い。 

(参考：現行 条例第２９条) 

(1) 訂正請求 をする者の氏名及び 住所又は居所 一  訂正請求をする者 の氏名及び住所又 は居所 (参考：現行 条例第２９条) 

(2)  訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 受 け

た 日 そ の 他 当 該 保 有 個 人 情 報 を 特 定 す る に 足 り

る事項 

二  訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 受 け た

日 そ の 他 当 該 保 有 個 人 情 報 を 特 定 す る に 足 り る

事項 

(参考：現行 条例第２９条) 

(3) 訂正請求 の趣旨及び理由 三  訂正請求の趣旨及 び理由 (参考：現行 条例第２９条) 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 訂 正 請 求 を す る 者 は 、 議

⾧ が 定 め る と こ ろ に よ り 、 訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個

人 情 報 の 本 人 で あ る こ と （ 前 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ

る 訂 正 請 求 に あ っ て は 、 訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個 人

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 訂 正 請 求 を す る 者 は 、 政

令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個

人 情 報 の 本 人 で あ る こ と （ 前 条 第 二 項 の 規 定 に よ

る 訂 正 請 求 に あ っ て は 、 訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個 人

(参考：現行 条例第２９条) 
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情 報 の 本 人 の 代 理 人 で あ る こ と ） を 示 す 書 類 を 提

示し、又は 提出しなければなら ない。 

情 報 の 本 人 の 代 理 人 で あ る こ と ） を 示 す 書 類 を 提

示し、又は 提出しなければな らない。 

３ 議⾧は、訂 正請 求書に形式上 の不備があると認

めるときは 、訂正請求をした者 （以下この章にお

いて「訂正 請求者」という。）に対し、相 当の期

間を定めて 、その補正を求める ことができる。 

３ 行政機関の ⾧等 は、訂正請求 書に形式上の不備

があると認 めるときは、訂正 請求をした者（以下

この節にお いて「訂正請求者 」という。） に対

し、相当の 期間を定めて、そ の補正を求めること

ができる。  

(参考：現行 条例第２９条) 

（保有個人情報の訂正義務） （保有個人情報の訂正義務）  

第３３条 議⾧は、訂正 請求があった場合に おいて、

当 該 訂 正 請 求 に 理 由 が あ る と 認 め る と き は 、 当 該

訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 利 用 目 的 の 達 成 に

必 要 な 範 囲 内 で 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 を し な

ければなら ない。 

第九十二条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 訂 正 請 求 が あ っ た

場 合 に お い て 、 当 該 訂 正 請 求 に 理 由 が あ る と 認 め

る と き は 、 当 該 訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 利

用 目 的 の 達 成 に 必 要 な 範 囲 内 で 、 当 該 保 有 個 人 情

報の訂正を しなければならな い。 

(参考：現行 条例第３３条) 

（訂正請求に対する措置） （訂正請求に対する措置）  

第３４条 議 ⾧ は 、 訂 正 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の

訂 正 を す る と き は 、 そ の 旨 の 決 定 を し 、 訂 正 請 求

者 に 対 し 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば な

らない。 

第九十三条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 訂 正 請 求 に 係 る 保

有 個 人 情 報 の 訂 正 を す る と き は 、 そ の 旨 の 決 定 を

し 、 訂 正 請 求 者 に 対 し 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知

しなければ ならない。 

(参考：現行 条例第３１条) 

２ 議⾧は、訂 正請 求に係る保有 個人情報の訂正を

しないとき は、その旨の決定を し、訂正請求者に

対し、その 旨を書面により通知 しなければならな

い。 

２ 行政機関の ⾧等 は、訂正請求 に係る保有個人情

報の訂正を しないときは、そ の旨の決定をし、訂

正請求者に 対し、その旨を書 面により通知しなけ

ればならな い。 

(参考：現行 条例第３１条) 

（訂正決定等の期限） （訂正決定等の期限）  

第３５条 前条各項の 決定（以下「訂正決定等」とい

う。）は 、訂正 請求が あった日か ら３０日以内にし

第九十四条 前 条 各 項 の 決 定 （ 以 下 こ の 節 に お い て

「訂正決定 等」という。）は、訂正 請求があ った日

・訂正決定 期限は 30 日以内
であれば、 個人情報保護法
の施行条例 で各地方公共団
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な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 第 ３ ２ 条 第 ３ 項 の 規

定 に よ り 補 正 を 求 め た 場 合 に あ っ て は 、 当 該 補 正

に要した日 数は、当該期間に算 入しない。 

か ら 三 十 日 以 内 に し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、

第 九 十 一 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 補 正 を 求 め た 場 合

に あ っ て は 、 当 該 補 正 に 要 し た 日 数 は 、 当 該 期 間

に算入しな い。 

体が定める ことが許容され
ている。（議会の条例 で 30 
日を超える 期間とすること
は可能だが 、執行機関の期
間と齟齬を 生じることとな
る。）。  

(参考：現行 条例第３２条) 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 議 ⾧ は 、 事 務 処 理 上

の 困 難 そ の 他 正 当 な 理 由 が あ る と き は 、 同 項 に 規

定 す る 期 間 を ３ ０ 日 以 内 に 限 り 延 ⾧ す る こ と が で

きる。この場合に おいて、議⾧は、訂正請求者に対

し 、 遅 滞 な く 、 延 ⾧ 後 の 期 間 及 び 延 ⾧ の 理 由 を 書

面により通 知しなければならな い。 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、

事 務 処 理 上 の 困 難 そ の 他 正 当 な 理 由 が あ る と き

は 、 同 項 に 規 定 す る 期 間 を 三 十 日 以 内 に 限 り 延 ⾧

す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 行 政 機 関

の⾧等は、訂正請 求者に対し、遅滞なく、延⾧後の

期 間 及 び 延 ⾧ の 理 由 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば

ならない。  

・延⾧期間は 30 日以内であ れ
ば 、 個 人 情 報 保 護 法 の 施 行
条 例 で 各 地 方 公 共 団 体 が 定
め る こ と が 許 容 さ れ て い
る。（議会の条例で 30 日を
超 え る 期 間 と す る こ と は 可
能 だ が 、 執 行 機 関 の 期 間 と
齟 齬 を 生 じ る こ と と な
る。）。  

(参考：現行 条例第３２条) 

（訂正決定等の期限の特例） （訂正決定等の期限の特例）  

第３６条 議⾧は、訂 正決定等に特に⾧ 期間を要す

ると認める ときは、前条の規定 にかかわらず、相

当の期間内 に訂正決定等をすれ ば足りる。この場

合において 、議⾧は、同条第１ 項に規定する期間

内に、訂正 請求者に対し、次に 掲げる事項を書面

により通知 しなければならない 。 

第九十五条 行政機関 の⾧等は、訂正決定 等に特に

⾧期間を要 すると認めるとき は、前条の規定にか

かわらず、 相当の期間内に訂 正決定等をすれば足

りる。この 場合において、行 政機関の⾧等は、同

条第一項に 規定する期間内に 、訂正請求者に対

し、次に掲 げる事項を書面に より通知しなければ

ならない。  

(参考：現行 条例第３２条) 

(1) この条の 規定を適用する旨及 びその理由 一  この条の規定を適 用する旨及びその 理由 (参考：現行 条例第３２条) 

(2) 訂正決定 等をする期限 二  訂正決定等をする 期限 (参考：現行 条例第３２条) 

２ 前条の規定に よる訂正決定等を しなければなら

ない期間に 、議⾧及び副議⾧が ともに欠けている

 

 

・第 26 条第 2 項参照 。 
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期間がある ときは、当該期間の 日数は、同条の期

間に算入し ない。 

 （事案の移送）  

 第九十六条 行政機関の⾧ 等は、訂正請求に 係る保

有個人情報 が第八十五条第三 項の規定に基づく開

示に係るも のであるとき、そ の他他の行政機関の

⾧等におい て訂正決定等をす ることにつき正当な

理由がある ときは、当該他の 行政機関の⾧等と協

議の上、当 該他の行政機関の ⾧等に対し、事案を

移送するこ とができる。この 場合においては、移

送をした行 政機関の⾧等は、 訂正請求者に対し、

事案を移送 した旨を書面によ り通知しなければな

らない。 

・移送につ いては、法の規定
の限界上、 規定しないこと
とする。 

 ２ 前 項 の 規 定 に よ り 事 案 が 移 送 さ れ た と き は 、 移

送 を 受 け た 行 政 機 関 の ⾧ 等 に お い て 、 当 該 訂 正 請

求 に つ い て の 訂 正 決 定 等 を し な け れ ば な ら な い 。

こ の 場 合 に お い て 、 移 送 を し た 行 政 機 関 の ⾧ 等 が

移 送 前 に し た 行 為 は 、 移 送 を 受 け た 行 政 機 関 の ⾧

等がしたも のとみなす。 

 

 ３ 前 項 の 場 合 に お い て 、 移 送 を 受 け た 行 政 機 関 の

⾧ 等 が 第 九 十 三 条 第 一 項 の 決 定 （ 以 下 こ の 項 及 び

次条におい て「訂 正決定」という。）をした ときは、

移 送 を し た 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 当 該 訂 正 決 定 に 基

づき訂正の 実施をしなければ ならない。 
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（保有個人情報の提供先への通知） （保有個人情報の提供先への通知）  

第３７条 議⾧は、第 ３４条第１項の決 定に基づく

保有個人情 報の訂正の実施をし た場合において、

必要がある と認めるときは、当 該保有個人情報の

提供先に対 し、遅滞なく、その 旨を書面により通

知するもの とする。 

第九十七条 行政機関 の⾧等は、訂正決定 に基づく

保有個人情 報の訂正の実施を した場合において、

必要がある と認めるときは、 当該保有個人情報の

提供先に対 し、遅滞なく、そ の旨を書面により通

知するもの とする。 

(参考：現行 条例第３３条) 

    第３節 利用停止      第三款 利用停止  

（利用停止請求権） （利用停止請求権）  

第３８条 何 人 も 、 自 己 を 本 人 と す る 保 有 個 人 情 報

が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 思 料 す る と き

は、この条例の定 めるところにより、議⾧ に対し、

当 該 各 号 に 定 め る 措 置 を 請 求 す る こ と が で き る 。

た だ し 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 利 用 の 停 止 、 消 去 又

は提供の停 止（以 下この章において「利用停止 」と

いう。）に関し て他の 法令の規定 により特別の手続

が定められ ているときは、この 限りでない。 

第九十八条 何 人 も 、 自 己 を 本 人 と す る 保 有 個 人 情

報 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 思 料 す る と

き は 、 こ の 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 保 有

個 人 情 報 を 保 有 す る 行 政 機 関 の ⾧ 等 に 対 し 、 当 該

各 号 に 定 め る 措 置 を 請 求 す る こ と が で き る 。 た だ

し 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 利 用 の 停 止 、 消 去 又 は 提

供 の 停 止 （ 以 下 こ の 節 に お い て 「 利 用 停 止 」 と い

う。）に関して 他の法 令の規定に より特別の手続が

定められて いるときは、この 限りでない。 

(参考：現行 条例第３４条) 

(1)  第 ４ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 違 反 し て 保 有 さ れ て

い る と き 、 第 ６ 条 の 規 定 に 違 反 し て 取 り 扱 わ れ

て い る と き 、 第 ７ 条 の 規 定 に 違 反 し て 取 得 さ れ

た も の で あ る と き 、 又 は 第 １ ２ 条 第 １ 項 及 び 第

２ 項 の 規 定 に 違 反 し て 利 用 さ れ て い る と き  当

該保有個人 情報の利用の停止又 は消去 

一  第 六 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に 違 反 し て 保 有 さ れ

て い る と き 、 第 六 十 三 条 の 規 定 に 違 反 し て 取 り

扱 わ れ て い る と き 、 第 六 十 四 条 の 規 定 に 違 反 し

て 取 得 さ れ た も の で あ る と き 、 又 は 第 六 十 九 条

第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に 違 反 し て 利 用 さ れ て

い る と き  当 該 保 有 個 人 情 報 の 利 用 の 停 止 又 は

消去 
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(2)  第 １ ２ 条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 の 規 定 に 違 反 し

て 提 供 さ れ て い る と き  当 該 保 有 個 人 情 報 の 提

供の停止 

二  第 六 十 九 条 第 一 項 及 び 第 二 項 又 は 第 七 十 一 条

第 一 項 の 規 定 に 違 反 し て 提 供 さ れ て い る と き 

当該保有個 人情報の提供の停止  

(参考：現行 条例第３４条) 

２ 代 理 人 は 、 本 人 に 代 わ っ て 前 項 の 規 定 に よ る 利

用 停 止 の 請 求 （ 以 下 こ の 章 及 び 第 ４ ８ 条 に お い て

「利用停止 請求」という。）をすることが できる。 

２ 代 理 人 は 、 本 人 に 代 わ っ て 前 項 の 規 定 に よ る 利

用 停 止 の 請 求 （ 以 下 こ の 節 及 び 第 百 二 十 七 条 に お

いて「利 用停止請求」と いう。）をすること ができ

る。 

(参考：現行 条例第３４条) 

３ 利 用 停 止 請 求 は 、 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 受 け た

日から９０ 日以内にしなければ ならない。 

３ 利 用 停 止 請 求 は 、 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 受 け た

日から九十 日以内にしなけれ ばならない。 

・利用停止 請求の期限は 90 日
以 内 で あ れ ば 、 個 人 情 報 保
護 法 の 施 行 条 例 で 各 地 方 公
共 団 体 が 定 め る こ と が 許 容
さ れ て い る 。（  議 会 の 条 例
で 90 日 を超える期間とする
こ と は 可 能 だ が 、 執 行 機 関
の 期 間 と 齟 齬 を 生 じ る こ と
となる。）。  

(参考：現行 条例第３４条) 

（利用停止請求の手続） （利用停止請求の手続）  

第３９条 利 用 停 止 請 求 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載

した書面（第３項 において「利用停止請求書」とい

う。）を議⾧に提出し てしなければなら ない。 

第九十九条 利 用 停 止 請 求 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記

載した書面（第三 項において「利用停止請求書 」と

いう。）を行政 機関の ⾧等に提出 してしなければな

らない。 

(参考：現行 条例第３５条) 

(1)  利 用 停 止 請 求 を す る 者 の 氏 名 及 び 住 所 又 は

居所 

一  利 用 停 止 請 求 を す る 者 の 氏 名 及 び 住 所 又 は 居

所 

(参考：現行 条例第３５条) 

(2)  利 用 停 止 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を

受 け た 日 そ の 他 当 該 保 有 個 人 情 報 を 特 定 す る に

足りる事項  

二  利 用 停 止 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 受

け た 日 そ の 他 当 該 保 有 個 人 情 報 を 特 定 す る に 足

りる事項 

(参考：現行 条例第３５条) 

(3) 利用停止 請求の趣旨及び理由  三  利用停止請求の趣 旨及び理由 (参考：現行 条例第３５条) 



                                                            

57 

 

２ 前項の場合 にお いて、利用停止請求を す る者は、

議 ⾧ が 定 め る と こ ろ に よ り 、 利 用 停 止 請 求 に 係 る

保 有 個 人 情 報 の 本 人 で あ る こ と （ 前 条 第 ２ 項 の 規

定 に よ る 利 用 停 止 請 求 に あ っ て は 、 利 用 停 止 請 求

に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 本 人 の 代 理 人 で あ る こ と ）

を 示 す 書 類 を 提 示 し 、 又 は 提 出 し な け れ ば な ら な

い。 

２ 前項の場合 にお いて、利用停止請求を す る者は、

政 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 利 用 停 止 請 求 に 係 る

保 有 個 人 情 報 の 本 人 で あ る こ と （ 前 条 第 二 項 の 規

定 に よ る 利 用 停 止 請 求 に あ っ て は 、 利 用 停 止 請 求

に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 本 人 の 代 理 人 で あ る こ と ）

を 示 す 書 類 を 提 示 し 、 又 は 提 出 し な け れ ば な ら な

い。 

(参考：現行 条例第３５条) 

３ 議 ⾧ は 、 利 用 停 止 請 求 書 に 形 式 上 の 不 備 が あ る

と 認 め る と き は 、 利 用 停 止 請 求 を し た 者 （ 以 下 こ

の章におい て「利 用停止請求者」という。）に対し、

相 当 の 期 間 を 定 め て 、 そ の 補 正 を 求 め る こ と が で

きる。 

３ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 利 用 停 止 請 求 書 に 形 式 上 の

不 備 が あ る と 認 め る と き は 、 利 用 停 止 請 求 を し た

者 （ 以 下 こ の 節 に お い て 「 利 用 停 止 請 求 者 」 と い

う。）に対し、相 当の 期間を定めて 、その補正を求

めることが できる。 

(参考：現行 条例第３５条) 

（保有個人情報の利用停止義務） （保有個人情報の利用停止義務）  

第４０条 議 ⾧ は 、 利 用 停 止 請 求 が あ っ た 場 合 に お

い て 、 当 該 利 用 停 止 請 求 に 理 由 が あ る と 認 め る と

き は 、 議 会 に お け る 個 人 情 報 の 適 正 な 取 扱 い を 確

保 す る た め に 必 要 な 限 度 で 、 当 該 利 用 停 止 請 求 に

係 る 保 有 個 人 情 報 の 利 用 停 止 を し な け れ ば な ら な

い 。 た だ し 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 利 用 停 止 を す る

こ と に よ り 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 利 用 目 的 に 係 る

事 務 又 は 事 業 の 性 質 上 、 当 該 事 務 又 は 事 業 の 適 正

な 遂 行 に 著 し い 支 障 を 及 ぼ す お そ れ が あ る と 認 め

られるとき は、この限りでない 。 

第百条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 利 用 停 止 請 求 が あ っ た

場 合 に お い て 、 当 該 利 用 停 止 請 求 に 理 由 が あ る と

認 め る と き は 、 当 該 行 政 機 関 の ⾧ 等 の 属 す る 行 政

機 関 等 に お け る 個 人 情 報 の 適 正 な 取 扱 い を 確 保 す

る た め に 必 要 な 限 度 で 、 当 該 利 用 停 止 請 求 に 係 る

保 有 個 人 情 報 の 利 用 停 止 を し な け れ ば な ら な い 。

た だ し 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 利 用 停 止 を す る こ と

に よ り 、 当 該 保 有 個 人 情 報 の 利 用 目 的 に 係 る 事 務

又 は 事 業 の 性 質 上 、 当 該 事 務 又 は 事 業 の 適 正 な 遂

行 に 著 し い 支 障 を 及 ぼ す お そ れ が あ る と 認 め ら れ

るときは、 この限りでない。  

 

(参考：現行 条例第３６条) 



                                                            

58 

 

（利用停止請求に対する措置） （利用停止請求に対する措置）  

第４１条 議 ⾧ は 、 利 用 停 止 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情

報 の 利 用 停 止 を す る と き は 、 そ の 旨 の 決 定 を し 、

利 用 停 止 請 求 者 に 対 し 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知

しなければ ならない。 

第百一条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 利 用 停 止 請 求 に 係 る

保 有 個 人 情 報 の 利 用 停 止 を す る と き は 、 そ の 旨 の

決 定 を し 、 利 用 停 止 請 求 者 に 対 し 、 そ の 旨 を 書 面

により通知 しなければならな い。 

(参考：現行 条例第３７条) 

２ 議 ⾧ は 、 利 用 停 止 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 利

用 停 止 を し な い と き は 、 そ の 旨 の 決 定 を し 、 利 用

停 止 請 求 者 に 対 し 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知 し な

ければなら ない。 

２ 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 利 用 停 止 請 求 に 係 る 保 有 個

人 情 報 の 利 用 停 止 を し な い と き は 、 そ の 旨 の 決 定

を し 、 利 用 停 止 請 求 者 に 対 し 、 そ の 旨 を 書 面 に よ

り通知しな ければならない。  

(参考：現行 条例第３７条) 

（利用停止決定等の期限） （利用停止決定等の期限）  

第４２条 前条各項の 決定（以下「利用停止 決定等」

という。）は、利用停 止請求があ った日から３０日

以 内 に し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 第 ３ ９ 条 第

３ 項 の 規 定 に よ り 補 正 を 求 め た 場 合 に あ っ て は 、

当該補正に 要した日数は、当該期間に算入 しない。 

第百二条 前条各項 の決定（ 以下この節におい て「利

用停止決定 等」という。）は、利用 停止請求 があっ

た 日 か ら 三 十 日 以 内 に し な け れ ば な ら な い 。 た だ

し 、 第 九 十 九 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 補 正 を 求 め た

場 合 に あ っ て は 、 当 該 補 正 に 要 し た 日 数 は 、 当 該

期間に算入 しない。 

(参考：現行 条例第３８条) 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 議 ⾧ は 、 事 務 処 理 上

の 困 難 そ の 他 正 当 な 理 由 が あ る と き は 、 同 項 に 規

定 す る 期 間 を ３ ０ 日 以 内 に 限 り 延 ⾧ す る こ と が で

きる。この場合に おいて、議⾧は、利用停止請求者

に 対 し 、 遅 滞 な く 、 延 ⾧ 後 の 期 間 及 び 延 ⾧ の 理 由

を書面によ り通知しなければな らない。 

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、

事 務 処 理 上 の 困 難 そ の 他 正 当 な 理 由 が あ る と き

は 、 同 項 に 規 定 す る 期 間 を 三 十 日 以 内 に 限 り 延 ⾧

す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 行 政 機 関

の⾧等は、利用停 止請求者に対し、遅滞なく、延⾧

後 の 期 間 及 び 延 ⾧ の 理 由 を 書 面 に よ り 通 知 し な け

ればならな い。 

 

 

(参考：現行 条例第３８条) 
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（利用停止決定等の期限の特例） （利用停止決定等の期限の特例）  

第４３条 議 ⾧ は 、 利 用 停 止 決 定 等 に 特 に ⾧ 期 間 を

要すると認 めるときは、前条の規定にかか わらず、

相 当 の 期 間 内 に 利 用 停 止 決 定 等 を す れ ば 足 り る 。

この場合に おいて、議⾧は、同 条第 1 項に規定す

る 期 間 内 に 、 利 用 停 止 請 求 者 に 対 し 、 次 に 掲 げ る

事項を書面 により通知しなけれ ばならない。 

第百三条 行 政 機 関 の ⾧ 等 は 、 利 用 停 止 決 定 等 に 特

に ⾧ 期 間 を 要 す る と 認 め る と き は 、 前 条 の 規 定 に

か か わ ら ず 、 相 当 の 期 間 内 に 利 用 停 止 決 定 等 を す

れ ば 足 り る 。 こ の 場 合 に お い て 、 行 政 機 関 の ⾧ 等

は 、 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 期 間 内 に 、 利 用 停 止 請

求 者 に 対 し 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 書 面 に よ り 通 知 し

なければな らない。 

(参考：現行 条例第３８条) 

(1) この条の 規定を適用する旨及 びその理由 一  この条の規定を適 用する旨及びその 理由 (参考：現行 条例第３８条) 

(2) 利用停止 決定等をする期限 二  利用停止決定等を する期限 (参考：現行 条例第３８条) 

２ 前条の規定に よる利用停止決定 等をしなければ

ならない期 間に、議⾧及び副議 ⾧がともに欠けて

いる期間が あるときは、当該期 間の日数は、同条

の期間に算 入しない。 

 ・第 26 条第 2 項参照 。 

    第４節 審査請求      第四款 審査請求  

（審理員による審理手続に関する規定の適用除

外） 

（地方公共団体の機関等における審理員による審

理手続に関する規定の適用除外等） 

 

第４４条 開示決定等 、訂正決定等、利 用停止決定

等又は開示 請求、訂正請求若し くは利用停止請求

に係る不作 為に係る審査請求に ついては、行政不

服審査法（ 平成２６年法律第６ ８号）第９条第 1

項の規定は 、適用しない。 

第百六条 地方公共 団体の機関又は地方 独立行政法

人に対する 開示決定等、訂正 決定等、利用停止決

定等又は開 示請求、訂正請求 若しくは利用停止請

求に係る不 作為に係る審査請 求については、行政

不服審査法 第九条第一項から 第三項まで、第十七

条、第四十 条、第四十二条、 第二章第四節及び第

五十条第二 項の規定は、適用 しない。 

 

・従来の条 例の規定を踏襲し
たもの。 

(参考：現行 条例第４０条) 
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（審査会への諮問） （審査会への諮問）  

第４５条 開示決定等 、訂正 決定等、利用停止決定等

又 は 開 示 請 求 、 訂 正 請 求 若 し く は 利 用 停 止 請 求 に

係 る 不 作 為 に つ い て 審 査 請 求 が あ っ た と き は 、 議

⾧は、次の各号のいず れかに該当する場合 を除き、

芦 屋 市 附 属 機 関 の 設 置 に 関 す る 条 例 （ 平 成 １ ８ 年

芦 屋 市 条 例 第 ５ 号 ） 第 ２ 条 の 表 に 規 定 す る 芦 屋 市

情報公開・個人情報保護審 査会（以下「審査会」と

いう。）に諮問しな け ればならない。 

第百五条 開示決定 等、訂正 決定等、利用停止決定等

又 は 開 示 請 求 、 訂 正 請 求 若 し く は 利 用 停 止 請 求 に

係 る 不 作 為 に つ い て 審 査 請 求 が あ っ た と き は 、 当

該 審 査 請 求 に 対 す る 裁 決 を す べ き 行 政 機 関 の ⾧ 等

は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 を 除 き 、

情 報 公 開 ・ 個 人 情 報 保 護 審 査 会 （ 審 査 請 求 に 対 す

る 裁 決 を す べ き 行 政 機 関 の ⾧ 等 が 会 計 検 査 院 ⾧ で

あ る 場 合 に あ っ て は 、 別 に 法 律 で 定 め る 審 査 会 ）

に諮問しな ければならない。  

・審 査会については、①議会 に
審 査 会 を 置 く 、 ② 執 行 機 関
の 附 属 機 関 で あ る 審 査 会 に
諮問する、③ 行政不服審査
会 に 諮 問 す る こ と が 考 え ら
れ る が 、 従 来 の 条 例 で 多 数
で あ っ た ②  を 想 定 し た 規
定とした。  

・こ の場合、議⾧が行 った行 政
処 分 へ の 審 査 請 求 に 関 し て
執 行 機 関 の 附 属 機 関 に 諮 問
す る こ と に つ い て 、 整 理 を
することが 望ましい。 

・なお、①を採用する場合、地
方 自 治 法 上 、 議 会 に は 附 属
機 関 は 設 置 で き な い と 解 さ
れ て い る こ と に つ い て 、 整
理が必要と なる。 

・規 定順としては、審 理員に よ
る 審 理 手 続 の 規 定 の 適 用 除
外 → 審 査 会 へ の 諮 問 の 独 自
規 定 が 自 然 。 国 に つ い て は
その順（104 条→105 条） と
な っ て お り 、 そ の 形 に 倣 う
こととする 。 

※  既 存 の 条 例 の 個 人 情 報 保
護 審 査 会 を 用 い る 場 合 、 当
該 条 例 の 担 当 事 務 に 本 条 例
（ 例 ） 事 務 を 加 え る 必 要 が
ある。 

(参考：現行 条例第４０条) 

(1) 審査請求 が不適法であり、却 下する場合 一 審査請 求が不適法であり、 却下する場合 (参考：現行 条例第４０条) 
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(2) 裁決で、審査請求の全部を認 容し、当該審査

請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 全 部 を 開 示 す る こ と

と す る 場 合 （ 当 該 保 有 個 人 情 報 の 開 示 に つ い て

反対意見書 が提出されている場 合を除く。） 

二  裁 決 で 、 審 査 請 求 の 全 部 を 認 容 し 、 当 該 審 査

請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 全 部 を 開 示 す る こ と

と す る 場 合 （ 当 該 保 有 個 人 情 報 の 開 示 に つ い て

反対意見書 が提出されている場 合を除く。 

(参考：現行 条例第４０条) 

(3) 裁決で、審査請求の全部を認 容し、当該審査

請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 を す る こ と と す

る場合 

三  裁 決 で 、 審 査 請 求 の 全 部 を 認 容 し 、 当 該 審 査

請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 訂 正 を す る こ と と す

る場合 

(参考：現行 条例第４０条) 

(4) 裁決で、審査請求の全部を認 容し、当該審査

請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 利 用 停 止 を す る こ と

とする場合 

四  裁 決 で 、 審 査 請 求 の 全 部 を 認 容 し 、 当 該 審 査

請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 利 用 停 止 を す る こ と

とする場合 

(参考：現行 条例第４０条) 

２ 前 項 の 規 定 に よ り 諮 問 し た 場 合 に は 、 議 ⾧ は 、

次 に 掲 げ る 者 に 対 し 、 諮 問 を し た 旨 を 通 知 し な け

ればならな い。 

２  前 項 の 規 定 に よ り 諮 問 を し た 行 政 機 関 の ⾧ 等

は 、 次 に 掲 げ る 者 に 対 し 、 諮 問 を し た 旨 を 通 知 し

なければな らない。 

・議⾧は一 人のため、表現調
整。 

(参考：現行 条例第４０条) 

(1) 審査請求 人及び参加人（行政 不服審査 法第１

３ 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 参 加 人 を い う 。 以 下 こ の

項及び次条 第２号において同じ 。）  

一  審 査 請 求 人 及 び 参 加 人 （ 行 政 不 服 審 査 法 第 十

三 条 第 四 項 に 規 定 す る 参 加 人 を い う 。 以 下 こ の

項及び第百 七条第一項第二号に おいて同じ。） 

(参考：現行 条例第４０条) 

(2) 開示請求 者、訂正請求者又は 利用停止請求者

（ こ れ ら の 者 が 審 査 請 求 人 又 は 参 加 人 で あ る 場

合を除く。）  

二  開 示 請 求 者 、 訂 正 請 求 者 又 は 利 用 停 止 請 求 者

（ こ れ ら の 者 が 審 査 請 求 人 又 は 参 加 人 で あ る 場

合を除く。 

(参考：現行 条例第４０条) 

(3)  当 該 審 査 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 開 示 に

つ い て 反 対 意 見 書 を 提 出 し た 第 三 者 （ 当 該 第 三

者が審査請 求人又は参加人であ る場合を除く。） 

三  当 該 審 査 請 求 に 係 る 保 有 個 人 情 報 の 開 示 に つ

い て 反 対 意 見 書 を 提 出 し た 第 三 者 （ 当 該 第 三 者

が審査請求 人又は参加人である 場合を除く。 

(参考：現行 条例第４０条) 

 ３ 前 二 項 の 規 定 は 、 地 方 公 共 団 体 の 機 関 又 は 地 方

独 立 行 政 法 人 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い

て、第 一項中「情報公 開・個人情報 保護審査会（審
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査 請 求 に 対 す る 裁 決 を す べ き 行 政 機 関 の ⾧ 等 が 会

計 検 査 院 ⾧ で あ る 場 合 に あ っ て は 、 別 に 法 律 で 定

め る 審 査 会 ）」 と あ る の は 、「 行 政 不 服 審 査 法 第 八

十 一 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 機 関 」 と 読 み 替 え る も

のとする。 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等におけ

る手続等） 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等におけ

る手続等） 

 

第４６条 第２７条第 3 項の規定 は、次の各号のい

ずれかに該 当する裁決をする場 合について準用す

る。 

第百七条 第八十六 条第三項の規定は、 次の各号の

いずれかに 該当する裁決をす る場合について準用

する。 

(参考：現行 条例第４１条) 

(1)  開 示 決 定 に 対 す る 第 三 者 か ら の 審 査 請 求 を

却下し、又 は棄却する裁決 

一  開 示 決 定 に 対 す る 第 三 者 か ら の 審 査 請 求 を 却

下し、又は 棄却する裁決 

(参考：現行 条例第４１条) 

(2) 審査請求 に係る開示決定等（ 開示請求 に係る

保 有 個 人 情 報 の 全 部 を 開 示 す る 旨 の 決 定 を 除

く。）を変 更し、当該 審査請求に係 る保有個人情

報 を 開 示 す る 旨 の 裁 決 （ 第 三 者 で あ る 参 加 人 が

当 該 第 三 者 に 関 す る 情 報 の 開 示 に 反 対 の 意 思 を

表示してい る場合に限る。）  

二  審 査 請 求 に 係 る 開 示 決 定 等 （ 開 示 請 求 に 係 る

保 有 個 人 情 報 の 全 部 を 開 示 す る 旨 の 決 定 を 除

く。）を変 更し、当該 審査請求に係 る保有個人情

報 を 開 示 す る 旨 の 裁 決 （ 第 三 者 で あ る 参 加 人 が

当 該 第 三 者 に 関 す る 情 報 の 開 示 に 反 対 の 意 思 を

表示してい る場合に限る。）  

(参考：現行 条例第４１条) 

 

 

２  開 示 決 定 等 、 訂 正 決 定 等 、 利 用 停止 決 定 等 又 は

開 示 請 求 、 訂 正 請 求 若 し く は 利 用 停 止 請 求 に 係 る

不 作 為 に つ い て の 審 査 請 求 に つ い て は 、 政 令 （ 地

方 公 共 団 体 の 機 関 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人 に あ っ て

は、条例）で定めると ころに より、行 政不服 審査法

第四条の規 定の特例を設けるこ とができる。 

・ 審 査 請 求 に 関 す る 規 定 に つ
いては、本 条例第 45 条及び
第 46 条 に 定 め る も の の ほ
か 、 一 般 法 で あ る 行 政 不 服
審査法が適 用され、同法は、
条 例 事 項 を 限 定 的 に 規 定 し
ている。そのため、一 般的に
こ の よ う な 準 用 規 定 を 設 け
る意義は低 い。 

第 5 章 雑則 第六節 雑則  
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（適用除外） （適用除外等）  

 第百二十四条 第四節の規 定は、刑事事件若 しくは

少年の保護 事件に係る裁判、 検察官、検察事務官

若しくは司 法警察職員が行う 処分、刑若しくは保

護処分の執 行、更生緊急保護 又は恩赦に係る保有

個人情報（ 当該裁判、処分若 しくは執行を受けた

者、更生緊 急保護の申出をし た者又は恩赦の上申

があった者 に係るものに限る 。）について は、適

用しない。  

・議会が行 うことは想定され
ない処分等 のため不要。 

第４７条 保 有 個 人 情 報 （ 不 開 示 情 報 を 専 ら 記 録 す

る公文書に記録 されているものに限 る。） の うち、

ま だ 分 類 そ の 他 の 整 理 が 行 わ れ て い な い も の で 、

同 一 の 利 用 目 的 に 係 る も の が 著 し く 大 量 に あ る た

め そ の 中 か ら 特 定 の 保 有 個 人 情 報 を 検 索 す る こ と

が 著 し く 困 難 で あ る も の は 、 第 ４ 章 （ 第 ４ 節 を 除

く。）の 規定の適用に つい ては、議会に保有されて

いないもの とみなす。 

２ 保 有 個 人 情 報 （ 行 政 機 関 情 報 公 開 法 第 五 条 、 独

立 行 政 法 人 等 情 報 公 開 法 第 五 条 又 は 情 報 公 開 条 例

に 規 定 す る 不 開 示 情 報 を 専 ら 記 録 す る 行 政 文 書 等

に記録され ているものに限る 。）のうち、まだ分類

そ の 他 の 整 理 が 行 わ れ て い な い も の で 、 同 一 の 利

用 目 的 に 係 る も の が 著 し く 大 量 に あ る た め そ の 中

か ら 特 定 の 保 有 個 人 情 報 を 検 索 す る こ と が 著 し く

困難である ものは、第四節（第四款を除く。）の規

定 の 適 用 に つ い て は 、 行 政 機 関 等 に 保 有 さ れ て い

ないものと みなす。 

 

（開示請求等をしようとする者に対する情報の提

供等） 

（開示請求等をしようとする者に対する情報の提

供等） 

 

第４８条 議⾧は、開示請求 、訂正 請求又は利用停止

請求（以下この条 において「開示請求等」という。）

を し よ う と す る 者 が そ れ ぞ れ 容 易 か つ 的 確 に 開 示

請 求 等 を す る こ と が で き る よ う 、 保 有 個 人 情 報 の

第百二十七条 行政機関の ⾧等は、開示請求、訂正請

求 若 し く は 利 用 停 止 請 求 又 は 第 百 十 二 条 第 一 項 若

し く は 第 百 十 八 条 第 一 項 の 提 案 （ 以 下 こ の 条 に お

いて「開 示請求等」と い う。）を しようとす る者が
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特 定 そ の 他 開 示 請 求 等 を し よ う と す る 者 の 利 便 を

考慮した適 切な措置を講ずるも のとする。 

そ れ ぞ れ 容 易 か つ 的 確 に 開 示 請 求 等 を す る こ と が

で き る よ う 、 当 該 行 政 機 関 の ⾧ 等 の 属 す る 行 政 機

関 等 が 保 有 す る 保 有 個 人 情 報 の 特 定 又 は 当 該 提 案

に 資 す る 情 報 の 提 供 そ の 他 開 示 請 求 等 を し よ う と

す る 者 の 利 便 を 考 慮 し た 適 切 な 措 置 を 講 ず る も の

とする。 

（個人情報等の取扱いに関する苦情処理） （行政機関等における個人情報等の取扱いに関す

る苦情処理） 

 

第４９条 議⾧は、議 会における個人情 報、仮名加

工情報又は 匿名加工情報の取扱 いに関する苦情の

適切かつ迅 速な処理に努めなけ ればならない。 

第百二十八条 行政機関の ⾧等は、行政機関 等にお

ける個人情 報、仮名加工情報 又は匿名加工情報の

取扱いに関 する苦情の適切か つ迅速な処理に努め

なければな らない。 

(参考：現行 条例第４３条) 

（審査会への諮問） （地方公共団体に置く審議会等への諮問）  

第５０条 議⾧は、個 人情報の適正な取 扱いを確保

するため専 門的な知見に基づく 意見を聴くことが

特に必要で あると認めるときは 、審査会に諮問す

ることがで きる。 

第百二十九条 地方公共団 体の機関は、条例 で定め

るところに より、第三章第三 節の施策を講ずる場

合その他の 場合において、個 人情報の適正な取扱

いを確保す るため専門的な知 見に基づく意見を聴

くことが特 に必要であると認 めるときは、審議会

その他の合 議制の機関に諮問 することができる。  

・第４５条 参照。 

（施行の状況の公表） （施行の状況の公表）  

 第百六十五条 委員会は、行 政機関の⾧等に対し 、こ

の 法 律 の 施 行 の 状 況 に つ い て 報 告 を 求 め る こ と が

できる。 

・地 方議会は、個人情 報保護 委
員 会 か ら 報 告 を 求 め ら れ る
ことはない 。 

第５１条 議⾧は、毎年度、この条 例の施行の状況を

取りまとめ 、その概要を公表す るものとする。 

２ 委員会は、毎年度 、前項の 報告を取りまとめ、そ

の概要を公 表するものとする 。 

(参考：現行 条例第４９条) 
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（補則）   

第５２条 こ の 条 例 の 実 施 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 議

⾧が定める 。 

 (参考：現行 条例第５３条) 

第 6 章 罰則 第八章 罰則  

第５３条 職員若しく は職員であった者 、第 9 条第

２ 項 若 し く は 第 １ ５ 条 第 ５ 項 の 委 託 を 受 け た 業 務

に 従 事 し て い る 者 若 し く は 従 事 し て い た 者 又 は 議

会 に お い て 個 人 情 報 、 仮 名 加 工 情 報 若 し く は 匿 名

加 工 情 報 の 取 扱 い に 従 事 し て い る 派 遣 労 働 者 若 し

く は 従 事 し て い た 派 遣 労 働 者 が 、 正 当 な 理 由 が な

い の に 、 個 人 の 秘 密 に 属 す る 事 項 が 記 録 さ れ た 第

２ 条 第 ５ 項 第 １ 号 に 係 る 個 人 情 報 フ ァ イ ル （ そ の

全 部 又 は 一 部 を 複 製 し 、 又 は 加 工 し た も の を 含

む。）を 提供したとき は、2 年以 下の懲役又 は１０

０万円以下 の罰金に処する。 

第百七十六条 行 政 機 関 等 の 職 員 若 し く は 職 員 で あ

っ た 者 、 第 六 十 六 条 第 二 項 各 号 に 定 め る 業 務 若 し

く は 第 七 十 三 条 第 五 項 若 し く は 第 百 二 十 一 条 第 三

項 の 委 託 を 受 け た 業 務 に 従 事 し て い る 者 若 し く は

従 事 し て い た 者 又 は 行 政 機 関 等 に お い て 個 人 情

報 、 仮 名 加 工 情 報 若 し く は 匿 名 加 工 情 報 の 取 扱 い

に 従 事 し て い る 派 遣 労 働 者 若 し く は 従 事 し て い た

派 遣 労 働 者 が 、 正 当 な 理 由 が な い の に 、 個 人 の 秘

密 に 属 す る 事 項 が 記 録 さ れ た 第 六 十 条 第 二 項 第 一

号 に 係 る 個 人 情 報 フ ァ イ ル （ そ の 全 部 又 は 一 部 を

複製し、又は加 工したものを含む。）を提供 したと

き は 、 二 年 以 下 の 懲 役 又 は 百 万 円 以 下 の 罰 金 に 処

する。 

・議員（ 議⾧含む 。）は罰則 の
対象外。 

・⾧や副知事・副 市町村⾧は、
罰 則 の 対 象 と さ れ て お り 、
こ れ と の 均 衡 が 問 題 と な る
が、① 議会における議員の
自 由 な 発 言 の 保 障 の 必 要 性
は高いこと 、② （免責特権
が な い ） 地 方 議 会 議 員 に 対
し 、 発 言 に つ い て 罰 則 を 設
け る こ と は 萎 縮 効 果 を 生 じ
るおそれが あること、③ 国
会 議 員 に つ い て も 罰 則 は 設
け ら れ て い な い こ と 等 か
ら 、 議 員 に 罰 則 を 設 け な い
こととする 。 

・議 ⾧については、議 会の事 務
を 統 理 す る こ と か ら （ 地 方
自治法第 104 条）、事 務局の
職 員 と 同 様 に 罰 則 の 対 象 と
す べ き と の 見 解 も あ る が 、
① 罰 則 規 定 は 作 為 又 は 不 作
為 義 務 を 前 提 と す る と こ
ろ、本条例（例 ）で義 務を負
う の は 機 関 と し て の 議 会 で
あり、議⾧ではない こ と（第
10 条等 ）、② 議⾧である議
員 が 得 た 個 人 情 報 フ ァ イ ル
が 、 議 ⾧ と し て 得 た も の か
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議 員 と し て 得 た も の か は 判
断 が 困 難 で あ る こ と 、 ③ 議
⾧ を 罰 則 の 対 象 と す る な ら
ば 、 議 ⾧ 経 験 者 で あ る 議 員
も 議 ⾧ で あ っ た 者 と し て 罰
則 の 対 象 と す る こ と と な る
が 、 職 員 で あ っ た 者 が 新 た
に 個 人 情 報 フ ァ イ ル を 正 当
に 入 手 す る こ と は 想 定 し づ
ら い の に 対 し 、 議 ⾧ 経 験 者
で あ る 議 員 は 議 員 活 動 の 中
で 個 人 情 報 フ ァ イ ル を 入 手
す る こ と も 想 定 さ れ 、 議 ⾧
経 験 者 で あ る 議 員 の 議 員 活
動 に 支 障 を き た す 恐 れ が あ
る こ と 等 か ら 、 議 ⾧ も 罰 則
の 対 象 外 と す る こ と と す
る。 

・な お、議員に罰則を 課さな か
っ た と し て も 、 議 員 の 職 務
に 背 い た 発 言 を 行 っ た 場
合 、 議 員 の 属 す る 議 会 の 地
方 公 共 団 体 は 、 国 家 賠 償 法
の 規 定 に よ る 損 害 賠 償 責 任
を 負 う 場 合 が あ る （ 最 判
H9.9.9 民集 51.8.3850）。 

第５４条 前条に規定 する者が、その業 務に関して

知り得た保 有個人情報を自己若 しくは第三者の不

正な利益を 図る目的で提供し、 又は盗用したとき

は、１年以 下の懲役又は５０万 円以下の罰金に処

する。 

第百八十条 第百七十 六条に規定する者が 、その業

務に関して 知り得た保有個人 情報を自己若しくは

第三者の不 正な利益を図る目 的で提供し、又は盗

用したとき は、一年以下の懲 役又は五十万円以下

の罰金に処 する。 

(参考：現行 条例第５４条) 
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第５５条 職員がその 職権を濫用して、 専らその職

務の用以外 の用に供する目的で 個人の秘密に属す

る事項が記 録された文書、図画 又は電磁的記録を

収集したと きは、１年以下の懲 役又は５０万円以

下の罰金に 処する。 

第百八十一条 行政機関等 の職員がその職権 を濫用

して、専ら その職務の用以外 の用に供する目的で

個人の秘密 に属する事項が記 録された文書、図画

又は電磁的 記録を収集したと きは、一年以下の懲

役又は五十 万円以下の罰金に 処する。 

・議 ⾧については、議 会の事 務
を 統 理 す る こ と か ら （ 地 方
自治法第 104 条）、事 務局の
職 員 と 同 様 に 罰 則 の 対 象 と
す べ き と の 見 解 も あ る が 、
①  罰 則 規 定 は 作 為 又 は 不
作 為 義 務 を 前 提 と す る と こ
ろ、本条例（ 例） で 義務を
負 う の は 機 関 と し て の 議 会
で あ り 、 議 ⾧ で は な い こ と
（第 10 条等）、②議 ⾧であ
る 議 員 が 得 た 個 人 情 報 が 、
議 ⾧ と し て 得 た も の か 議 員
と し て 得 た も の か は 判 断 が
困難である こと、③ 議員の
職 務 は 広 汎 か つ 不 明 確 で あ
り、議⾧に罰則を課 す と、議
員 と し て の 職 務 へ の 萎 縮 効
果 を 生 じ る お そ れ が あ る こ
と 等 か ら 、 議 ⾧ も 罰 則 の 対
象外とする こととする。 

(参考：現行 条例第５６条) 

第５６条 前 ３ 条 の 規 定 は 、 市 の 区 域 外 に お い て こ

れらの条の 罪を犯した者にも適 用する。 

第百八十三条 第 百 七 十 六 条 、 第 百 七 十 七 条 及 び 第

百 七 十 九 条 か ら 第 百 八 十 一 条 ま で の 規 定 は 、 日 本

国 外 に お い て こ れ ら の 条 の 罪 を 犯 し た 者 に も 適 用

する。 

(参考：現行 条例第５７条) 

第５７条 偽 り そ の 他 不 正 の 手 段 に よ り 、 第 ２ ４ 条

第 １ 項 の 決 定 に 基 づ く 保 有 個 人 情 報 の 開 示 を 受 け

た者は、５ 万円以下の過料に処 する。 

第 百 八 十 五 条  次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者

は、十万円 以下の過料に処す る。 

一  第 三 十 条 第 二 項 （ 第 三 十 一 条 第 三 項 に お い て

準用する場 合を含む。）又は第五十 六条の規定に

違反した者  

・30 条 は個人情報取 扱事業 者
に係る規定 、51 条は民間団
体 に 係 る 規 定 な の で 議 会 は
該当しない 。 

・地方自治 法第１４条第 3 項
の 規 定 に よ り 条 例 で 規 定 で
きる過料の 上限は 5 万円 
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二  第 五 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 届 出 を せ ず 、

又は虚偽の 届出をした者 

三  偽 り そ の 他 不 正 の 手 段 に よ り 、 第 八 十 五 条 第

三 項 に 規 定 す る 開 示 決 定 に 基 づ く 保 有 個 人 情 報

の開示を受 けた者 

(参考：現行 条例第５８条) 

附 則   

（施行期日 ）   

１ この条例は 、令 和５年４月１ 日から施行する。    

（芦屋市〇 〇〇条例の一部改 正）   

２  芦 屋 市 〇 〇 〇 条 例 ( 令 和 ４ 年 芦 屋 市 条 例 第   

号)の一部を 次のように改正する 。 

 

 

 

 

 

  

 

本 条 例 の 規 定 に よ る 開 示 決 定 等 に 対 す る 審 査
請 求 や 個 人 情 報 の 適 正 な 取 扱 い を 確 保 す る た
め 専 門 的 な 知 見 に 基 づ く 意 見 を 聴 く こ と が 特
に必要であ るときは、現行条例同様 審査会に諮
問 で き る よ う に(本 条 例 第 ４ ５ 条 、 第 ５ ０ 条 関
係)、 関 係 条 例 の 芦 屋 市 情 報 公 開 ・ 個 人 情 報 保
護審査会の 担任事務の規定を整 備 



                                                        

1 

 

芦屋市議会個人情報の保護に関する条例(案) 

 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 個人情報等の取扱い（第４条―第１６条） 

第３章 個人情報ファイル（第１７条） 

第４章 開示、訂正及び利用停止 

第１節 開示（第１８条―第３０条） 

第２節 訂正（第３１条―第３７条） 

第３節 利用停止（第３８条―第４３条） 

第４節 審査請求（第４４条―第４６条） 

第５章 雑則（第４７条―第５２条） 

第６章 罰則（第５３条―第５７条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、芦屋市議会（以下「議会」という。）における個人情報の適正な取扱いに関し必要な事項

を定めるとともに、議会が保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止を求める個人の権利を明らかにするこ

とにより、議会の事務の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義） 

第2条 この条例において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の各号のいずれかに該

当するものをいう。 

(1) 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（電磁的方式（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式をいう。次項第２号において

同じ。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法

を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別するこ

とができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。） 

(2) 個人識別符号が含まれるもの 

２ この条例において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番号、記号その他の符号

のうち、議長が定めるものをいう。 

(1) 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、番号、記号その他の符

号であって、当該特定の個人を識別することができるもの 

(2) 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し割り当てられ、又は個人に発

行されるカードその他の書類に記載され、若しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記号その他の

符号であって、その利用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当てら

れ、又は記載され、若しくは記録されることにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識

別することができるもの 
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３ この条例において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪によ

り害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配

慮を要するものとして議長が定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

４ この条例において「保有個人情報」とは、議会の事務局の職員（以下この章から第３章まで及び第６章にお

いて「職員」という。）が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、職員が組織的に利用するものとし

て、議会が保有しているものをいう。ただし、芦屋市情報公開条例（平成１４年芦屋市条例第１５号。以下「情

報公開条例」という。）第２条第２号に規定する公文書（以下「公文書」という。）に記録されているものに限

る。 

５ この条例において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるもの

をいう。 

(1) 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索することができるよ

うに体系的に構成したもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、その他の記述等により

特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したもの 

６ この条例において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

７ この条例において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当該各号に定める措置

を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られ

る個人に関する情報をいう。 

(1) 第1項第1号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除すること（当該一部の

記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）。 

(2) 第1項第2号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除すること（当該

個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）。 

８ この条例において「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて当該各号に定める措置

を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報であっ

て、当該個人情報を復元することができないようにしたものをいう。 

(1) 第1項第1号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除すること（当該一部の

記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）。 

(2) 第1項第2号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を削除すること（当該

個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）。 

９ この条例において「個人関連情報」とは、生存する個人に関する情報であって、個人情報、仮名加工情報及

び匿名加工情報のいずれにも該当しないものをいう。 

１０ この条例において「特定個人情報」とは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人情報をい

う。 

１１ この条例において「保有特定個人情報」とは、職員が職務上作成し、又は取得した特定個人情報であって、

職員が組織的に利用するものとして、議会が保有しているものをいう。ただし、公文書に記録されているもの

に限る。 
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１２ この条例において「独立行政法人等」とは、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第

１項に規定する独立行政法人及び個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）

別表第１に掲げる法人をいう。 

１３ この条例において「地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条

第１項に規定する地方独立行政法人をいう。 

（議会の責務） 

第３条 議会は、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

  第２章 個人情報等の取扱い 

（個人情報の保有の制限等） 

第４条 議会は、個人情報を保有するに当たっては、法令（条例を含む。第１２条第２項第２号及び第３号並

びに第４章において同じ。）の規定によりその権限に属する事務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、そ

の利用の目的をできる限り特定しなければならない。 

２ 議会は、前項の規定により特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の達成に必要な範囲を超え

て、個人情報を保有してはならない。 

３ 議会は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認められる

範囲を超えて行ってはならない。 

（利用目的の明示） 

第５条 議会は、本人から直接書面（電磁的記録を含む。）に記録された当該本人の個人情報を取得するときは、

次に掲げる場合を除き、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。 

(1) 人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき。 

(2) 利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する

おそれがあるとき。 

(3) 利用目的を本人に明示することにより、国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法

人が行う事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(4) 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

（不適正な利用の禁止） 

第６条 議会は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により個人情報を利用しては

ならない。 

 （適正な取得） 

第７条 議会は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 

（正確性の確保） 

第８条 議会は、利用目的の達成に必要な範囲内で、保有個人情報が過去又は現在の事実と合致するよう努めな

ければならない。 

（安全管理措置） 

第９条 議長は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管理のために必要

かつ適切な措置を講じなければならない。 
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２ 前項の規定は、議会に係る個人情報の取扱いの委託（２以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた者が受

託した業務を行う場合における個人情報の取扱いについて準用する。 

（従事者の義務） 

第１０条 個人情報の取扱いに従事する職員若しくは職員であった者、前条第２項の業務に従事している者若

しくは従事していた者又は議会において個人情報の取扱いに従事している派遣労働者（労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第２号に規定する派遣

労働者をいう。以下この条及び第５３条において同じ。）若しくは従事していた派遣労働者は、その業務に関

して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（漏えい等の通知） 

第１１条 

議長は、保有個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の保有個人情報の安全の確保に係る事態であって個人

の権利利益を害するおそれが大きいものとしてその定めるものが生じたときは、本人に対し、その定めると

ころにより、当該事態が生じた旨を通知しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するとき

は、この限りでない。 

(1) 本人への通知が困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をと

るとき。 

(2) 当該保有個人情報に第２０条各号に掲げる情報のいずれかが含まれるとき。 

（利用及び提供の制限） 

第１２条 議会は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は

提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議会は、議長が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用目的以外の

目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外

の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれ

があると認められるときは、この限りでない。 

(1) 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

(2) 議会が法令の規定によりその権限に属する事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場

合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当の理由があるとき。 

(3) 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、固定資産評価審査委員会、公営企業管理

者若しくは消防長、市が設立した地方独立行政法人、他の地方公共団体の機関、他の地方公共団体が設立

した地方独立行政法人、法第2条第８項に規定する行政機関又は独立行政法人等に保有個人情報を提供す

る場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提

供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当の理由があるとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供すると

き、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供すること

について特別の理由があるとき。 

３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の条例の規定の適用を妨げるものではない。 
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４ 議長は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保有個人情報の利用目的以外の

目的のための議会の内部における利用を議会の事務局の特定の課又は職員に限るものとする。 

５ 保有特定個人情報に関しては、第２項第２号から第４号まで及び第２９条の規定は適用しないものとし、次

の表の左欄に掲げる規定の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる

字句とする。 
 

第１２条第１項 法令に基づく場合を除き、利用目的

以外の目的 

利用目的以外の目的 

 自ら利用し、又は提供してはならな

い 

自ら利用してはならない 

第１２条第２項 自ら利用し、又は提供する 自ら利用する 

第１２条第２項第１号 本人の同意があるとき、又は本人に

提供するとき 

人の生命、身体又は財産の保護のため

に必要がある場合であって、本人の同

意があり、又は本人の同意を得ること

が困難であるとき 

第３８条第１項第１号 又は第１２条第１項及び第２項の規

定に違反して利用されているとき 

第１２条第５項の規定により読み替え

て適用する同条第１項及び第２項（第

１号に係る部分に限る。）の規定に違

反して利用されているとき、番号法第

２０条の規定に違反して収集され、若

しくは保管されているとき、又は番号

法第２９条の規定に違反して作成され

た特定個人情報ファイル（番号法第２

条第９項に規定する特定個人情報ファ

イルをいう。）に記録されているとき 

第３８条第１項第２号 第１２条第１項及び第２項 番号法第１９条 

（保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第１３条 議長は、利用目的のために又は前条第２項第３号若しくは第４号の規定に基づき、保有個人情報を

提供する場合において、必要があると認めるときは、保有個人情報の提供を受ける者に対し、提供に係る個

人情報について、その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その

他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

（個人関連情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第１４条 議長は、第三者に個人関連情報を提供する場合（当該第三者が当該個人関連情報を個人情報として取

得することが想定される場合に限る。）において、必要があると認めるときは、当該第三者に対し、提供に係

る個人関連情報について、その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防

止その他の個人関連情報の適切な管理のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 
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（仮名加工情報の取扱いに係る義務） 

第１５条 議会は、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報（個人情報であるものを除く。以下この条及び

第４９条において同じ。）を第三者（当該仮名加工情報の取扱いの委託を受けた者を除く。）に提供してはなら

ない。 

２ 議長は、その取り扱う仮名加工情報の漏えいの防止その他仮名加工情報の安全管理のために必要かつ適切な

措置を講じなければならない。 

３ 議会は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当該仮名加工情報の作成に用い

られた個人情報に係る本人を識別するために、削除情報等（仮名加工情報の作成に用いられた個人情報から削

除された記述等及び個人識別符号並びに法第４１条第１項の規定により行われた加工の方法に関する情報を

いう。）を取得し、又は当該仮名加工情報を他の情報と照合してはならない。 

４ 議会は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、電話をかけ、郵便若しくは民間

事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者

若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便により送付し、電報を送

達し、ファクシミリ装置若しくは電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって議長が定めるものをいう。）を用いて送信し、又は住居を訪問するために、当該仮名加工

情報に含まれる連絡先その他の情報を利用してはならない。 

５ 前各項の規定は、議会に係る仮名加工情報の取扱いの委託（2 以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた

者が受託した業務を行う場合について準用する。 

（匿名加工情報の取扱いに係る義務） 

第１６条  

  議会は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当該匿名加工情報の作成に用い

られた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情報から削除された記述等若しくは個人識別符号若し

くは法第４３条第 1 項の規定により行われた加工の方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他

の情報と照合してはならない。 

２ 議会は、匿名加工情報の漏えいを防止するために必要なものとして議長が定める基準に従い、匿名加工情報

の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 前２項の規定は、議会に係る匿名加工情報の取扱いの委託（２以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた

者が受託した業務を行う場合について準用する。 

第３章 個人情報ファイル 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第１７条 議長は、その定めるところにより、議会が保有している個人情報ファイルについて、それぞれ次に

掲げる事項その他議長が定める事項を記載した帳簿（以下「個人情報ファイル簿」という。）を作成し、公表

しなければならない。 

(1) 個人情報ファイルの名称 

(2) 個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称 

(3) 個人情報ファイルの利用目的 
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(4) 個人情報ファイルに記録される項目（以下この条において「記録項目」という。）及び本人（他の個人の

氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索し得る者に限る。）として個人情報ファイルに記録される

個人の範囲（次項第２号において「記録範囲」という。） 

(5) 個人情報ファイルに記録される個人情報（以下この条において「記録情報」という。）の収集方法 

(6) 記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

(7) 記録情報を議会以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先 

(8) 次条第１項、第３１条第１項又は第３８条第１項の規定による請求を受理する組織の名称及び所在地 

(9) 第３１条第１項ただし書又は第３８条第１項ただし書に該当するときは、その旨 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 

 (1) 次に掲げる個人情報ファイル 

ア 議会の議員若しくは議員であった者又は職員若しくは職員であった者に係る個人情報ファイルであっ

て、専らその人事、議員報酬、給与又は報酬、福利厚生に関する事項その他これらに準ずる事項を記録す

るもの 

イ 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル 

ウ １年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報ファイル 

エ 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記録情報を記録した個

人情報ファイルであって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所その他の送付又は連絡に必要な事項のみ

を記録するもの 

オ 職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する個人情報ファイルであっ

て、記録情報を専ら当該学術研究の目的のために利用するもの 

カ アからオまでに掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして議長が定める個人情報ファイル 

(2) 前項の規定による公表に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又は一部を記録した個

人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲が当該公表に係るこれらの事項の範囲内の

もの 

(3) 前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして議長が定める個人情報ファイル 

３ 第１項の規定にかかわらず、議長は、記録項目の一部若しくは同項第５号若しくは第７号に掲げる事項を個

人情報ファイル簿に記載し、又は個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載することにより、利用目的に

係る事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるとき

は、その記録項目の一部若しくは事項を記載せず、又はその個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載し

ないことができる。 

第４章 開示、訂正及び利用停止 

第１節 開示 

（開示請求権） 

第１８条 何人も、この条例の定めるところにより、議長に対し、議会の保有する自己を本人とする保有個人

情報の開示を請求することができる。 
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２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人（以下この章において「代理

人」と総称する。）は、本人に代わって前項の規定による開示の請求（以下この章及び第４８条において「開

示請求」という。）をすることができる。 

（開示請求の手続） 

第１９条 開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「開示請求書」という。）を議長に提

出してしなければならない。 

(1) 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(2) 開示請求に係る保有個人情報が記録されている公文書の名称その他の開示請求に係る保有個人情報を特

定するに足りる事項 

２ 前項の場合において、開示請求をする者は、議長が定めるところにより、開示請求に係る保有個人情報の本

人であること（前条第２項の規定による開示請求にあっては、開示請求に係る保有個人情報の本人の代理人で

あること）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 

３ 議長は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以下「開示請求者」という。）

に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、議長は、開示請求者に対

し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。 

（保有個人情報の開示義務） 

第２０条 議長は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報（以下「不

開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示し

なければならない。 

(1) 開示請求者（第１８条第2項の規定により代理人が本人に代わって開示請求をする場合にあっては、当

該本人をいう。次号及び第３号、次条第２項並びに第２７条第１項において同じ。）の生命、健康、生活又

は財産を害するおそれがある情報 

(2) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該

情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなるも

のを含む。）若しくは個人識別符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはでき

ないが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、

次に掲げる情報を除く。 

ア 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項に規定する国家公務員

（独立行政法人通則法第２条第 4 項に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等

の役員及び職員、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独

立行政法人の役員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報である

ときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

(3) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下この号にお

いて「法人等」という。）に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報であ
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って、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であ

ると認められる情報を除く。 

ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があるもの 

イ 議会の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は個人における

通例として開示しないこととされているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状

況等に照らして合理的であると認められるもの 

(4) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討

又は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれ、不当に住民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは

不利益を及ぼすおそれがあるもの 

(5) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であ

って、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 議長が第２４条各項の決定（以下「開示決定等」という。）をする場合において、犯罪の予防、鎮圧又

は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ 

イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難に

するおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

ウ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人の財

産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

エ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

オ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

カ 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関し、その企業経営

上の正当な利益を害するおそれ 

（部分開示） 

第２１条 議長は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合において、不開示情報に該当

する部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示し

なければならない。 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第２号の情報（開示請求者以外の特定の個人を識別することができるも

のに限る。）が含まれている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の開示請求者以外の特定

の個人を識別することができることとなる記述等及び個人識別符号の部分を除くことにより、開示しても、開

示請求者以外の個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号

の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（裁量的開示） 

第２２条 議長は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合であっても、個人の権利利益

を保護するため特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示することができ

る。 



                                                        

10 

 

（保有個人情報の存否に関する情報） 

第２３条 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情

報を開示することとなるときは、議長は、当該保有個人情報の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否

することができる。 

（開示請求に対する措置） 

第２４条 議長は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示するときは、その旨の決定をし、開示請

求者に対し、その旨、開示する保有個人情報の利用目的及び開示の実施に関し議長が定める事項を書面により

通知しなければならない。ただし、第５条第２号又は第３号に該当する場合における当該利用目的について

は、この限りでない。 

２ 議長は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき（前条の規定により開示請求を拒否すると

き、及び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含む。）は、開示をしない旨の決定をし、開示

請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限） 

第２５条 開示決定等は、開示請求があった日から１５日以内にしなければならない。ただし、第１９条第３項

の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に規定する期間

を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、議長は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長

後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限の特例） 

第２６条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から４５日以内にその

全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規

定にかかわらず、議長は、開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等を

し、残りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、議長は、

同条第１項に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

２ 前条の規定による開示決定等をしなければならない期間に、議長及び副議長がともに欠けている期間がある

ときは、当該期間の日数は、同条の期間に算入しない。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２７条 開示請求に係る保有個人情報に国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び開示請求

者以外の者（以下この条、第４５条第２項第３号及び第４６条において「第三者」という。）に関する情報が

含まれているときは、議長は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、議長が定めると

ころにより、当該第三者に関する情報の内容その他議長が定める事項を通知して、意見書を提出する機会を与

えることができる。 

２ 議長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第２４条第１項の決定（以下この章において「開示決定」

という。）に先立ち、当該第三者に対し、議長が定めるところにより、開示請求に係る当該第三者に関する情
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報の内容その他議長が定める事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなければならない。た

だし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

(1) 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を開示しようとする場合であって、当該第三者に関す

る情報が第２０条第２号イ又は同条第３号ただし書に規定する情報に該当すると認められるとき。 

(2) 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を第２２条の規定により開示しようとするとき。 

３ 議長は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該第三者に関する情報の開示に反

対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、開示決定の日と開示を実施する

日との間に少なくとも２週間を置かなければならない。この場合において、議長は、開示決定後直ちに、当該

意見書（第４５条において「反対意見書」という。）を提出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理

由並びに開示を実施する日を書面により通知しなければならない。 

（開示の実施） 

第２８条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報が、文書又は図画に記録されているときは閲覧又は写し

の交付により、電磁的記録に記録されているときはその種別、情報化の進展状況等を勘案して議長が定める

方法により行う。ただし、閲覧の方法による保有個人情報の開示にあっては、議長は、当該保有個人情報が

記録されている文書又は図画の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があると

きは、その写しにより、これを行うことができる。 

２ 議長は、前項の規定に基づく電磁的記録についての開示の方法に関する定めを一般の閲覧に供しなければ

ならない。 

３ 開示決定に基づき保有個人情報の開示を受ける者は、議長が定めるところにより、議長に対し、その求め

る開示の実施の方法等を申し出なければならない。 

４ 前項の規定による申出は、第２４条第１項に規定する通知があった日から３０日以内にしなければならな

い。ただし、当該期間内に当該申出をすることができないことにつき正当な理由があるときは、この限りでな

い。 

（他の法令による開示の実施との調整） 

第２９条 議長は、他の法令の規定により、開示請求者に対し開示請求に係る保有個人情報が前条第１項本文に

規定する方法と同一の方法で開示することとされている場合（開示の期間が定められている場合にあっては、

当該期間内に限る。）には、同項本文の規定にかかわらず、当該保有個人情報については、当該同一の方法に

よる開示を行わない。ただし、当該他の法令の規定に一定の場合には開示をしない旨の定めがあるときは、こ

の限りでない。 

２ 他の法令の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第１項本文の閲覧とみなして、

前項の規定を適用する。 

（開示請求の手数料） 

第３０条 開示請求に係る手数料は、無料とする。 

２ 第２８条の規定により、写しの交付を受ける者は、議長が定めるところにより、当該写しの作成その他の

交付に要する費用を負担しなければならない。 
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    第２節 訂正 

（訂正請求権） 

第３１条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。第３８条第1項において同じ。）

の内容が事実でないと思料するときは、この条例の定めるところにより、議長に対し、当該保有個人情報の訂

正（追加又は削除を含む。以下この章において同じ。）を請求することができる。ただし、当該保有個人情報

の訂正に関して他の法令の規定により特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

(1) 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 

(2) 開示決定に係る保有個人情報であって、第２９条第１項の他の法令の規定により開示を受けたもの 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下この章及び第４８条において「訂正請求」と

いう。）をすることができる。 

３ 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなければならない。 

（訂正請求の手続） 

第３２条 訂正請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「訂正請求書」という。）を議長に提

出してしなければならない。 

(1) 訂正請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(2) 訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定するに足りる事項 

(3) 訂正請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、訂正請求をする者は、議長が定めるところにより、訂正請求に係る保有個人情報の本

人であること（前条第２項の規定による訂正請求にあっては、訂正請求に係る保有個人情報の本人の代理人で

あること）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 

３ 議長は、訂正請求書に形式上の不備があると認めるときは、訂正請求をした者（以下この章において「訂

正請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 

（保有個人情報の訂正義務） 

第３３条 議長は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由があると認めるときは、当該訂正請求

に係る保有個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、当該保有個人情報の訂正をしなければならない。 

（訂正請求に対する措置） 

第３４条 議長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をするときは、その旨の決定をし、訂正請求者に対し、

その旨を書面により通知しなければならない。 

２ 議長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしないときは、その旨の決定をし、訂正請求者に対し、そ

の旨を書面により通知しなければならない。 

（訂正決定等の期限） 

第３５条 前条各項の決定（以下「訂正決定等」という。）は、訂正請求があった日から３０日以内にしなけれ

ばならない。ただし、第３２条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、

当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に規定する期間

を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、議長は、訂正請求者に対し、遅滞なく、延長

後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 
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（訂正決定等の期限の特例） 

第３６条 議長は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかかわらず、相当の期間

内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、議長は、同条第１項に規定する期間内に、訂正請求者

に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 訂正決定等をする期限 

２ 前条の規定による訂正決定等をしなければならない期間に、議長及び副議長がともに欠けている期間があ

るときは、当該期間の日数は、同条の期間に算入しない。 

（保有個人情報の提供先への通知） 

第３７条 議長は、第３４条第１項の決定に基づく保有個人情報の訂正の実施をした場合において、必要があ

ると認めるときは、当該保有個人情報の提供先に対し、遅滞なく、その旨を書面により通知するものとす

る。 

    第３節 利用停止 

（利用停止請求権） 

第３８条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれかに該当すると思料するときは、この条

例の定めるところにより、議長に対し、当該各号に定める措置を請求することができる。ただし、当該保有個

人情報の利用の停止、消去又は提供の停止（以下この章において「利用停止」という。）に関して他の法令の

規定により特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

(1) 第４条第２項の規定に違反して保有されているとき、第６条の規定に違反して取り扱われているとき、

第７条の規定に違反して取得されたものであるとき、又は第１２条第１項及び第２項の規定に違反して利用

されているとき 当該保有個人情報の利用の停止又は消去 

(2) 第１２条第１項及び第２項の規定に違反して提供されているとき 当該保有個人情報の提供の停止 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による利用停止の請求（以下この章及び第４８条において「利用停止

請求」という。）をすることができる。 

３ 利用停止請求は、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなければならない。 

（利用停止請求の手続） 

第３９条 利用停止請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「利用停止請求書」という。）を

議長に提出してしなければならない。 

(1) 利用停止請求をする者の氏名及び住所又は居所 

(2) 利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定するに足りる事項 

(3) 利用停止請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、利用停止請求をする者は、議長が定めるところにより、利用停止請求に係る保有個人

情報の本人であること（前条第２項の規定による利用停止請求にあっては、利用停止請求に係る保有個人情報

の本人の代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 

３ 議長は、利用停止請求書に形式上の不備があると認めるときは、利用停止請求をした者（以下この章におい

て「利用停止請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 
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（保有個人情報の利用停止義務） 

第４０条 議長は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理由があると認めるときは、議会

における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な限度で、当該利用停止請求に係る保有個人情報の利

用停止をしなければならない。ただし、当該保有個人情報の利用停止をすることにより、当該保有個人情報の

利用目的に係る事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると

認められるときは、この限りでない。 

（利用停止請求に対する措置） 

第４１条 議長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をするときは、その旨の決定をし、利用停止請

求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

２ 議長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしないときは、その旨の決定をし、利用停止請求者

に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

（利用停止決定等の期限） 

第４２条 前条各項の決定（以下「利用停止決定等」という。）は、利用停止請求があった日から３０日以内に

しなければならない。ただし、第３９条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した

日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に規定する期間

を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、議長は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、

延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 

（利用停止決定等の期限の特例） 

第４３条 議長は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかかわらず、相当の期

間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合において、議長は、同条第1項に規定する期間内に、利用停

止請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 利用停止決定等をする期限 

２ 前条の規定による利用停止決定等をしなければならない期間に、議長及び副議長がともに欠けている期間

があるときは、当該期間の日数は、同条の期間に算入しない。 

    第４節 審査請求 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第４４条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不

作為に係る審査請求については、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第1項の規定は、適用

しない。 

（審査会への諮問） 

第４５条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作

為について審査請求があったときは、議長は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、芦屋市附属機関の

設置に関する条例（平成１８年芦屋市条例第５号）第２条の表に規定する芦屋市情報公開・個人情報保護審査

会（以下「審査会」という。）に諮問しなければならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場合 
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(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の全部を開示することとする場合

（当該保有個人情報の開示について反対意見書が提出されている場合を除く。） 

(3) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の訂正をすることとする場合 

(4) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の利用停止をすることとする場合 

２ 前項の規定により諮問した場合には、議長は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければならな

い。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人をいう。以下この項及び次条

第２号において同じ。） 

(2) 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

(3) 当該審査請求に係る保有個人情報の開示について反対意見書を提出した第三者（当該第三者が審査請求

人又は参加人である場合を除く。） 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続等） 

第４６条 第２７条第3項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合について準用する。 

(1) 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

(2) 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の決定を除く。）を変更

し、当該審査請求に係る保有個人情報を開示する旨の裁決（第三者である参加人が当該第三者に関する情報

の開示に反対の意思を表示している場合に限る。） 

   第５章 雑則 

（適用除外） 

第４７条 保有個人情報（不開示情報を専ら記録する公文書に記録されているものに限る。）のうち、まだ分類

その他の整理が行われていないもので、同一の利用目的に係るものが著しく大量にあるためその中から特定の

保有個人情報を検索することが著しく困難であるものは、第４章（第４節を除く。）の規定の適用については、

議会に保有されていないものとみなす。 

（開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等） 

第４８条 議長は、開示請求、訂正請求又は利用停止請求（以下この条において「開示請求等」という。）をし

ようとする者がそれぞれ容易かつ的確に開示請求等をすることができるよう、保有個人情報の特定その他開示

請求等をしようとする者の利便を考慮した適切な措置を講ずるものとする。 

（個人情報等の取扱いに関する苦情処理） 

第４９条 議長は、議会における個人情報、仮名加工情報又は匿名加工情報の取扱いに関する苦情の適切かつ

迅速な処理に努めなければならない。 

（審査会への諮問） 

第５０条 議長は、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要

であると認めるときは、審査会に諮問することができる。 

（施行の状況の公表） 

第５１条 議長は、毎年度、この条例の施行の状況を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 

（補則） 

第５２条 この条例の実施に関し必要な事項は、議長が定める。 
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第６章 罰則 

第５３条 職員若しくは職員であった者、第 9 条第２項若しくは第１５条第５項の委託を受けた業務に従事し

ている者若しくは従事していた者又は議会において個人情報、仮名加工情報若しくは匿名加工情報の取扱いに

従事している派遣労働者若しくは従事していた派遣労働者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事

項が記録された第２条第５項第１号に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工したもの

を含む。）を提供したときは、2年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

第５４条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益

を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第５５条 職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で個人の秘密に属する事項が

記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第５６条 前３条の規定は、市の区域外においてこれらの条の罪を犯した者にも適用する。 

第５７条 偽りその他不正の手段により、第２４条第１項の決定に基づく保有個人情報の開示を受けた者は、５

万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次項及び附則第３項の規定は、公布の日から施行

する。 

（芦屋市個人情報保護法施行条例の一部改正） 

２ 芦屋市個人情報保護法施行条例（令和４年芦屋市条例第  号）の一部を次のように改正する。 

  附則第５条の改正規定を次のように改める。 

   第２条の表市長芦屋市情報公開・個人情報保護審査会の項を次のように改める。    
 芦屋市情報公開・

個人情報保護審査

会 

(1) 芦屋市情報公開

条例（平成１４年

芦屋市条例第１５

号）第１６条第３

項及び第４項の規

定による諮問に応

じ審査請求につい

て調査審議するこ

と。 

(2) 情報公開制度の

運用と改善に関す

る事項について調

査審議すること。 

(3) 個人情報の保護

に関する法律（平

成１５年法律第５

７号）第１０５条

第３項において準

用する同条第１項

の規定による諮問

に応じ審査請求に

６人以内 情報公開及び個人情報保護

に関して識見を有する者 

２年 
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ついて調査審議す

ること。 

(4)  芦屋市個人情報

保護法施行条例

（令和４年芦屋市

条例第  号）第

８条の規定による

諮問に応じ調査審

議すること。 

(5) 特定個人情報保

護評価に関する規

則（平成２６年特

定個人情報保護委

員会規則第１号）

第７条第４項の規

定により、行政手

続における特定の

個人を識別するた

めの番号の利用等

に関する法律（平

成２５年法律第２

７号）第２８条第

１項に規定する評

価書に記載された

同法第２条第９項

に規定する特定個

人情報ファイルの

取扱いに関する事

項について調査審

議すること。 

(6) 芦屋市議会個人

情報の保護に関す

る条例(令和５年

芦 屋 市 条 例 第  

号)第４５条の規

定による諮問に応

じ審査請求につい

て調査審議するこ

と。 

(7) 芦屋市議会個人

情報の保護に関す

る条例第５０条の

規定による諮問に

応じ調査審議する

こと。 
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（芦屋市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

３ 芦屋市情報公開・個人情報保護審査会条例(令和４年芦屋市条例第  号)の一部を次のように改正する。 

第５条第１号に次のように加える。 

ウ 芦屋市議会個人情報の保護に関する条例(令和５年芦屋市条例第 号)第４５条の規定により審査会

に諮問をした議長 

第５条第３号を次のように改める。 

(3) 保有個人情報 法第７８条第１項第４号、第９４条第１項又は第１０２条第１項に規定する開示決定

等、訂正決定等又は利用停止決定等に係る保有個人情報（法第６０条第１項に規定する保有個人情報を

いう。）及び芦屋市議会個人情報の保護に関する条例第２０条第５号ア、第３５条第１項又は第４２条第

１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係る保有個人情報（同条例第２条第４項

に規定する保有個人情報をいう。）をいう。 

第１１条に次の１号を加える。 

(4) 芦屋市議会個人情報の保護に関する条例第５０条の規定により審査会に諮問をした議長 

 

 



芦屋市附属機関の設置に関する条例新旧対照表 

(下線部分が改正部分) 

芦屋市議会個人情報の保護に関する条例による改正(案) 芦屋市個人情報保護法施行条例による改正後 

（設置） （設置） 

第２条 市に次のとおり附属機関を置く。 第２条 市に次のとおり附属機関を置く。 

附属

機関

の属

する

執行

機関 

附属機関の

名称 

担任事務 委員定

数 

委員の構成 任期 

市長  (略) 

芦屋市情報
公開・個人
情報保護審
査会 

(1) 芦屋市情
報 公 開 条 例
（ 平 成 １ ４
年 芦 屋 市 条
例第１５号）
第 １ ６ 条 第
３ 項 及 び 第
４ 項 の 規 定
に よ る 諮 問
に 応 じ 審 査
請 求 に つ い
て 調 査 審 議
すること。 

(2) 情報公開
制 度 の 運 用
と 改 善 に 関
す る 事 項 に
つ い て 調 査
審 議 す る こ
と。 

６人以
内 

情報公開及び個人
情報保護に関して
識見を有する者
  

２年 

附属

機関

の属

する

執行

機関 

附属機関の

名称 

担任事務 委員定

数 

委員の構成 任期 

市長  (略) 

芦屋市情報
公開・個人
情報保護審
査会 

(1) 芦屋市情
報 公 開 条 例
（ 平 成 １ ４
年 芦 屋 市 条
例第１５号）
第 １ ６ 条 第
３ 項 及 び 第
４ 項 の 規 定
に よ る 諮 問
に 応 じ 審 査
請 求 に つ い
て 調 査 審 議
すること。 

(2) 情報公開
制 度 の 運 用
と 改 善 に 関
す る 事 項 に
つ い て 調 査
審 議 す る こ
と。 

６人以
内 

情報公開及び個人
情報保護に関して
識見を有する者
  

２年 



芦屋市議会個人情報の保護に関する条例による改正(案) 芦屋市個人情報保護法施行条例による改正後 

(3) 個人情報
の 保 護 に 関
する法律（平
成 １ ５ 年 法
律第５７号）
第 １ ０ ５ 条
第 ３ 項 に お
い て 準 用 す
る 同 条 第 １
項 の 規 定 に
よ る 諮 問 に
応 じ 審 査 請
求 に つ い て
調 査 審 議 す
ること。 

(4)  芦屋市個
人 情 報 保 護
法 施 行 条 例
（ 令 和 ４ 年
芦 屋 市 条 例
第  号）第
条 の 規 定 に
よ る 諮 問 に
応 じ 調 査 審
議すること。

(5) 特定個人
情 報 保 護 評
価 に 関 す る
規則（平成２
６ 年 特 定 個
人 情 報 保 護
委 員 会 規 則
第１号）第７
条 第 ４ 項 の

(3) 個人情報
の 保 護 に 関
する法律（平
成 １ ５ 年 法
律第５７号）
第 １ ０ ５ 条
第 ３ 項 に お
い て 準 用 す
る 同 条 第 １
項 の 規 定 に
よ る 諮 問 に
応 じ 審 査 請
求 に つ い て
調 査 審 議 す
ること。 

(4)  芦屋市個
人 情 報 保 護
法 施 行 条 例
（ 令 和 ４ 年
芦 屋 市 条 例
第  号）第
条 の 規 定 に
よ る 諮 問 に
応 じ 調 査 審
議すること。

(5) 特定個人
情 報 保 護 評
価 に 関 す る
規則（平成２
６ 年 特 定 個
人 情 報 保 護
委 員 会 規 則
第１号）第７
条 第 ４ 項 の



芦屋市議会個人情報の保護に関する条例による改正(案) 芦屋市個人情報保護法施行条例による改正後 

規定により、
行 政 手 続 に
お け る 特 定
の 個 人 を 識
別 す る た め
の 番 号 の 利
用 等 に 関 す
る法律（平成
２ ５ 年 法 律
第２７号）第
２ ８ 条 第 １
項 に 規 定 す
る 評 価 書 に
記 載 さ れ た
同 法 第 ２ 条
第 ９ 項 に 規
定 す る 特 定
個 人 情 報 フ
ァ イ ル の 取
扱 い に 関 す
る 事 項 に つ
い て 調 査 審
議すること。

(6) 芦屋市議
会 個 人 情 報
の 保 護 に 関
する条例(令
和 ５ 年 芦 屋
市 条 例 第
号)第４５条
の 規 定 に よ
る 諮 問 に 応
じ 審 査 請 求
に つ い て 調

規定により、
行 政 手 続 に
お け る 特 定
の 個 人 を 識
別 す る た め
の 番 号 の 利
用 等 に 関 す
る法律（平成
２ ５ 年 法 律
第２７号）第
２ ８ 条 第 １
項 に 規 定 す
る 評 価 書 に
記 載 さ れ た
同 法 第 ２ 条
第 ９ 項 に 規
定 す る 特 定
個 人 情 報 フ
ァ イ ル の 取
扱 い に 関 す
る 事 項 に つ
い て 調 査 審
議すること。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



芦屋市議会個人情報の保護に関する条例による改正(案) 芦屋市個人情報保護法施行条例による改正後 

査 審 議 す る
こと。 

(7) 芦屋市議
会 個 人 情 報
の 保 護 に 関
す る 条 例 第
５ ０ 条 の 規
定 に よ る 諮
問 に 応 じ 調
査 審 議 す る
こと。 

 (略) 

 (略) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (略) 

 (略) 
 

 



芦屋市情報公開・個人情報保護審査会条例新旧対照表 

(下線部分が改正部分) 

芦屋市議会個人情報の保護に関する条例による改正(案) 芦屋市情報公開・個人情報保護審査会条例(新規制定) 

（審査請求の調査審議の手続に係る諮問実施機関等） （審査請求の調査審議の手続に係る諮問実施機関等） 

第５条 この条及び次条において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 諮問実施機関 次に掲げる機関をいう。 

ア 芦屋市情報公開条例（平成１４年芦屋市条例第１５号）第

１６条第３項又は第４項の規定により審査会に諮問をした

実施機関 

イ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

以下「法」という。）第１０５条第３項において準用する同

条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関（芦屋市

個人情報保護法施行条例（令和４年芦屋市条例第  号）第

３条に規定する実施機関をいう。） 

ウ 芦屋市議会個人情報の保護に関する条例(令和５年芦屋市

条例第 号)第４５条の規定により審査会に諮問をした議長 

(2) 公文書 芦屋市情報公開条例第１２条第１項に規定する公

開決定等に係る公文書（同条例第２条第２号に規定する公文書

をいう。）をいう。 

(3) 保有個人情報 法第７８条第１項第４号、第９４条第１項又

は第１０２条第１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利

用停止決定等に係る保有個人情報（法第６０条第１項に規定す

る保有個人情報をいう。）及び芦屋市議会個人情報の保護に関

する条例第２０条第５号ア、第３５条第１項又は第４２条第１

項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係

る保有個人情報（同条例第２条第４項に規定する保有個人情報

をいう。）をいう。 

 

第５条 この条及び次条において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 諮問実施機関 次に掲げる機関をいう。 

ア 芦屋市情報公開条例（平成１４年芦屋市条例第１５号）第

１６条第３項又は第４項の規定により審査会に諮問をした

実施機関 

イ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

以下「法」という。）第１０５条第３項において準用する同

条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関（芦屋市

個人情報保護法施行条例（令和４年芦屋市条例第  号）第

３条に規定する実施機関をいう。） 

 

 

(2) 公文書 芦屋市情報公開条例第１２条第１項に規定する公

開決定等に係る公文書（同条例第２条第２号に規定する公文書

をいう。）をいう。 

(3) 保有個人情報 法第７８条第１項第４号、第９４条第１項又

は第１０２条第１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利

用停止決定等に係る保有個人情報（法第６０条第１項に規定す

る保有個人情報をいう。）をいう。 



芦屋市議会個人情報の保護に関する条例による改正(案) 芦屋市情報公開・個人情報保護審査会条例(新規制定) 

（審査請求以外の調査審議の手続に係る諮問実施機関） （審査請求以外の調査審議の手続に係る諮問実施機関） 

第１１条 この条及び次条において「諮問実施機関」とは、次に掲

げる機関をいう。 

(1) 芦屋市情報公開条例に基づく情報公開制度の運用と改善に

関する事項について審査会に諮問をした実施機関（同条例第２

条第１号に規定する実施機関をいう。） 

(2) 芦屋市個人情報保護法施行条例第８条の規定により審査会

に諮問をした実施機関（同条例第３条に規定する実施機関をい

う。） 

(3) 特定個人情報保護評価に関する規則（平成２６年特定個人情

報保護委員会規則第１号）第７条第４項の規定により、行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号）第２８条第１項に規定する評

価書に記載された同法第２条第９項に規定する特定個人情報フ

ァイルの取扱いに関する事項について審査会に諮問をした機関 

(4) 芦屋市議会個人情報の保護に関する条例第５０条の規定に

より審査会に諮問をした議長 

第１１条 この条及び次条において「諮問実施機関」とは、次に掲

げる機関をいう。 

(1) 芦屋市情報公開条例に基づく情報公開制度の運用と改善に

関する事項について審査会に諮問をした実施機関（同条例第２

条第１号に規定する実施機関をいう。） 

(2) 芦屋市個人情報保護法施行条例第８条の規定により審査会

に諮問をした実施機関（同条例第３条に規定する実施機関をい

う。） 

(3) 特定個人情報保護評価に関する規則（平成２６年特定個人情

報保護委員会規則第１号）第７条第４項の規定により、行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号）第２８条第１項に規定する評

価書に記載された同法第２条第９項に規定する特定個人情報フ

ァイルの取扱いに関する事項について審査会に諮問をした機関 

 

 


